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要 旨 

 

地震⼤国である⽇本において，確率論的評価⼿法を⽤いた地震動評価は，原⼦⼒発電所の
耐震設計の信頼性向上や防災，リスクマネジメント等への費⽤対効果の検討等において必要
不可⽋である．こうした確率論的地震動評価として，地震調査研究推進本部（以後，「地震本
部」という）による全国地震動予測地図がある（例えば，地震本部，2020）．予測地図では各
種の震源がモデル化されているが，活断層などの浅い地震は，⼀度発⽣すれば 2016 年熊本地
震（Mw7.0）のように⼤きな被害が⽣じるものであるが，平均活動間隔が数千年〜数万年程
度と⻑く，発⽣確率や発⽣しうる地震像の評価には不確かさは⼤きい．したがって，活断層
などの浅い地震による地震ハザード評価の⾼度化・信頼性向上が重要となる． 

活断層などの浅い地震は，既知の活断層において発⽣する地震（震源断層を特定した地震），
活断層が知られていない場所で発⽣する地震（震源断層を予め特定しにくい地震）に⼤別さ
れる．本研究では，地震ハザード評価の信頼性向上のため，以下に⽰す 3 つの震源特性モデ
ルの⾼度化に関する検討を⾏うとともに，地震ハザード評価への影響も議論した． 

⾼度化の 1 つ⽬は，四国地域を横断する⽇本でも有数の⻑⼤断層である中央構造線断層帯
の震源特性モデルの場所（位置・形状）等に関する検討である．中央構造線断層帯の⻑期評
価（地震本部，2017）において，伊予灘のうち，佐⽥岬半島沿岸部における地質境界として
の中央構造線は調査がなされておらず，活断層として認定されていないとされた．こうした
活断層の存否は地震ハザード評価に⼤きく寄与するものである．本研究では地震探査結果に
基づき，中央構造線の活動性と性状を明らかにした上で，それに基づいた伊予灘における中
央構造線断層帯の震源特性モデルの形状の⾼度化を図った．また，形状の⾼度化に合わせて
セグメント区分および活動履歴についても検討した．さらに，伊⽅ SSHAC プロジェクト（⻲
⽥ほか，2020）も参考に，全国地震動予測地図ではモデル化されていなかった四国⻄部にお
ける震源を新たにモデル化した． 

⾼度化の 2 つ⽬として，震源断層を特定した地震の規模評価に関するモデルの⾼度化に関
する検討を⾏った．地震本部による規模評価として，断層⾯積もしくは断層⻑さを説明変数
とする経験式から地震規模を推定する⽅法が提案されている．断層⾯積を⽤いる場合，断層
形状の設定の不確かさが規模評価に影響する．⼀⽅，断層⻑さのみを⽤いる場合，断層幅が
異なったとしても断層⻑さが同じであれば断層形状の相違が規模評価に反映されず，過⼤も
しくは過⼩評価となる可能性がある．こうした現状を踏まえ，断層⻑さに加え，ずれのタイ
プを⽤いて地震規模を評価する重回帰式を考案した．ずれのタイプは，⽐較的取得が容易で
あるとともに，定性的な断層形状を評価に取り込めるパラメータとなる．簡便的に断層形状
が設定されている震源もあり，ずれのタイプ別の重回帰式を⽤いることで，断層形状の設定
の不確かさの影響を低減できるとともに，断層⻑さのみよりも詳細に規模評価ができるため，
地震ハザード評価の⾼度化に資するものである．また，中央構造線断層帯の傾斜⾓が⾼⾓と
中⾓が考慮されていることを踏まえ，断層⾯積に基づく地震規模予測式も考慮するとともに，
連動時の規模評価⼿法の影響も考慮できるモデルを検討した． 

⾼度化の 3 つ⽬は，客観的かつ定量的な地震地体構造区分⼿法の検討である．震源断層を
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予め特定しにくい地震のモデル化には，地震地体構造に基づき，地震活動の特徴が類似する
と考えられる地域に区分したモデルの設定等が必要となる．既往の地震地体構造区分では，
特定の断層が境界を担うとされているが，その任意性が指摘されている（⻲⽥ほか，2020）．
本研究では，地震地体構造に関する 6 つのデータを⽤いて統計学的な観点から，客観的かつ
定量的な区分を試みた．区分の結果は，おおむね既存の地震地体構造区分と対応し，本研究
の⼿法の有効性が⽰唆されるとともに，既存の区分図の妥当性の検証としても有効であるこ
とが確認できた．また，従来の区分図とは異なり，特定の断層を境界とせず，断層の周辺を
囲むような領域が設定される点が本研究の区分⼿法の特徴である．こうした領域の存在は中
央構造線断層帯のような⻑⼤断層周辺では広域的な歪み解放を効率良く⾏うため，その他の
地域の主要活断層に⽐べて周囲の⼩規模な断層が少ないとした考え⽅（例えば，遠⽥，2013）
とも調和する．中央構造線断層帯が横断する四国地域において，こうした領域がモデル化で
きた点は地震ハザード評価の信頼性向上に繋がるものである． 

さらに，上記の 3 つの検討結果を踏まえた地震ハザード解析を⾏うとともに，その影響も検
討した．信頼性の⾼い地震ハザード評価は，リスクマネジメントや防災等における基礎
資料として重要な役割を果たすものであり，本研究による震源特性モデルの⾼度化は，
地震ハザード評価の信頼性向上に有⽤であることを確認した． 
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第 1 章 序論 

 

1. 本研究の⽬的 

地震⼤国である⽇本では，1995 年の兵庫県南部地震（Mw6.9）の発⽣をきっかけに地震調
査研究推進本部が設置され，地震の被害の軽減のために，地震の調査や研究の推進およびそ
の成果の普及が⾏われている．このような取り組みの⼀環として，地震調査研究推進本部地
震調査委員会（以後，「地震本部」という）による全国地震動予測地図（地震本部，2020）が
公表されている．全国地震動予測地図は，特定の地震が発⽣した場合の地震動を決定論的に
評価した「震源断層を特定した地震動予測地図」と想定されうるすべての地震の場所・規模・
発⽣確率に基づきある地点でどの程度の確率でどの程度の揺れに⾒舞われるかを評価した
「確率論的地震動予測地図」の 2 つから構成される． 

⽇本では，原⼦⼒発電所をはじめとする重要構造物の耐震設計は，前者の決定論的な評価
⼿法に基づいた地震動評価結果が⽤いられている．しかし，2011 年に発⽣した東北地⽅太平
洋沖地震（Mw9.0）による東京電⼒の福島第⼀原⼦⼒発電所の事故を契機として，原⼦⼒発
電所等の重要構造物の地震や津波に対するリスクの低減が改めて認識された．こうしたリス
クの評価において，欧⽶を中⼼とする諸外国では「確率論的地震動予測地図」のような確率
論的評価⼿法による地震ハザード評価が参考にされることが多い．特に，⽶国では United 

States Nuclear Regulatory Commission（以後，「U.S.NRC」という）等が Senior Seismic Hazard 

Analysis Committee（以後，「SSHAC」という）を組織して，評価⼿順やプロセスに関するガ
イドライン（U.S.NRC，2012；2018，以後，「SSHAC ガイドライン」という）を定めており，
諸外国でも広く⽤いられている．こうした地震ハザード評価は，リスクマネジメントや防災
等への費⽤対効果の検討を⾏う上でも有効であるとともに，国際化の視点からも確率論的な
⼿法を忌避することはもはや許されない趨勢であるとされる（能島・⽯川，2004）． 

確率論的地震動予測地図では，起こりうる地震を「海溝型地震」と「活断層などの浅い地
震」に分類している．海溝型地震は平均活動間隔が数⼗年〜数百年程度であり，地震による
被害が歴史記録として残るとともに，種々の調査・研究が⾏われている．特に，巨⼤地震の
発⽣が想定される南海トラフにおいては，内閣府によって発⽣しうる最⼤規模の地震が想定
されるとともに，その対策が進められている（例えば，内閣府，2021）．⼀⽅，活断層などの
浅い地震は，⼀度発⽣すれば 2016 年熊本地震（Mw7.0）のように⼤きな被害が⽣じるもので
あるが，平均活動間隔が数千年〜数万年程度であり，海溝型地震と⽐較して発⽣確率や発⽣
しうる地震像の評価には不確かさは⼤きい．したがって，リスクマネジメントや防災等の観
点からは，活断層などの浅い地震による地震ハザード評価の⾼度化が肝要となる． 

活断層などの浅い地震は，「震源断層を特定した地震」と「震源断層を予め特定しにくい地
震」に⼤別される．前者は既知の活断層において発⽣する地震，後者は活断層が知られてい
ない場所で発⽣する地震が対象である．地震本部において震源断層を特定した地震は，活動
度や活動した際の社会への影響度等を考慮して選定された 114 の主要活断層帯とその他の活
断層で発⽣する地震となる． 
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この中で，主要活断層帯は 1995 年以降⼀通りの調査と評価が⾏われている．しかし，主要
活断層帯の 1 つであり⽇本でも有数の⻑⼤断層である中央構造線断層帯の評価（地震本部，
2017）では，四国⻄部の佐⽥岬半島沿岸部の伊予灘南縁において地質境界としての中央構造
線について調査がなされておらず，活断層として認定されていないとされた．断層との距離
に基づいて地震動評価が⾏われるため，こうした活断層の存否は地震ハザード評価にも⼤き
く影響しうるものであり，詳細な調査によってその存否を確認することが重要となる． 

また，地震規模を評価する際，詳細な調査が⾏われている主要活断層帯は断層⻑さに，断
層の傾斜⾓と地震発⽣層深さから推定した断層幅を乗じて算出される断層⾯積を説明変数と
する経験式から地震規模が推定される．⼀⽅，調査が⼗分でないその他の活断層は，簡便的
に断層⻑さを説明変数とする経験式で地震の規模が算出される．しかし，調査データが豊富
な中央構造線断層帯でさえ，断層の傾斜⾓について⾼⾓と中⾓の可能性の両論が併記されて
いるのが現状であり（地震本部，2017），地震の規模を直接的に⽰す指標の⼀つである地震モ
ーメントの定義式を考えるとき断層形状の不確実性が影響する．⼀⽅，断層⻑さを説明変数
とする経験式で地震規模を推定する場合にも，断層傾斜⾓が異なれば当然⾯積の⼤⼩が⽣ず
るという断層形状の相違が評価に反映されず，地震規模が過⼤もしくは過⼩となる可能性が
ある．したがって，調査の多寡や不確実性の⼤きさに応じた活断層の評価も念頭に，断層⻑
さに加え，⽐較的容易に得ることができるパラメータを加えて地震規模を評価することで地
震ハザード評価を⾼度化することができる． 

これに対して，震源断層を予め特定しにくい地震は，地震発⽣の特徴が類似すると考えら
れる領域に区分した地震地体構造区分に基づいて評価するため，その地震地体構造の区分設
定やそれに基づく地震活動のモデル化が重要となる．このとき，既往の地震地体構造区分は，
中央構造線断層帯のような特定の断層がその境界を担うとして区分が⾏われているが，地震
ハザード評価においてその任意性が指摘されている（⻲⽥ほか，2020）．そのため，客観的か
つ定量的に区分することが地震ハザード評価の信頼性向上に資する． 

これらの課題を踏まえて，本研究では，中央構造線断層帯が横断する四国地域において，
伊予灘における中央構造線断層帯の場所（位置・形状）に関する検討，震源断層を特定した
地震におけるずれのタイプを考慮した地震規模評価⼿法の検討，定量的かつ客観的な地震地
体構造区分⼿法の検討等を⾏い，地震ハザード評価における震源特性モデルの⾼度化を図る
ことを⽬的とする． 

 

2. 本論⽂の構成 

本論⽂は，本章を含め，7 つの章で構成した．各章の概要を以下に述べる． 

第 1 章（本章）では，研究の⽬的について⽰す． 

第 2 章では，四国地域における地震ハザード評価に関する既往研究について整理を⾏うと
ともに，本研究の位置付けを⽰す． 

第 3 章では，主要活断層帯の 1 つである中央構造線断層帯の場所（位置・形状）の⾼度化
として，伊予灘における地質境界としての中央構造線の活動性や分布等に関する検討等を⽰
す． 
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第 4 章では，震源断層を特定した地震の地震規模評価の⾼度化として，ずれのタイプを考
慮した重回帰分析による地震規模予測式の検討等について⽰す． 

第 5 章では，震源断層を予め特定しにくい地震の場所の⾼度化として，定量的かつ客観的
な地震地体構造区分の検討等について⽰す． 

第 6 章では，第 3〜5 章での検討結果を踏まえた地震ハザード評価への影響および⾼度化に
関する検討を⽰す． 

第 7 章では，上記を総括する． 
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12 ⽉ 1 ⽇参照． 
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第 2 章 四国地域における既往の地震ハザード評価 

 

本研究では，中央構造線断層帯が横断する四国地域における地震ハザード評価における震
源特性モデルの⾼度化を⽬的として，各種検討を実施する．本章では，四国地域における既
往の地震ハザード評価について述べつつ，本研究の位置付けを明確にする． 

 

1. 四国地域における既往の地震ハザード評価の事例 

四国地域を対象とした地震ハザード評価として，地震本部における全国地震動予測地図（例
えば，地震調査研究推進本部地震調査委員会（以後，「地震本部」という），2020）と⽇本で
初めて⽶国の SSHAC ガイドラインの Level 3 を適⽤した伊⽅ SSHAC プロジェクトによる地
震ハザード解析結果（⻲⽥ほか，2020）がある． 

全国地震動予測地図は四国を含めた⽇本全国を対象とした⾯的な評価に加え（第 2.1 図），
250m メッシュに区切った各地点での地震ハザードカーブを確認することが可能である（第
2.2 図）．全国地震動予測地図の作成においては，最も起こりやすいと考えられるモデルを採
⽤するとの⽅針のもと，活動履歴や中央構造線断層帯の傾斜⾓等の⼀部の項⽬を除き，基本
的に不確かさは考慮されていない．⼀⽅，伊⽅ SSHAC プロジェクトは，四国電⼒株式会社の
伊⽅発電所という固有地点における評価であり，約 4 年半の歳⽉をかけて最新の知⾒を網羅
した上で各種不確かさを考慮した結果，国内において前例がないほど膨⼤なケースが想定さ
れている． 

ここで，地震を含めた⾃然事象の評価には不確かさが伴うため，ある地点において⽣じう
る地震動の強さやその確率を算定する地震ハザード評価ではその取り扱いが重要となる．地
震ハザード評価において，このような不確かさは⼤きく 2 つに⼤別される．1 つは，⾃然現
象のランダム性に起因してそれ以上低減することができない「偶然的ばらつき」である．例
えば，地震動予測式における予測誤差等があり，確率分布としてモデル化されることが多い．
もう 1 つは，現時点では認識や知⾒が不⼗分なことに起因する「認識論的不確実性」である．
認識論的不確実性の例としては，震源断層の形状（⻑さや断層傾斜⾓）が該当する．これら
は，⼀般的には専⾨家の判断によって定めるため，判断に資する科学的知⾒をできる限り客
観的に評価することが重要となる．こうした評価においては，専⾨家の意⾒を体系的に集約
できるロジックツリー等によって評価されることが多い．つまり，認識論的不確実性を低減
させることが地震ハザード評価の⾼度化に繋がると⾔うことができる．伊⽅ SSHAC プロジェ
クトのように不確かさを⼗分に考慮した膨⼤なケースに基づいて，対象範囲全域を評価する
ことは費⽤対効果等を踏まえると現実的ではない．したがって，リスクマネジメントや防災
等の観点においては，全国地震動予測地図のような簡便的な⾯的評価を踏まえた上で，対策
等が必要と考えられる地点に特化した詳細評価を⾏うことが望ましい．本研究では，伊⽅
SSHAC プロジェクトの成果等も踏まえつつ，全国地震動予測地図のような簡便的な評価の⾼
度化を対象とする． 
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1.1. 全国地震動予測地図の概要 

全国地震動予測地図とは，国⺠の防災意識の向上等を⽬的とし，地震本部による地震の
被害の軽減のための取り組みの⼀環として公表されるものである（例えば，地震本部，2020）． 

全国地震動予測地図は，ある特定の地震が発⽣した場合の地震動を決定論的に評価した
「震源断層を特定した地震動予測地図」と想定されうるすべての地震の場所・規模・確率
に基づきある地点でどの程度の確率でどの程度の揺れに⾒舞われるかを評価した「確率論
的地震動予測地図」の 2 つから構成される．確率論的地震動予測地図（以後，「地震動予測
地図」という）では，各地が今後⾒舞われる地震動の強さ・期間・確率の情報を地図に⽰
したものであり，このうち２つの値を固定することで残る１つについての地図を⽰すこと
ができる（例えば，第 2.1 図）． 

地震動予測地図においては，起こりうる地震が「海溝型地震」と「活断層などの浅い地
震」に分類されている． 

海溝型地震は，平均活動間隔が数⼗年〜数百年程度と⽐較的短く，地震による被害が歴
史記録として残るとともに，種々の調査・研究が⾏われている．特に，四国地域では，今
後 30 年間で 74%と⾼い地震発⽣確率が算定される南海トラフを震源とする地震によって甚
⼤な被害が想定されている．こうした南海トラフを震源とする地震については，内閣府に
よって発⽣しうる最⼤規模の地震が想定されるとともに，その対策が進められている（例
えば，内閣府，2021）． 

⼀⽅，活断層などの浅い地震は，平均活動間隔が数千年〜数万年程度と⽐較的⻑く，海
溝型地震と⽐較して発⽣しうる地震像の評価には不確かさが⼤きくならざるをえない．し
かしながら，⼀度発⽣すれば 1995 年兵庫県南部地震（Mw6.9）や 2016 年熊本地震（Mw7.0）
のように⼤きな被害が⽣じるものである．また，2000 年⿃取県⻄部地震（Mw6.8）や 2018

年北海道胆振東部地震（Mw6.6）など，事前に活断層が認定されていなかった場所で発⽣
した地震によっても被害が⽣じている．つまり，リスクマネジメントや防災等の観点から
は，こうした評価の不確かさが⽐較的⼤きい活断層などの浅い地震による地震ハザード評
価の⾼度化も肝要となる． 

地震動予測地図上において，活断層などの浅い地震に関する震源特性モデルは，「震源断
層を特定した地震」と「震源断層を予め特定しにくい地震」に⼤別される． 

震源断層を特定した地震としては，活動度や活動した際の社会への影響度等を考慮して
選定された 114 の主要活断層帯とその他の活断層で発⽣する地震が考慮されている．この
中で，主要活断層帯は 1995 年以降⼀通りの調査と評価が⾏われ，詳細な震源断層モデルが
設定されている．その他の活断層については，既往の活断層分布図（活断層研究会編，1991；
中⽥・今泉編，2002）に基づき，松⽥ほか（2000）によるそれぞれ独⽴して 1 つの⼤地震
を起こすと思われる単位である起震断層に当てはまるものを抽出して簡便的にモデル化が
なされている．また，2013 年版の地震動予測地図より，地表の証拠からは活動の痕跡が認
めにくい地震（以後，「痕跡を認めにくい地震」という）も想定されている．これは，地表
地質調査では確認できない断層活動が存在する可能性を考慮してモデル化された地震であ
る． 

⼀⽅，震源断層を予め特定しにくい地震の対象は活断層が知られていない場所で発⽣す
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る地震であり，事前に地震の発⽣する場所，地震規模，発⽣確率を特定することが困難で
ある．このため，地震群として統計的なモデルで特徴を取り扱うことによってモデル化さ
れる．地震群の定義にあたり，地震活動の特徴が類似すると考えられる地域に区分したモ
デルが必要となる．また，区分内の地震活動に基づき，規模別頻度分布から想定される
Gutenberg-Richter 則（以後，「G-R 則」という）の係数（a 値と b 値）が求められる．この
係数と区分内で発⽣し得る最⼤規模地震から，地震ハザードが評価される． 

 

1.2. 伊⽅ SSHAC プロジェクトの概要 

伊⽅ SSHAC プロジェクトは，伊⽅発電所の更なる安全性向上を⽬的とした四国電⼒の取
り組みであり，⽇本で初めて⽶国の SSHAC ガイドラインの Level 3 を適⽤したプロジェク
トである（⼤⻄ほか，2021）． 

SSHAC ガイドラインは，こうした不確かさを踏まえた評価の説明性や透明性を考慮し，
役割と責任の明確化などの地震ハザード解析における評価の⼿順が定めた⽶国の基準であ
り，諸外国における原⼦⼒施設等を対象として広く適⽤されている． 

伊⽅ SSHAC プロジェクトでは，伊⽅発電所に最も近接する中央構造線断層帯をはじめと
する内陸活断層による地震，震源を予め特定しにくい地震，南海トラフの⼤地震など多様
な震源が想定され，それぞれの震源特性と地震動特性がモデル化されている（⻲⽥ほか，
2020）．約 4 年半の歳⽉をかけて最新の知⾒を網羅した上でモデル化した結果，国内におい
て前例がないほど膨⼤なケース（1025〜1026 オーダー）が想定されている．伊⽅ SSHAC プ
ロジェクトによる解析結果の例として震源別のハザードカーブを第 2.3 図に⽰す．この図
によれば，加速度レベルが低い領域においては，発⽣頻度が⼤きな南海トラフの⼤地震を
含むフィリピン海プレートで発⽣する地震の影響が⼤きい．また，中央構造線断層帯の地
震の影響が最も⼤きく，発⽣頻度は相対的に⼩さいものの，地震が発⽣すれば，⼤きな地
震動に⾒舞われる可能性があることを意味する． 

 

2. 地震動予測地図における震源特性モデル 

ここでは，地震動予測地図における震源断層を特定した地震と震源断層を予め特定しにく
い地震の震源特性モデル等を踏まえた本研究で⽤いる震源特性モデルおよび当該モデルによ
る地震ハザード解析結果を⽰す． 

⽤いるモデルは，最新版である地震本部（2020）および地震ハザードステーション（2020

年版）を基本として参照した． 

 

2.1. モデルの諸元 

2.1.1. 震源断層を特定した地震の震源特性モデル 

(1) 場所（位置・形状）のモデル 

本研究において対象とする四国周辺の震源特性モデルの場所（位置および形状）に関
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するパラメータを第 2.1 表および第 2.4 図に⽰す．地震ハザード評価への影響度も踏まえ，
四国陸域から約 80km 内に位置する震源を対象とした．また，中央構造線断層帯につい
ては，⾼⾓（鉛直 90 度）の場合と中⾓（北傾斜 40 度）の場合が想定され（第 2.5 図），
解析結果を平均したものが⽰されている．以下では，中央構造線断層帯以外の活断層を
「その他活断層」と呼称する． 

 

(2) 規模のモデル 

地震動予測地図では，中央構造線断層帯のような⻑⼤断層帯について，単独で発⽣す
る場合と連動して発⽣する場合で規模評価⼿法が異なる．中央構造線断層帯が単独で破
壊する場合やその他活断層については松⽥（1975）による断層⻑さ L と気象庁マグニチ
ュード MJ の関係式（（2.1）式，以後，「松⽥式」という）から地震規模が算定される．
また，後述するとおり，地震動予測式ではモーメントマグニチュード Mw が必要である．
地震動予測地図では，松⽥式による MJ を，武村（1990）による MJ と地震モーメント
M0 の関係式（（2.2）式）と Kanamori（1977）による Mw の定義式（（2.3）式）に基づい
て換算している． 

⼀⽅，連動して破壊する場合，総⾯積に基づき，Someville et al.（1999），⼊倉・三宅
（2001）および Morutani et al.（2015）による M0 と断層⾯積 S の関係式を組み合わせた
（2.4）式から規模が設定される． 

中央構造線断層帯およびその他活断層で想定される地震規模をそれぞれ第 2.2 表およ
び第 2.3 表に⽰す． 

 

log 𝐿  ＝ 0.6𝑀௃ െ 2.9      （2.1） 

log 𝑀଴ ൌ 1.17𝑀௃ ൅ 10.72      （2.2） 

log 𝑀଴ ൌ 1.5𝑀𝑤 ൅ 9.1      （2.3） 

𝑀଴ ൌ ሺ𝑆/2.23 ൈ 10ଵହሻଷ/ଶ ൈ 10ି଻ （𝑆 ≦ 367）   （2.4） 

𝑀଴ ൌ ሺ𝑆/4.24 ൈ 10ଵଵሻଶ ൈ 10ି଻ （367 ൏ 𝑆 ≦ 1800） 

𝑀଴ ൌ 10ଵ଻ ൈ 𝑆   （𝑆 ൐ 1800） 

 

(3) 発⽣確率のモデル 

地震発⽣確率について，トレンチ調査等の地質調査によって直接的な活動履歴が判明
している場合と不明な場合がある．前者のうち，最新活動時期が判明しているものは BPT

分布，不明な場合はポアソン過程によって地震発⽣確率が算定される．⼀⽅，直接的な
活動履歴が不明な場合，平均変位速度と 1 回あたりの変位量から平均活動間隔を設定し
てポアソン過程によって発⽣確率が算定されるモデルとなっている．この時，平均変位
速度が不明な場合はそれぞれの断層の活動度ごとの標準的な値（奥村・⽯川，1998）を
設定するとともに，変位量については松⽥（1975）による断層⻑さと変位量の経験式が
⽤いられている．また，連動して破壊する場合の発⽣確率は，上記で求めた地震発⽣確
率に基づいて単独で発⽣する場合と連動する場合に発⽣確率を分配することで算定され
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る（地震本部，2016，第 2.6 図）． 

本研究においては，地震発⽣確率としては，2020 年 1 ⽉ 1 ⽇を起点として今後 30 年
間に地震が発⽣する確率を⽤いる．また，活動履歴において活動間隔や最新活動時期に
幅をもって評価されている場合が多くあるため，それぞれの中央の値をとって発⽣確率
を計算した「平均ケース」と発⽣確率が最⼤となるように計算した「最⼤ケース」が想
定されている．本研究においては，最も起こりやすいと考えられる平均ケースのみを検
討対象とする． 

中央構造線断層帯およびその他活断層の平均活動間隔，最新活動時期および地震発⽣
確率をそれぞれ第 2.2 表および第 2.3 表に⽰す．第 2.2 表に⽰すとおり，中央構造線断層
帯の地震発⽣確率は極めて⼩さい．これを踏まえ，後述する地震ハザード解析において
は，最新活動時期が判明している震源特性モデルについてもすべてポアソン過程によっ
て発⽣確率を求めた場合の解析結果も⽰す． 

 

(4) 痕跡を認めにくい地震のモデル 

地震動予測地図において，痕跡を認めにくい地震は主要活断層帯等の断層⾯で発⽣す
ることが想定されている．想定する地震規模は MJ6.8〜MJ7.4（ただし，それぞれの震源
で想定される最⼤規模が MJ7.4 より⼩さい場合はその規模を最⼤とする），発⽣頻度はそ
れぞれの震源の平均活動間隔の 2 倍とした上で，b 値が 0.9 の G-R 則に従って想定規模ご
とに割り振り，ポアソン過程によって地震発⽣確率が算定されている．本研究において
は，痕跡を認めにくい地震の影響は固有地震よりも⼩さいことを勘案し，地震本部が考
慮している震源のうち，四国陸域に位置する震源のみとした．対象となるのは，上浦−
⻄⽉ノ宮断層（No.39），綱附森断層（No.40），上法軍寺断層（No.63）および⻑尾断層（No.64）
である． 

 

2.1.2. 震源断層を予め特定しにくい地震の震源特性モデル 

(1) 場所（位置・形状）のモデル 

震源断層を予め特定しにくい地震の評価に⽤いる地震地体構造区分としては垣⾒ほか
（2002）を基本とした区分が⽤いられている（第 2.7 図）．また，より⼤きな領域を⽤い
て空間的に平均化した⽅法も採⽤されている（第 2.7 図）．この⽅法では四国を含む⻄⽇
本を 1 つの⼤きな領域としている．さらに，地震発⽣頻度の局所的な地域変化を取り⼊
れるために smoothed seismicity の考え⽅（Frankel, 1995）に従った⽅法も併⽤している．
以下，それぞれを「地域区分する⽅法」，「⼤領域を⽤いる⽅法」，「地域区分しない⽅法」
と呼称する． 

また，震源断層は，各領域において⼀様に分布する地震発⽣層上端 3 km の点震源とし
て設定されている．これは，震源断層⾯を想定した場合と解析結果が概ね等価とした藤
原ほか（2003）による検討を踏まえたものである．本研究においては，第 5 章における
定量的な地震地体構造区分の検討を踏まえ，点震源を 0.15 度メッシュに配置した． 
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(2) 規模のモデル 

各地域において想定される最⼤地震規模については，活断層との対応が明確でない地
震の最⼤規模である MJ7.3 が⽤いられている．なお，最⼩規模については構造物への被
害の観点も踏まえ，ＭＪ5.0 とした．なお，Mw への換算は，松⽥式と同様に武村（1990）
および Kanamori（1977）による（2.2）式と（2.3）式を⽤いた． 

 

(3) 発⽣確率のモデル 

発⽣頻度については，各領域内の地震活動に基づく規模別頻度分布が b=0.9 の G-R 則
に従うとして最⼤地震規模までの頻度が設定されている．頻度については，場所（位置・
形状）のモデルで述べた 3 つの⽅法の平均値が採⽤されている．また，規模別頻度分布
に⽤いる震源データとしては，1885 年から 1925 年の MJ6 以上および 1926 年以降の MJ5

以上の地震データを組み合わせた「中地震カタログ」と 1983 年以降の MJ3 以上の地震デ
ータによる「⼩地震カタログ」が併⽤されている．さらに，⼤地震後の⾮定常的な余震
を除去する場合としない場合が考慮されている． 

本研究においては，四国地域の地震活動が低調であることを踏まえ，より⼩規模な地
震データも含んで頻度を算定するという観点から，⼩地震カタログに相当する 1983 年〜
2020 年までの MJ3 以上，20km 以浅の地震データ（第 2.8 図）を⽤いて，余震を除去する
場合としない場合を検討対象とすることとした．想定される MJ5 以上の発⽣頻度を第 2.9

図および第 2.10 図に⽰す． 

 

2.1.3. 地震動算定に関するモデル 

地震動の算定においては，S 波速度 600m/s の硬質地盤上の最⼤速度 PGV（cm/s）の地
震動予測式として司・翠川（1999）が⽤いられている（（2.5）式）．また，地表における
最⼤速度 PGVs は，微地形分類（第 2.11 図）とそれに基づく表層 30m の平均 S 波速度を
踏まえた増幅率 amp を考慮することで算定される（（2.6）式）．この時，増幅率は 250m

メッシュごとに設定されているものの，本研究においては 1km メッシュに区切った解析
範囲において，メッシュ内の増幅率を平均した表層地盤モデルを⽤いることとした（第
2.12 図）．また，計測震度 I は翠川ほか（1999）による最⼤速度からの換算式である（2.7）
式が⽤いられている． 

 

log 𝑃𝐺𝑉 ൌ 0.58𝑀𝑤 ൅ 0.0038𝐻 െ 1.29 െ              
             logሺ𝑋 ൅ 0.0028 ൈ 10଴.ହெ௪ሻ െ 0.002𝑋 （2.5） 

𝑃𝐺𝑉௦ ൌ 𝑃𝐺𝑉 ൈamp       （2.6） 

𝐼 ൌ 2.68 ൅ 1.72 log 𝑃𝐺𝑉௦      （2.7） 

 

また，地震動予測式のばらつきについては，振幅に依存する以下のばらつき（（2.8）
式）を常⽤対数標準偏差として適⽤している． 
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𝛼 ൌ 0.20    𝑃𝐺𝑉 ൑ 25cm/s     （2.8） 

𝛼 ൌ 0.20 െ 0.05
௉ீ௏ିଶହ

ଶହ
    25cm/s ൏ 𝑃𝐺𝑉 ൑ 50cm/s  

𝛼 ൌ 0.15    50cm/s ൏ 𝑃𝐺𝑉  

 

2.2. 地震ハザード解析結果 

上述の 2.1 節で⽰した震源特性モデルに基づく地震ハザード解析のケースは第 2.4 表のと
おりである．震源断層を特定した地震と震源断層を予め特定しにくい地震に分けて解析結
果を⽰した上で，両者を統合した内陸地殻内地震による地震ハザード評価結果を⽰す． 

 

2.2.1. 震源断層を特定した地震による地震ハザード 

(1) 最⼤速度分布 

各震源特性モデルにおいて地震が発⽣した場合における各地点の最⼤速度分布を第
2.13 図および第 2.14 図に⽰す．それぞれ中央構造線断層帯の傾斜⾓が⾼⾓の場合と中⾓
の場合による結果である．いずれの場合でも⼤局的には中央構造線断層帯に沿って震度
6 弱以上の⼤きな地震動に⾒舞われる領域が分布する．この時，第 2.11 図において扇状
地等に分類される平野部については増幅率が⼤きいため，震度 6 強以上とより⼤きな地
震動となる．また，その他活断層の分布域近傍でも震度 5 強程度以上のやや⼤きな地震
動が想定される．第 2.14 図に⽰す中央構造線断層帯の傾斜⾓が中⾓の場合，中央構造線
断層帯の傾斜⾓が⾼⾓の場合よりも震度 6 弱以上の⼤きな揺れに⾒舞われる領域が中央
構造線断層帯の北側を中⼼に広がっている．これは，北傾斜する断層⾯によって震源断
層が近づくことや断層⾯積が⼤きくなるため地震規模も⼤きくなることによって（2.5）
式で想定される地震動が⼤きくなるためである． 

また，⾼⾓の場合と中⾓の場合の最⼤速度の差分を第 2.15 図に⽰す．上述のとおり，
中央構造線断層帯の北側では地震動が⼤きくなっており，その差は最⼤で 60cm/s 程度で
ある．また，中⾓の場合，断層⾯積が⼤きくなることから地震規模も⼤きくなるため，
外帯側（中央構造線断層帯より南側）の周辺に活断層が分布しない領域でも 10cm/s 程度
最⼤速度が⼤きくなっている．⼀⽅，四国東部における中央構造線断層帯より南側の範
囲において最⼤速度の値が 10cm/s 程度⼩さくなる．これは，第 2.5 図に⽰すように中⾓
の場合，⾼⾓の場合と⽐較して震源断層上端が 5km 程度北側に位置することから，震源
との距離が遠のき，地震動が⼩さくなるためである． 

 

(2) 震度 6 弱以上となる 30 年超過確率 

各震源特性モデルの発⽣確率を考慮し，今後 30 年間において震度 6 弱以上の揺れに⾒
舞われる確率（以下，「30 年超過確率」という）を第 2.16 図および第 2.17 図に⽰す．ま
た，これらの図には，最新活動時期が判明している震源特性モデルについてもすべてポ
アソン過程で発⽣確率を求めた場合を⽰している．なお，四国陸域に分布する活断層の
うち，最新活動時期が判明しているのは中央構造線断層帯のみである（第 2.2 表および
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第 2.3 表）． 

中央構造線断層帯の傾斜⾓が⾼⾓の場合において（第 2.16 図），地震発⽣確率を BPT

分布で求めると（上図），中央構造線断層帯周辺では 10-4 程度以上，その他活断層周辺で
は 10-4〜10-5 程度以上，周辺に活断層が分布しない領域では 10-8 程度以下となる．BPT 分
布の場合における中央構造線断層帯の発⽣確率がほぼ 0 程度と⾮常に⼩さいことを勘案
すれば，中央構造線断層帯周辺の 10-4 程度以上となる領域の存在は中央構造線断層帯に
おける痕跡を認めにくい地震による影響と解釈できる．⼀⽅，発⽣確率をポアソン過程
で求める場合（下図），中央構造線断層帯周辺では 10-3 程度以上，活断層が分布しない領
域でも 30 年超過確率が 10-7〜10-6 程度となっている．これはポアソン過程で地震発⽣確
率を算定することで，中央構造線断層帯を震源とする地震の影響が表れるためである．
傾斜⾓が中⾓の場合（第 2.17 図），最⼤速度分布（第 2.14 図）と同様に，中央構造線断
層帯の北側に 30 年超過確率が⼤きくなる領域が広がる．断層最短距離が近づくことや断
層⾯積および地震規模が⼤きくなることに起因するものである． 

また，⾼⾓の場合と中⾓の場合の 30 年超過確率の⽐を第 2.18 図に⽰す．地震発⽣確
率を BPT 分布もしくはポアソン過程で求めるいずれの場合でも，中央構造線断層帯の北
側で中⾓の場合の 30 年超過確率が約 10 倍程度⼤きくなる．BPT 分布の場合（上図），四
国中東部の中央構造線断層帯の南側では中⾓の場合のほうがやや⼩さくなる領域（最⼤
0.1 倍程度）が認められる．これらは中⾓の場合，震源断層が約 5km 程度北側に位置す
ることから⾼⾓の場合よりも地震動が⼩さくなることに起因するもものである．なお，
⽯鎚⼭脈北縁⻄部（No.8）の南側で⽐が⼤きくなるのは，⾼⾓と中⾓の場合で位置がほ
ぼ同じであるため，地震規模が⼤きくなり，地震動も⼤きくなった影響が表れたものと
考えられる．⼀⽅，ポアソン過程の場合（下図），⼤まかな傾向は BPT 分布の場合（上
図）と同様であるが，中央構造線断層帯の南側で⽐が⼤きくなる領域が広がることが特
徴的である．ポアソン過程に基づく場合，想定される地震規模が⼤きい連動型地震でも
⼀定の発⽣確率が算定されるため，連動型地震の影響によってより広い範囲で想定され
る地震動レベルが⼤きくなると解釈できる． 

 

(3) 県庁所在地におけるハザードカーブ 

4 つの県庁所在地（⾼松，松⼭，徳島，⾼知）におけるハザードカーブを第 2.19 図〜
第 2.22 図に⽰す．第 2.19 図および第 2.20 図は地震発⽣確率を BPT 分布で求める場合と
すべてポアソン過程で求める場合における各ケースのハザードカーブの⽐較，第 2.21 図
および第 2.22 図は各ケースにおいて震源別（中央構造線断層帯の地震（単独と連動），
その他の活断層および痕跡を認めにくい地震）の地震ハザードも⽰したものである． 

地震発⽣確率を BPT 分布で求める場合（第 2.19 図），4 つの地点において震度 6 弱以
上となる 30 年超過確率はおおよそ 10-2〜10-4 程度となる．中央構造線断層帯の傾斜⾓が
⾼⾓の場合（Case-AF-H1）と中⾓の場合（Case-AF-H2）のハザードカーブを⽐較すると，
⾼松や松⼭では差が認められるのに対し，徳島と⾼知では同程度である．ポアソン過程
で求める場合（第 2.20 図），各地点の震度 6 弱以上となる 30 年超過確率は 10-1〜10-3 程度
と⼤きくなるものの，相対的な傾向は BPT 分布の場合と同様である． 
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この傾向について，第 2.21 図および第 2.22 図に⽰す震源別のハザードカーブを踏まえ
て検討する．まず，中央構造線断層帯の傾斜⾓が⾼⾓の場合（Case-AF-H1，第 2.21 図），
発⽣確率を BPT 分布で算定すると，松⼭を除く 3 地点においてその他活断層，松⼭では
低速度側でその他活断層，震度 5 強程度以上で中央構造線断層帯（単独）の影響が⽀配
的となる．また，ポアソン過程で算定する場合，いずれの地点でも中央構造線断層帯の
影響が⽀配的である．⼀⽅，中央構造線断層帯の傾斜⾓が中⾓の場合（Case-AF-H2，第
2.22 図），⽀配的となる震源は概ね共通するものの，BPT 分布による⾼松および松⼭にお
けるハザードカーブにおいて痕跡を認めにくい地震が⽀配的となる点が⾼⾓の場合と異
なる．中央構造線断層帯の傾斜⾓が中⾓となることで，中央構造線断層帯を震源とする
痕跡を認めにくい地震による影響が⼤きくなるためと考えられる． 

したがって，BPT 分布における⾼松と松⼭でハザードカーブ（第 2.19 図）に差が⽣じ
た理由は，中⾓となった中央構造線断層帯を震源とする痕跡を認めにくい地震の影響に
よるものと⾔える．また，ポアソン過程の場合における⾼松と松⼭でのハザードカーブ
の差（第 2.20 図）は，中⾓となることで中央構造線断層帯の地震規模が⼤きくなること
や震源断層が近づくことによって⽣じたものと解釈できる．徳島では中⾓の場合，地震
規模が⼤きくなるものの，震源が遠ざかるため，結果的に⾼⾓の場合と同程度となった
と考えられる．⾼知はこうした傾斜⾓の違いの影響が⼩さいため，ハザードカーブの差
は⼩さい． 

 

2.2.2. 震源断層を予め特定しにくい地震による地震ハザード 

(1) MJ5 以上の地震の年発⽣頻度 

余震を除去しない場合と除去した場合の MJ5 以上の地震の年発⽣頻度の⽐を第 2.23 図
に⽰す．⽤いた震源データの期間（1983 年〜2020 年）において，四国地域では顕著な⼤
地震は発⽣しておらず，特に中央構造線断層帯の南側の外帯側では余震の除去の影響は
軽微である．⼀⽅，内帯側では，1995 年兵庫県南部地震等による余震を除去することに
よって年発⽣頻度の値が 3〜4 倍程度⼩さくなることがわかる． 

 

(2) 震度 6 弱以上となる 30 年超過確率 

震源断層を予め特定しにくい地震による 30 年超過確率を第 2.24 図および第 2.25 図に
⽰す．それぞれ余震を除去しない場合と除去した場合の結果である．いずれのケースで
も四国全域における 30 年超過確率は概ね 10-4〜10-5 程度であり，地盤増幅率が⼤きな領
域において 10-3〜10-4 程度となる． 

また，余震を除去しない場合と除去した場合の 30 年超過確率の⽐を第 2.26 図に⽰す．
外帯側では 1.3〜1.5 倍程度，内帯側では 2.0〜2.5 倍程度余震を除去しない場合の地震ハ
ザードが⼤きくなる．上述した震源断層を特定した地震と⽐較すると，四国地域におけ
る余震の除去の地震ハザード評価における影響は相対的に⼩さいと⾔える． 

 



 

 19 

(3) 県庁所在地のハザードカーブ 

4 つの県庁所在地におけるハザードカーブを第 2.27 図に⽰す．⾼松では震度 6 弱以上
となる 30 年超過確率が 10-3程度であり，徳島や⾼知ではそれよりもやや⼤きく 10-2〜10-3，
松⼭ではやや⼩さく 10-3〜10-4 程度となる．これは，周辺の地震活動の活発さ（第 2.8 図）
に起因する想定される地震の発⽣頻度（第 2.9 図および第 2.10 図）によるものと考えら
れる．つまり，周辺の地震活動が⽐較的低調な松⼭に対し，⾼松は近傍の地震活動は低
調であるものの，その周囲では地震活動が認められる．さらに，徳島や⾼知は四国地域
の中では地震活動が⽐較的活発であり，これらの地震活動の活発さが地震ハザードに寄
与していると考えられる．また，余震除去の影響は⼤きくはないものの，余震を除去し
ない場合とした場合を⽐較すると，除去しない場合がそれぞれの地点において約 1.3〜1.8

倍程度⼤きくなる．1995 年兵庫県南部地震の震源域が⽐較的近い⾼松や徳島ではやや差
が認められるのに対し，⼤地震が周辺で発⽣していない⾼知では両者の差は⼩さくなる． 

 

2.2.3. 内陸地殻内地震による地震ハザード 

震源断層を特定した地震および震源断層を予め特定しにくい地震の両者を考慮した 30

年超過確率を第 2.28 図に⽰す．また，4 つの県庁所在地におけるハザードカーブを第 2.29

図に⽰す．これらは，中央構造線断層帯が⾼⾓の場合と中⾓の場合，余震を除去しない
場合と除去した場合はそれぞれ平均している． 

中央構造線断層帯をはじめとする活断層分布域では 30 年超過確率が 10-3 程度以上，活
断層が分布しない領域でも 10-4 程度である．ハザードカーブを⾒ると（第 2.29 図），⾼松，
松⼭，徳島では震源断層を特定した地震の影響，周辺に活断層が少ない⾼知では震源断
層を予め特定しにくい地震の影響が⽀配的となることがわかる． 

 

3. 地震動予測地図における震源特性モデルの課題 

本研究においては，上述した地震動予測地図における震源特性モデルの考え⽅やその解析
結果を踏まえ，特に以下に⽰す個別項⽬の詳細な検討により新知⾒を得ることで，四国地域
における地震ハザード評価の⾼度化を⾏う． 

 

3.1. 伊予灘における中央構造線断層帯の形状 

主要活断層帯の 1 つであり⽇本でも有数の⻑⼤断層である中央構造線断層帯の評価（地
震本部，2017）では，四国⻄部の佐⽥岬半島沿岸部の伊予灘南縁において地質境界として
の中央構造線について調査がなされておらず，活断層として認定されていないとされた．
現状では各モデル内の活断層トレースの端点を結ぶように震源特性モデルが設定されてい
るものの，地震動評価は断層⾯との最短距離と地震規模に基づいて⾏われるため，こうし
た活断層の存否や位置・形状は地震ハザード評価に⼤きく影響しうるものである．特に，
傾斜⾓が⾼⾓と中⾓が想定される中央構造線断層帯の位置による地震ハザード評価への感
度は⾼い． 



 

 20 

したがって，詳細な調査によってその存否を確認した上で震源特性モデルを構築するこ
とが重要となる．本研究では，伊予灘における地震探査結果に基づき，中央構造線断層帯
の震源断層位置を検討した上で，震源特性モデルを設定する（第 3 章）． 

 

3.2. 震源断層を特定した地震におけるずれのタイプを考慮した地震規模評価⼿法 

規模評価⼿法について，震源断層を特定した地震動予測地図や地震動予測地図のうち，
連動して発⽣する地震では，断層⻑さに加え，断層傾斜⾓と地震発⽣層深さから推定され
る断層幅を乗じた断層⾯積を説明変数とする経験式から地震規模が推定される．このとき，
断層⻑さと断層幅，すべり量が⽐例する Stage 1，断層幅が飽和する Stage 2，すべり量も飽
和する Stage 3 によってスケーリング則が変化するとして，3 つの経験式（Stage 1 が Someville 

et al., 1999，Stage 2 が⼊倉・三宅，2001，Stage 3 が Murotani et al., 2015）を組み合わせた 3

ステージ式が採⽤されている．⼀⽅，地震動予測地図のうち，単独で発⽣する地震では，
断層⻑さと地震規模の関係式である松⽥式が⽤いられている． 

調査データが豊富な中央構造線断層帯でさえ，断層の傾斜⾓について⾼⾓と中⾓の可能
性の両論が併記されているのが現状であり（地震本部，2017），地震の規模を直接的に⽰す
指標の⼀つである M0 の定義式を考えるとき，断層形状の不確かさが影響する．⼀⽅，松⽥
式による断層⻑さを説明変数とする経験式で地震規模を推定する場合にも，断層傾斜⾓が
異なれば当然⾯積の⼤⼩が⽣ずるという断層形状の相違が評価に反映されず，地震規模が
過⼤もしくは過⼩となる可能性がある． 

したがって，調査の多寡や不確実性の⼤きさに応じた活断層の評価も念頭に，断層⻑さ
に加え，⽐較的容易に得ることができるパラメータを加えて地震規模を評価することで地
震ハザード評価を⾼度化することができる．こうした点を踏まえて本研究では，断層のず
れのタイプを考慮した重回帰分析による地震規模予測式を検討する（第 4 章）． 

 

3.3. 定量的かつ客観的な地震地体構造区分⼿法 

震源断層を予め特定しにくい地震では，地震発⽣の特徴が類似すると考えられる領域に
区分した地震地体構造区分に基づいて評価が⾏われる．したがって，地震ハザード評価に
おいて，地震地体構造の区分設定やそれに基づく地震活動のモデル化が影響することが考
えられる．このとき，既往の地震地体構造区分は，中央構造線断層帯のような特定の断層
がその境界を担うとして区分が⾏われているが，こうした区分にはその任意性が指摘され
ている（⻲⽥ほか，2020）．⼀⽅，地震動予測地図では，区分を⾏わずに地震活動をモデル
化する Frankel（1995）の⽅法も採⽤しているものの，地域ごとの最⼤規模の設定は地震地
体構造区分に依存することから，やはり地震地体構造区分の設定が肝要となる．また，地
震活動が低調な四国地域等では，区分を⾏わない場合，メッシュごとに想定される地震発
⽣頻度の差が⼤きく（第 2.9 図 d および第 2.10 図 d），他の⽅法と平均したとしても地震活
動の粗密の影響を強く受けた頻度が想定されることとなる（第 2.9 図 a および第 2.10 図 a）． 

そのため，客観的かつ定量的に区分することが地震ハザード評価の信頼性向上に資する．
本研究では，統計的な観点から客観的かつ定量的に地震地体構造を区分することを試みた
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（第 5 章）． 
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第 2.1 表 各震源特性モデルの場所（位置・形状） 
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第 2.1 表 各震源特性モデルの場所（位置・形状）（続き） 
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第 2.2 表 中央構造線断層帯の震源特性モデルの規模・発⽣確率 
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第 2.2 表 中央構造線断層帯の震源特性モデルの規模・発⽣確率（続き） 
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第 2.3 表 各震源特性モデル（その他活断層）の規模・発⽣確率 
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第 2.3 表 各震源特性モデル（その他活断層）の規模・発⽣確率（続き） 
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第 2.1 図 地震動予測地図の例（確率の分布で⽰した場合） 
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第 2.2 図 ハザードカーブの例（⾹川県庁付近） 

防災科学技術研究所の地震ハザードステーションから抜粋．  
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第 2.3 図 伊⽅ SSHAC プロジェクトによる震源別のハザードカーブの例 

周期 0.02 秒の⽔平動の結果を⽰す． 
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第 2.4 図 四国地域周辺における震源特性モデルの分布 

図中の各震源特性モデルの番号は第 2.1 表および第 2.2 表における番号と対応する．
中央構造線断層帯の震源特性モデルは鉛直ケースの場合を⽰す． 
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第 2.5 図 中央構造線断層帯の震源特定モデル 

(a) ⻄部．(b) 中部．(c) 東部． 

活断層分布は⻲⽥ほか（2020）を参照した．  
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第 2.6 図 連動して破壊する場合の発⽣確率の設定⽅法 

地震本部（2016）による考え⽅に基づく．  
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第 2.7 図 震源断層を予め特定しにくい地震の評価に⽤いる地震地体構造区分 

地震本部（2020）による地域区分（⾚線）と⼤領域による区分（⻘太線）．番号は
地域区分の番号を⽰す．1  
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第 2.8 図 解析に⽤いる震源データ 

気象庁⼀元化震源＋Hi-net による（1983 年 1 ⽉ 1 ⽇〜2020 年 12 ⽉ 31 ⽇，MJ3 以
上，20km 以浅）．⼤領域による区分のうち，⻄⽇本の領域に含まれる震源データを
⽰す． 
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第 2.9 図 想定される MJ5 以上の地震の年発⽣頻度（余震を除去しない場合） 

それぞれ地震本部が⽤いる 3 つの⽅法による発⽣頻度の算定結果とその平均値を
⽰す．発⽣頻度の算定において余震を除去した震源データを⽤いた．(a) 以下の 3

つの⽅法の平均値．(b) 地域区分する⽅法による発⽣頻度．(c) ⼤領域を⽤いる⽅法
による発⽣頻度．(d) 地域区分しない⽅法による発⽣頻度．  
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第 2.10 図 想定される MJ5 以上の地震の年発⽣頻度（余震を除去する場合） 

それぞれ地震本部が⽤いる 3 つの⽅法による発⽣頻度の算定結果とその平均値を
⽰す．発⽣頻度の算定において余震を除去した震源データを⽤いた．(a) 以下の 3

つの⽅法の平均値．(b) 地域区分する⽅法による発⽣頻度．(c) ⼤領域を⽤いる⽅法
による発⽣頻度．(d) 地域区分しない⽅法による発⽣頻度．  
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第 2.11 図 四国地域における微地形分類  
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第 2.12 図 四国地域における地盤増幅率 

⿊四⾓は県庁所在地． 
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第 2.13 図 震源断層を特定する地震によって想定される最⼤速度分布（Case-AF-H1） 
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第 2.14 図 震源断層を特定する地震によって想定される最⼤速度分布（Case-AF-H2） 
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第 2.15 図 震源断層を特定する地震によって想定される最⼤速度分布の差分（Case-AF-H2） 

差分として，本 Case の最⼤速度分布から Case-AF-H1 の最⼤速度分布（第 2.13 図）
を引いた結果を⽰している．  
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第 2.16 図 震源断層を特定する地震によって震度 6 弱以上となる 30 年超過確率（Case-AF-H1） 
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第 2.17 図 震源断層を特定する地震によって震度 6 弱以上となる 30 年超過確率（Case-AF-H2） 
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第 2.18 図 震源断層を特定する地震によって震度 6 弱以上となる 30 年超過確率の⽐
（Case-AF-H2） 

⽐として，本 Case の 30 年超過確率の値を Case-AF-H1 の 30 年超過確率の値（第
2.16 図）で除した結果を⽰している．  
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第 2.19 図 震源断層を特定する地震による各県庁所在地におけるハザードカーブ 

（地震発⽣確率：BPT 分布） 
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第 2.20 図 震源断層を特定する地震による各県庁所在地におけるハザードカーブ 

（地震発⽣確率：ポアソン過程） 
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第 2.21 図 震源断層を特定する地震による各県庁所在地におけるハザードカーブ
（Case-AF-H1） 
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第 2.22 図 震源断層を特定する地震による各県庁所在地におけるハザードカーブ
（Case-AF-H2） 
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第 2.23 図 想定される MJ5 以上の地震の年発⽣頻度の⽐ 

（余震を除去しない場合／余震を除去した場合） 

(a) 以下の 3 つの⽅法の平均値．(b) 地域区分する⽅法による発⽣頻度．(c) ⼤領
域を⽤いる⽅法による発⽣頻度．(d) 地域区分しない⽅法による発⽣頻度． 
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第 2.24 図 震源断層を予め特定しにくい地震によって震度 6 弱以上となる 30 年超過確率
（Case-BE-H1） 

⿊線は地震本部による地震地体構造区分を⽰す．  
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第 2.25 図 震源断層を予め特定しにくい地震によって震度 6 弱以上となる 30 年超過確率
（Case-BE-H2） 

⿊線は地震本部による地震地体構造区分を⽰す． 
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第 2.26 図 震源断層を予め特定しにくい地震によって震度 6 弱以上となる 30 年超過確率の
⽐（Case-BE-H2） 

⽐として，本 Case の 30 年超過確率の値を Case-BE-H1 の 30 年超過確率の値（第
2.20 図）で除した結果を⽰している．⿊線は地震本部による地震地体構造区分を⽰
す．  
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第 2.27 図 震源断層を予め特定しにくい地震による各県庁所在地におけるハザードカーブの
⽐較  
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第 2.28 図 内陸地殻内地震によって震度 6 弱以上となる 30 年超過確率（Case-H） 
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第 2.29 図 内陸地殻内地震による各県庁所在地におけるハザードカーブ（Case-H） 
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第 3 章 伊予灘における中央構造線断層帯の場所に関する検討 

 

1. はじめに 

中央構造線は，⻄南⽇本を内帯と外帯に分ける地質境界断層で，四国から紀伊半島⻄部に
かけては領家帯の南縁部に分布する⽩亜系和泉層群と三波川変成岩類との地表分布境界とし
て認識されている．中央構造線は⼀般には地表の断層線を意味するが，断層⾯を含めた地下
の地質構造に対しても使⽤されており（岡⽥，2020），各種物理探査結果から，地下では領家
帯と三波川帯の境界が 30〜40 度程度の北傾斜であることが⽰されている（例えば，Ito et 

al.,1996, 2009）．⼀⽅，この地質境界断層としての中央構造線の周辺には，これに近接して並
⾛もしくは雁⾏する新旧の断層群が形成されており，このうち第四紀に繰り返し活動してき
たものは中央構造線活断層系と呼ばれる（岡⽥，1973；活断層研究会編，1991）．地震調査研
究推進本部地震調査委員会（以後，「地震本部」という）はこの活断層系を，紀伊半島から四
国を横断し九州東部に⾄る全⻑ 444km の右横ずれ主体の活断層と評価し，中央構造線断層帯
と呼称している（地震本部，2017）．本研究では，地質境界断層と活断層群との関連性につい
て論ずる際に誤解が⽣じないように，以下，領家帯と三波川帯との境界をなす地質境界断層
を「中央構造線」，それに近接する活断層群を「中央構造線活断層帯」と呼称する． 

これまでの詳細な地形地質調査から，紀伊半島⻄部から九州東部の別府湾に⾄る中央構造
線活断層帯の平⾯分布はほぼ明らかにされている（後藤・中⽥，2000；七⼭ほか，2002；今
泉ほか編，2018）．それらによると，中央構造線活断層帯は紀伊半島⻄部から四国東部では中
央構造線の分布と⼀致するが，四国中央部から四国⻄部では中央構造線から離れて北側の和
泉層群内に分布する．本研究で対象とする四国北⻄沖の伊予灘から九州東⽅の別府湾にかけ
ての海域では，海底下浅部を対象とした多数の反射法地震探査が⾏われており（緒⽅，1975；
四国電⼒，1984；堤ほか，1990；⼩川ほか，1992；国⼟地理院，1993；露⼝ほか，1996；国
⼟地理院，2001；七⼭ほか，2002），中央構造線活断層帯が愛媛県伊予市沖から佐賀関半島の
沖合にほぼ北東―南⻄⾛向で分布することが明らかにされている（七⼭ほか，2002；第 3.1

図）． 

⼀⽅，伊予灘では地下数 km までの深部構造を対象とした地震探査の実績は少なく，四国
陸域から⻄⽅に連続する中央構造線の位置およびその活動性についてはこれまで⼗分に議論
されていない．近年，地震本部から報告された「中央構造線断層帯（⾦剛⼭地東縁―由布院）
の⻑期評価（第⼆版）」（地震本部，2017）は，伊予灘から別府湾に連続する中央構造線活断
層帯の評価とともに伊予灘南縁の中央構造線について⾔及している．すなわち，⽂部科学省
研究開発局・国⽴⼤学法⼈京都⼤学⼤学院理学研究科（2017）により報告された「別府―万
年⼭断層帯（⼤分平野―由布院断層帯東部）における重点的な調査観測」（以後，「別府重点
調査」という）（2017）による地震探査結果によると，三波川帯と領家帯上⾯の接合部より浅
部の別府湾充填新期堆積層内に強い変形が認められることから，三波川帯と領家帯上⾯の接
合部以浅の中央構造線も活断層である可能性を考慮に⼊れておくことが必要としている．同
時に，伊予灘南縁，佐⽥岬半島沿岸の中央構造線については現在までのところ探査がなされ
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ていないために活断層として認定されていないとしている． 

本研究では，これまで深部構造のデータが⼗分に得られていなかった伊予灘において，2004

年に取得した深部を対象とした地震探査データの解析を⾏った．その結果，伊予灘でこれま
で報告された既存の地震探査と⽐較して，地下数 km までの深部構造を格段に鮮明に捉えた
地震探査断⾯を得た．さらに，2004 年および 2013 年に実施した海底下浅部を対象とした地
震探査データに基づき，佐⽥岬半島沿岸の堆積層内部の構造を明瞭に捉えた．本研究では，
これらの地震探査結果に基づき，伊予灘の中央構造線および中央構造線活断層帯の分布およ
び活動性について検討した． 

また，こうした検討結果を踏まえ，地震ハザード評価における中央構造線断層帯の震源特
性モデルを検討する． 

 

2. 地形・地質概説 

調査地域は四国北⻄沖の伊予灘であり，北東で広島湾，北⻄で周防灘，⻄で別府湾，南で
豊後⽔道と接し，瀬⼾内海で最も広い海域である（第 3.1 図）．伊予灘の海底は概ね平坦で，
⽔深は 40〜60m 程度であるが，⻄部に向かってやや深さを増す（海上保安庁，2013；岡⽥，
2016）．伊予灘，別府湾および豊後⽔道は，四国の佐⽥岬半島と九州の佐賀関半島に挟まれた
幅約 13km の豊予海峡で接しており，ここでは強い潮流により海峡北側に⽔深 460m，南側に
⽔深 365m に⾄る双⼦型の海釜を形成している（⼋島，1994）．また，佐⽥岬半島の北岸沿い
には幅約 1km の細⻑い海底⾕が発達する（⼤野ほか，2004；岡⽥，2016）． 

伊予灘周辺陸域の基盤岩（本研究では，新第三系および第四系の下位に分布する先新第三
系を基盤岩と呼ぶ）は，概ね 3 つの地質体からなる（第 3.1 図）．すなわち，主に伊予灘北⽅
の⼭⼝県や愛媛県松⼭市北⽅に分布する領家花崗岩類・変成岩類，それらの南縁に隣接する
⽩亜系の和泉層群，佐⽥岬半島や佐賀関半島に分布する三波川変成岩類である．領家変成岩
類および三波川変成岩類は，前期⽩亜紀にそれぞれ⾼温・低圧型および低温・⾼圧型の変成
作⽤を受けて形成されたもの，領家花崗岩類は後期⽩亜紀に貫⼊したものとされている（村
⽥，2016）．また，和泉層群は後期⽩亜紀の中央構造線の左横ずれ運動に伴って形成された細
⻑い横ずれ堆積盆に堆積したものと考えられている（Taira et al.,1983；宮⽥，1996）．伊予灘
北⽅の⼭⼝県には領家花崗岩類・変成岩類のほかにも，中新世の⽕⼭岩類等が分布する（宮
崎ほか，2016）． 

四国北⻄部では，中央構造線は和泉層群と三波川変成岩類の地表分布境界として認識され，
伊予市付近で伊予灘に達する（岡⽥，1972；宮崎ほか，2016；第 3.1 図）．この地域では中央
構造線の活動に関する調査が精⼒的に⾏われており，中央構造線は⽩亜紀以降数度にわたり
活動様式を変化させ，少なくとも第四紀以降活動していないことが明らかにされている（⽔
野ほか，1993；Kubota and Takeshita,2008；⻘⽮ほか，2013；宮崎ほか，2016）．⼀⽅で，中央
構造線活断層帯は中央構造線の北側に分布し，和泉層群およびそれを覆う第四系を変位させ
る．これらの⻄⽅延⻑は伊予灘に達する（岡⽥，1972；活断層研究会編，1991；池⽥ほか，
2005；岡⽥，2016；第 3.1 図）． 

本調査地域の伊予灘では，⼤野ほか（1997）および⽥中ほか（2011）が伊予灘の中部で反
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射法探査および屈折法探査を実施し，中央構造線の地下構造を検討している．⼤野ほか（1997）
では，中央構造線活断層帯を挟んで三波川変成岩類と領家花崗岩類が分布し，和泉層群が中
央構造線活断層帯付近から沿岸にかけて分布することが⽰されている．⽥中ほか（2011）で
は，伊予灘沖合から北⽅の⼭⼝県側にかけて，領家花崗岩類と三波川変成岩類との境界が北
に向かって緩く傾斜することが⽰されており，この構造は由佐ほか（1992）で報告されてい
る別府湾の構造および Ito et al.（1996,2009）で報告されている四国東部の構造と類似する． 

⼀⽅で，四国北⻄部の伊予断層から連続する海域活断層は，伊予灘東部から⻄部へかけて
右ステップしながら東北東―⻄南⻄⾛向に直線的に延び，豊予海峡を横断して別府湾に達す
る（七⼭ほか，2002；第 3.1 図および第 3.2 図）．豊予海峡から別府湾にかけての海域では，
正断層的な構造を伴う断層と横ずれ構造を伴う断層が混在して分布しており，概ね東⻄⾛向
に延び正断層が卓越する別府湾活断層系（島崎ほか，2000）と会合する（七⼭ほか，2002）．
また，伊予灘の海底⾯には断層に沿って北東―南⻄⽅向に⻑軸を持つ隆起域と沈降域が交互
に連続して分布しており，横ずれ断層による変形構造とされている（⼤野ほか，1997；⻄坂
ほか，2007） 

 

3. 地震探査概要 

3.1. 現地調査 

本研究で深部構造の検討に⽤いる地震探査データは，2004 年に取得した⾳波探査および
屈折法探査データである（第 3.2 図 a）．深部⾳波探査は，空気室容量 500 in3 のエアガンを
⾳源とし，48 チャンネル，チャンネル間隔 12.5m のマルチチャンネル⽅式で⾏った．屈折
法探査は，深部⾳波探査と同じエアガンを⾳源とし，深部⾳波探査と同⼀に設定した測線
上の海底に約 1,200〜1,700m 間隔で合計 9 個または 10 個の受振器を設置し，その直上を 25m

間隔で発振した．調査測線は基本的に中央構造線活断層帯に直交する北⻄―南東⽅向に設
定した．探査仕様および数量は第 3.1 表に⽰すとおりである．両探査とも，これまで伊予
灘中部で実施されていた⼤野ほか（1997）による深部構造探査に⽐べ，発振エネルギーが
⼤きく，受振距離も⻑くなっていることから，深部構造をより精度よくとらえることが可
能となった． 

伊予灘中部の佐⽥岬半島沿岸では，2004 年および 2013 年に浅部構造を検討する⽬的の
⾳波探査を実施した（第 3.2 図 b）．この浅部⾳波探査は，2004 年にはウォーターガンおよ
びブーマーを⾳源としたシングルチャンネル⽅式で，2013 年にはブーマーを⾳源としたマ
ルチチャンネル⽅式で⾏った．マルチチャンネル⽅式は，8 チャンネル，チャンネル間隔
2.5m で⾏い，探査仕様および数量は第 3.1 表に⽰すとおりである． 

 

3.2. 反射法データ処理および屈折法データ解析 

深部⾳波探査のデータ処理は，深部構造の把握を主⽬的に，デコンボリューション，マ
イグレーション，速度解析，CMP 重合，深度変換等を⾏った．処理の流れと処理項⽬の詳
細は第 3.2 表に⽰すとおりである． 
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屈折法探査のデータ解析は，屈折法探査解析ソフトウェア「SeisImager/2D（Version 3.2.0.4）」
（応⽤地質株式会社製）を使⽤し，トモグラフィ解析法で⾏った．同解析に⽤いた初期モ
デルは，萩原（1938）の⼿法およびその拡張解析法（以後，「ハギトリ法」という）から得
られた概略速度構造，並びにそれと同じ測線の反射法断⾯から得られた構造を基に作成し
た．解析ではこの初期モデルに対する理論⾛時をホイヘンスの原理に基づいて計算し，観
測⾛時と理論⾛時との残差（平均⼆乗誤差）が⼩さくなるよう速度値を修正した．モデル
の修正には SIRT 法（同時反復再構成法）を⽤い，残差が⼗分⼩さくなるまで修正を繰り返
して最終的な速度構造断⾯を得た． 

浅部⾳波探査については，マルチチャンネル⽅式で⾏ったもののみをデータ処理した．
データ処理では第 3.2 表に⽰すとおり，デコンボリューション，速度解析，CMP 重合，マ
イグレーション等を⾏った．また，シングルチャンネル⽅式で⾏ったものについては，適
切なフィルタ設定と振幅調整を⾏い，記録断⾯を船上の記録器に直接記録した． 

 

4. 地震探査結果 

4.1. 深部地震探査結果 

深部構造の地震探査結果を第 3.3 図〜第 3.7 図に⽰す．本研究では，反射法による情報で
ある反射パターンの特徴および不整合関係に加え，屈折法による情報である P 波速度構造
に基づき，本海域の層序を下位から S 層，R 層，Iz 層および N 層に区分した． 

S 層は，調査海域の南部に認められる⾳響基盤であり，調査海域南縁の佐⽥岬半島沿岸
から北に向かって深度を増し，内部反射をほとんど⽰さない．本層の P 波速度は 5.5km/s

程度である． 

R 層は，調査海域の北部に広く認められる⾳響基盤であり，⼀部を除いてその上⾯は明
瞭で南に向かって緩やかに深度を増す．本層は，北へ向かって深度を増す S 層の上位に位
置し，内部反射をほとんど⽰さない．本層の P 波速度は 4.7km/s 程度である． 

Iz 層は，S 層および R 層の上位に分布し，所々で内部反射⾯が認められるものの，全体
に内部反射に乏しい．本層の P 波速度は 4.0km/s 程度である． 

N 層は本海域の最上位に広く分布し，下位層に対しオンラップする，連続性のよい概ね
⽔平な反射⾯からなる．本層の P 波速度は 1.6〜2.4km/s 程度である． 

以下，各測線の地震探査結果について，伊予灘東部，中部，⻄部に分けてそれぞれ述べ
る． 

 

4.1.1. 伊予灘東部（串沖：Y―1 測線） 

伊予灘東部の断⾯（第 3.3 図）では，反射法探査断⾯におけるショット番号（以後，「測
点番号」という）1 から 400 付近の深度約 600m 以浅に，⽐⾼ 300〜400m の起伏を伴う
明瞭な反射⾯が認められる．明瞭な反射⾯より下位の領域は内部反射に乏しいものの，P

波速度が 4.7km/s 程度を⽰す下部が R 層，4.0km/s 程度を⽰す上部が Iz 層にそれぞれ分け
られる．Iz 層を覆う N 層は，Iz 層にオンラップするほぼ⽔平な反射⾯をもち，層厚は 500m
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以下である．S 層上⾯は，断⾯南端の深度数 100m から測点番号 420 の深度 3,000m 付近
に向かって，40 度程度で北に傾斜する．S 層を覆う N 層は，深部ほど北に向かって傾斜
を増し（最⼤傾斜 20 度程度），層厚は 1,000m を超える．しかし，深度 1,500m 以深は内
部反射に乏しいうえ，P 波速度が 3.5〜4.0km/s 程度を⽰すことから，Iz 層の可能性があ
る． 

測点番号 1 から 400 付近に認められる明瞭な反射⾯は測点番号 400 付近で南⽅への連
続性を断たれ，S 層上⾯との⽐⾼は 2,000m 以上に達する．この付近には測点番号 400 と
420 の 2 か所で N 層に海底⾯まで達する反射⾯の不連続が認められる．これら不連続部
直近では反射⾯が不連続部に向かって緩やかに撓んでおり，不連続部に挟まれた範囲で
は深度約 500m 以浅の反射⾯が緩く南へ傾斜している．これらのことから，この不連続
部を海底⾯まで達する南落ちの⾼⾓度の断層と判断した． 

 

4.1.2. 伊予灘中部（保内沖：Y―3 測線，伊⽅沖：Y―10 測線，瀬⼾沖：Y―12 測線） 

Y―3，10，12 の 3 測線は伊予灘中部においてそれぞれ 6km 程度の間隔で隣接した測
線であり（第 3.2 図），地質構造の傾向が類似しているため，これらの断⾯（第 3.4 図，
第 3.5 図，第 3.6 図）の特徴についてまとめて以下に述べる． 

R 層上⾯は，断⾯北端の深度 1,000m 付近から測点番号 400 付近の深度 1,500m 付近に
かけて，全体に南へ向かって緩やかに深度を増す．R 層を覆う N 層は，R 層にオンラッ
プし，深部ほど南へ傾斜を増すものの，傾斜⾓はごく緩やか（⼤部分で 5 度以下）であ
る．S 層上⾯は，断⾯南端の表層付近から測点番号 450 付近の深度 2,000m 付近に向かっ
て，20 度程度で北傾斜する．この S 層上⾯はさらに北⽅の深度 3,000m 付近まで断続的
に認められ，特に Y―3 測線では 30 度程度で北傾斜する反射⾯が⽐較的明瞭で，測点番
号 300 から 450 の間で R 層の下位に S 層が潜りこむ構造を呈している．Iz 層上⾯は，各
断⾯の南端より約 1km 北⽅から測点番号 600 付近までの範囲では，深度 200〜400m 付近
にあり，ほぼ⽔平である．Iz 層は，さらに北⽅では上⾯の深度を増しつつ，概ね R 層と
S 層の会合部付近まで追跡される．Iz 層を覆う N 層は，後述する沖合の断層付近を除い
て概ね⽔平である． 

伊予灘中部の各断⾯では，R 層と S 層がいずれも測点番号 400〜500 付近で会合し，そ
れらの上⾯は両者の会合部で深度 2,000〜2,500m に達する．会合部付近では，上位の N

層中の反射⾯に不連続や下位ほど傾斜が⼤きくなる系統的な撓みが認められることから，
これらの不連続部および撓みを断層と判断した．Y―3 測線（第 3.4 図）では，R 層と S

層の会合部付近（測点番号 450 付近）からほぼ鉛直に N 層を切断し海底⾯に達する断層
と，測点番号 520 付近に⾼⾓度北傾斜で N 層を切断し海底⾯に達する断層の 2 条の明瞭
な断層を確認できる．Y―10 測線（第 3.5 図）では，R 層と S 層の会合部付近（測点番号
440 付近）に，ほぼ鉛直に N 層を切断し海底⾯に達する 2 条の断層を確認できる．両測
線では，これら 2 条の断層に挟まれた領域は相対的に沈降する凹地状の構造を呈してい
る．⼀⽅，Y―12 測線（第 3.6 図）でも R 層と S 層の会合部付近（測点番号 470 付近）
からほぼ鉛直に N 層を切断し海底⾯に達する断層と，測点番号 500 付近に N 層の反射⾯
を系統的に変形させる断層の 2 条の明瞭な断層が認められる．Y―3 および Y―10 測線と
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は異なり，Y―12 測線では 2 条の断層に挟まれた領域が相対的に隆起する凸状の構造を
呈している． 

各断⾯では，これらの明瞭な断層の南⽅（Y―3 測線では測点番号 520〜560 付近，Y

―10 測線では測点番号 450〜530 付近，Y―12 測線では測点番号 510〜590 付近）にも Iz

層や N 層の反射⾯に不連続が認められる．これらの不連続部は，表層付近（海底下 300m

程度以浅）のみを変位させる断層と，表層付近には変位が達していない伏在断層とに分
けられる．前者は⾼⾓度であるが，深部⾳波探査断⾯からはその性状を判断しにくい．
後者は，中⾓度から⾼⾓度の北傾斜で，北落ちの正断層成分をもつと考えられる． 

 

4.1.3. 伊予灘⻄部（三崎沖：Y―13 測線） 

伊予灘⻄部（第 3.7 図）では，屈折法探査が実施されていないため P 波速度構造が不
明であるものの，前述の伊予灘東部および中部で得られた⾳波探査断⾯の特徴（各層の
分布位置，⾳響的特徴など）を参考に層序区分を⾏った．R 層上⾯は，断⾯北端の深度
1,000m 付近から測点番号 400 付近の深度 2,000m 付近にかけて，全体に南へ向かって深
度を増す．R 層を覆う N 層は，R 層にオンラップし，深部ほど南へ向かって傾斜を増す
ものの，傾斜⾓はごく緩やか（⼤部分で 5 度以下）である．S 層上⾯は，断⾯南端の深
度 300m 付近から測点番号 420 付近の深度 3,000m 付近に向かって北傾斜し，その傾斜⾓
は測点番号 550 付近より南⽅で 30〜40 度程度である．S 層を覆う N 層は，後述する断層
付近を除いてほぼ⽔平であるが，深度 1,500m 以深は内部反射に乏しいことから，Iz 層の
可能性もある． 

R 層と S 層は，測点番号 430 付近で会合し，その上⾯は両者の会合部で深度 3,000m 付
近に達する．測点番号 390 と 530 では，N 層中の反射⾯に不連続が認められ，不連続部
に挟まれた範囲は相対的に沈降する凹地状の構造を呈している．これらのことから，こ
の不連続部をそれぞれ向かい合う⽅向に落ちる，海底⾯まで達する断層と判断した．ま
た，断⾯の南端付近（測点番号 670）では，N 層中の反射⾯にわずかに南下がりの撓みが
認められることから，ここに相対的に北落ちを⽰す正断層を推定した． 

 

4.2. 浅部地震探査結果 

浅部構造の地震探査結果を第 3.8 図〜第 3.10 図に⽰す．浅部地震探査は，前述した伊予
灘中部の深部地震探査測線（Y―10 測線；第 3.5 図）と同⼀の測線上を伊予灘南縁の佐⽥岬
半島沿岸まで延伸して実施したものである（第 3.2 図 b）．層序区分は，深部地震探査結果
を基に⾏った． 

ウォーターガン・シングルチャンネル⽅式⾳波探査断⾯（第 3.8 図）では，測点番号 1

の深度約 150m から測点番号 16 の深度約 300m 付近にかけて，内部反射の乏しい⾳響基盤
が認められる．深部地震探査結果（第 3.5 図）と対⽐すると，断⾯南端から北へ傾斜する
測点番号 1〜7 付近の⾳響基盤が S 層に，⽐較的緩やかな⾼まりを⾒せる測点番号 7〜16 付
近の⾳響基盤が Iz 層に相当する．⾳響基盤の上位には，⾳響基盤にオンラップするほぼ⽔
平な反射⾯が認められ，N 層に相当する．測点番号 25 より北側の N 層には，海底⾯まで達
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する反射⾯の不連続や下位ほど傾斜が⼤きくなる系統的な撓みが認められ，深部地震探査
結果（第 3.5 図）の海底⾯に達する断層ともほぼ対応することから，これらを断層と判断
した． 

ブーマー・シングルチャンネル⽅式⾳波探査断⾯（第 3.9 図）では，N 層の内部構造がよ
り鮮明である．本断⾯では，測点番号 7 より南東側で表層部が 10m 程度削剥され，幅約 1km

の海底⾕が形成されているが，その下位に認められる明瞭な反射⾯はほぼ⽔平である．さ
らに，海底⾕を横断し南⽅の湾内まで達するブーマー・マルチチャンネル⽅式⾳波探査断
⾯（第 3.10 図）では，N 層の明瞭な反射⾯が，北に傾斜する S 層上⾯を覆ってほぼ⽔平に
分布している． 

 

5. 考察 

5.1. 地層対⽐ 

4 章で述べた地震探査結果について，主に P 波速度構造を基に周辺陸域に分布する地層
との対⽐を⾏う．伊予灘周辺の陸域は，前述したとおりおおまかに 3 つの基盤岩（領家花
崗岩類・変成岩類，和泉層群および三波川変成岩類）からなる．これらの基盤岩の弾性波
速度を第 3.3 表に⽰す．報告によりばらつきはあるものの，領家花崗岩類・変成岩類は概
ね 4.5〜4.7km/s 程度，三波川変成岩類は 5.0〜5.5km/s 程度，和泉層群は 2.5〜4.0km/s 程度
の速度値が報告されている．これらの情報を基に，今回得られた深部地震探査断⾯を解釈
すると，各測線の南端から北へ向かって深くなる S 層（Vp = 5.5km/s 程度）は三波川変成
岩類に，測線北側に広く分布する R 層（Vp = 4.7km/s 程度）は領家花崗岩類・変成岩類に，
内部反射に乏しい Iz 層（Vp = 4.0km/s 程度）は和泉層群にそれぞれ対⽐される．これら基
盤岩との対⽐結果は，陸域の地質分布（第 3.1 図）とも整合的である．伊予灘東部に位置
する⻘島では，その全域に和泉層群が分布し，陸上で和泉層群が確認される⻄端として知
られている（⾼橋，1983；宮崎ほか，2016）．⻘島の近傍を通過する Y―1 測線（第 3.3 図）
の測点番号 120 付近では，P 波速度構造が得られていないものの，基盤岩上⾯が海底⾯付
近まで達する⾼まりを形成していることから，この⾼まりは和泉層群に対⽐される． 

また，これらを覆う N 層の P 波速度は 1.6〜2.4km/s 程度と上記の地層の速度値と⽐較し
て遅く，反射断⾯では連続性の良い反射⾯が発達することからみて，本地域の基盤岩を覆
う堆積層と考えられる．伊予灘周辺陸域には，鮮新統および更新統である郡中層および⼤
分層群並びにそれらを覆う沖積層が分布する．N 層はこれらの新第三系および第四系に対
⽐される．⻄坂ほか（2007）によると，伊予灘中部における下部更新統の上⾯は深度 100m

以深とされていることから，海底下浅部を対象としたブーマー・シングルチャンネル⽅式
⾳波探査断⾯（第 3.9 図）およびブーマー・マルチチャンネル⽅式⾳波探査断⾯（第 3.10

図）で認められる N 層は，第四系に相当する． 

これらの対⽐結果は，⼤野ほか（1997）および⽥中ほか（2011）で報告されている伊予
灘中部の地震探査結果による速度構造および対⽐結果とも整合的である．なお，伊予灘周
辺陸域の地質分布（第 3.1 図）に基づくと，調査範囲の北部（⼭⼝県側）には領家花崗岩
類・変成岩類に加えて中新世の⽕⼭岩類が局地的に貫⼊している可能性があるが，今回解
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析を⾏った⾳波探査断⾯や P 波速度構造にその存在を強く⽰すような特徴は⾒られない．
この理由として，測線上に中新世の⽕⼭岩類が分布しない，分布が狭⼩で⾳波探査断⾯の
分解能では捉えられない，領家花崗岩類・変成岩類と中新世の⽕⼭岩類との間に密度や速
度構造の強いコントラストがない，などが考えられるが，いずれの理由であるのか現状の
データでは特定することができない．しかしながら，周辺陸域では中新世の⽕⼭岩類の分
布は局地的であり，本研究で主眼とする伊予灘の⼤局的な地質構造の議論には影響を与え
ないため，ここでは以下，領家花崗岩類・変成岩類と中新世の⽕⼭岩類とを⼀括して領家
花崗岩類と呼ぶこととする． 

 

5.2. 伊予灘の深部地震探査断⾯における地質境界断層と活断層 

深部地震探査結果および地層対⽐結果を基に推定した伊予灘の地質断⾯図を第 3.11 図に，
さらに伊予灘から四国北⻄部にかけての地質構造図を第 3.12 図に⽰す． 

伊予灘の各断⾯（第 3.11 図）では，北部に領家花崗岩類，南部に三波川変成岩類がそれ
ぞれ基盤岩として分布する．三波川変成岩類の上⾯は佐⽥岬半島沿岸から緩く北に傾斜し，
伊予灘沖合で領家花崗岩類と会合する．伊予灘中部では，三波川変成岩類上⾯がさらに領
家花崗岩類の下位に延びる構造が確認される．この三波川変成岩類と領家花崗岩類が直接
接する地質境界断層を本研究では R/S 境界と呼ぶ．この構造は，⼤野ほか（1997）および
⽥中ほか（2011）で報告されている伊予灘中部の地震探査結果に基づく構造や，伊予灘に
隣接する別府湾や四国東部における地震探査結果に基づく構造（由佐ほか，1992；Ito et al., 

1996, 2009）とも類似する．また伊予灘の各断⾯では，三波川変成岩類および領家花崗岩類
の上位に和泉層群が分布し，三波川変成岩類と和泉層群が北傾斜する地質境界断層で接す
る．本研究ではこの地質境界断層を Iz/S 境界と呼ぶ．両地質境界断層は，⻄南⽇本を内帯
と外帯に分ける地質境界としての中央構造線と認識されている． 

⼀⽅，各断⾯の新第三系および第四系には海底⾯まで変位を及ぼす複数の活断層群が認
められる（第 3.11 図）．これらの断層は，七⼭ほか（2002）に図⽰された後期更新世以降に
活動した中央構造線活断層帯に相当する（第 3.2 図）．各断⾯には，その他の断層と⽐較し
て変位の累積が特に顕著で海底⾯まで達する⾼⾓断層が認められ，中央構造線活断層帯の
主断層と考えられる．これら⾼⾓な主断層に挟まれた新第三系および第四系には凸状や凹
地状の構造が認められ，これらは⼤野ほか（1997）や⻄坂ほか（2007）で指摘された中央
構造線活断層帯の右横ずれ運動に伴う隆起や沈降によって⽣じた変形構造と考えられる．
また，これらの主断層の下⽅延⻑は，領家花崗岩類と三波川変成岩類の会合部付近に収斂
しているようにみえることから，中央構造線活断層帯の活動は R/S 境界の活動に関連して
いる可能性がある． 

前述したように，伊予灘中部では中央構造線活断層帯の主断層の数 km 南側に複数の断
層が分布する（第 4〜6 図参照）．このうち⼀部の断層は，海底⾯まで達する活断層として
七⼭ほか（2002）に図⽰されている．⼀⽅，北落ちの正断層成分をもつ海底⾯まで達しな
い伏在断層群は，七⼭ほか（2002）に図⽰されていない．⻄坂ほか（2007）で検討された
伊予灘中部における下部更新統の上⾯には，これらと対応する変形構造が認められないこ
とから，これらの伏在断層群は少なくとも第四紀の後半には活動していないと考えられる．
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これらの北落ちの正断層成分をもつ伏在断層群の存在は，現在の中央構造線活断層帯を形
成する右横ずれ成分主体の断層活動ではなく，過去に北落ちの正断層成分主体の断層活動
があったことを⽰唆する． 

 

5.3. 四国北⻄部から伊予灘にかけての中央構造線の分布および活動性 

四国北⻄部では，Iz/S 境界の地表分布は，所々で⼤きく屈曲した分布形態を⽰し（第 3.12

図），少なくとも第四紀以降には活動していないことがこれまでに明らかにされている（⽔
野ほか，1993；Kubota and Takeshita, 2008；⻘⽮ほか，2013；宮崎ほか，2016）．⼀⽅，R/S

境界はその上位を和泉層群や第四系などに覆われ，地表には現れない．しかし，Ikeda et al. 

（2009） などの既存の地下構造情報からこれら上載層を取り除いた場合の R/S 境界上端の
位置を推定すると，四国北⻄部の R/S 境界上端は，中央構造線活断層帯の分布と概ね⼀致
すると推定される（第 3.12 図）． 

今回伊予灘で取得した深部地震探査断⾯に加え，原⼦⼒安全・保安院（2008），阿部ほか
（2013）および別府重点調査（2017）による地震探査断⾯に基づき，伊予灘における中央
構造線の分布および活動性について整理した． 

R/S 境界上端は，厚さ 2,000〜3,000m の新第三系および第四系並びに⼀部では和泉層群に
覆われる．その分布は，伊予断層の海域延⻑付近から別府湾東部まで北東―南⻄⽅向にほ
ぼ直線的に延び，中央構造線活断層帯の分布と概ね⼀致している．⾔い換えれば，伊予灘
における中央構造線活断層帯は，海底⾯下約 2,000〜3,000m にある R/S 境界上端付近から
海底⾯までの堆積層を⾼⾓に切る断層である．ただし，さらに深部では，中央構造線活断
層帯の断層⾯がそのまま⾼⾓で三波川変成岩類を切断するのか，R/S 境界に沿って北傾斜
の断層⾯に収斂するのかについて，今回検討した深部地震探査結果からは判断できない． 

Iz/S 境界上端は，伊予灘東部および⻄部では厚さ 1,000m 程度の，伊予灘中部では厚さ
300m 程度の新第三系および第四系に覆われる．その分布は，⼤局的には海岸線に沿って北
東―南⻄⽅向に延びるが，直線性に乏しく⼤きく湾曲している（第 3.12 図）．Iz/S 境界およ
びその南⽅への浅部延⻑となる三波川変成岩類上⾯を覆う新第三系および第四系はほぼ⽔
平で（第 3.11 図），地震本部（2017）が Iz/S 境界が活断層である可能性を指摘する根拠と
した別府湾から豊予海峡で⾒られるような強い変形構造は認められない．ただし，伊予灘
東部および⻄部の沿岸部では⼀部で活断層が指摘されており（七⼭ほか，2002；第 3.2 図 a），
三浦ほか（2001）が述べるように沖合の主断層から分かれた分岐断層とも考えられるが，
現時点では深部の Iz/S 境界の活動との関連性は明らかでない． 

伊予灘中部の浅部⾳波探査断⾯（第 3.8 図）では，沖合の新第三系および第四系に中央
構造線活断層帯による変形構造が明瞭に認められる．⼀⽅で，Iz/S 境界上端付近（第 3.8

図の測点番号 7 付近，第 3.9 図の測点番号 5 付近）を含む沿岸部では，新第三系および第
四系は和泉層群および三波川変成岩類をほぼ⽔平に覆っている．Iz/S 境界の浅部延⻑にあ
たる佐⽥岬半島北岸には，幅約 1km の海底⾕が認められ（第 3.9 図の測点番号 7〜12，第
3.10 図の測点番号 1〜8），その分布は豊予海峡北側の海釜付近まで達している（⼤野ほか，
2004）．しかし，その下位の地層はほぼ⽔平で，活構造を⽰唆する累積的な変形は認められ
ないことから，この海底⾕は潮流の作⽤により形成された構造である可能性が⾼い．以上
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のことから，伊予灘中部では Iz/S 境界に第四紀以降の活動はないと判断される． 

このように，伊予灘の中央構造線活断層帯より南側に位置する Iz/S 境界は，直線性に乏
しく屈曲するという分布形態と，第四紀以降の活発な活動の痕跡が認められないという特
徴をもち，これらの点は四国北⻄部の構造と共通している． 

 

6. 本検討を踏まえた震源特性モデルの設定 

以下では，上述した伊予灘の中央構造線および中央構造線活断層帯の分布および活動性を
踏まえ，伊予灘における中央構造線断層帯等の震源特性モデルを設定する． 

 

6.1. 場所（位置・形状）のモデル 

地震本部（2020）による確率論的地震動予測地図では，伊予灘における中央構造線断層
帯は，三崎沖付近を境界として伊予灘区間と豊予海峡区間に区分されている（第 3.13 図 a，
c）．第 3.13 図 c で確認できるように，地震本部によるモデルでは震源断層の傾斜⾓が⾼⾓
（鉛直）および中⾓（北傾斜）のいずれの場合においても，海底下における活断層分布や
R/S 境界上端よりも南側を通過するようにモデル化されている．特に中⾓の場合は R/S 境
界との乖離が⼤きく，地震探査から想定される位置よりも 2km 程度南側に位置しているこ
ととなる．したがって，佐⽥岬半島等においては震源が本研究で推定した R/S 境界よりも
近いモデルとなることから，地震ハザード評価上は過⼤評価となるモデルとなっている． 

本研究で⽤いた伊予灘における地震探査記録やその他の最新の知⾒も踏まえた伊⽅
SSHAC プロジェクト（⻲⽥ほか，2020）の成果も考慮しつつ，本研究の成果を踏まえて設
定した伊予灘における中央構造線断層帯の震源特性モデルを第 3.13 図 b，d に⽰す．これ
は．⼟⽊学会（2004）によるセグメント区分の考え⽅，R/S 境界の通過位置等を踏まえて
設定したものである．また，北傾斜する地質境界が震源断層の場合，隣り合うセグメント
が重ならないようにするなど⾯的な広がりも考慮した上で各セグメントを配置した．この
時，震源断層上端についても⻲⽥ほか（2020）等を参照し，2km とした． 

さらに，⻲⽥ほか（2020）においては，確率論的地震動予測地図で考慮されていない伊
予灘および宇和海に位置する活断層等がモデル化されている．これは本研究でも⽤いた地
震探査記録等によって⽰された活断層である．本研究においてもこれらの活断層を震源特
定モデルとして追加して地震ハザード評価を⾏うこととした．追加した断層の震源特性モ
デルを第 3.14 図および第 3.4 表に⽰す． 

 

6.2. 発⽣確率のモデル 

上述した震源特性モデルに関する平均活動間隔および最新活動時期を第 3.5 表に⽰す．
ここで，本研究においては，中央構造線断層帯の伊予灘区間を伊予セグメントと伊予灘セ
グメントに細分した．伊予灘セグメントにおける活動履歴に関する地質データはなく，地
震本部（2020）における伊予灘区間で設定された活動履歴は伊予セグメントにおける地質
調査結果を踏まえて設定されたものである．四国⻄部から伊予灘における中央構造線断層
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帯は，圧縮場である四国東部から引張場となる⼤分への遷移域に位置し，正断層成分を含
む右横ずれ運動が卓越するとされる（例えば，Ikeda et al., 2009）．こうした知⾒に加え，地
震本部（2020）において，伊予灘区間として⼀括としてモデル化されていたことも踏まえ，
伊予灘セグメントと伊予セグメントの平均活動間隔および最新活動時期は伊予灘区間のも
のと同様とすることとした（第 3.5 表）．また，中央構造線断層帯以外の震源のパラメータ
は⻲⽥ほか（2020）に基づいて設定した． 

 

7. まとめ 

伊予灘の地質構造の解明を⽬的とした深部地震探査および浅部地震探査結果から，中央構
造線の分布およびその活動性を明らかにした．伊予灘における領家花崗岩類と三波川変成岩
類の境界（R/S 境界）の上端は，中央構造線活断層帯の分布と対応して北東―南⻄⽅向にほ
ぼ直線的に延びる．⼀⽅で，中央構造線活断層帯より南側に位置する和泉層群と三波川変成
岩類の境界（Iz/S 境界）の上端は，⼤局的には北東―南⻄⽅向に延びるが，直線性に乏しく
海岸線に沿って⼤きく湾曲し，中央構造線活断層帯の分布とは対応しない．また，伊予灘中
部では Iz/S 境界の上端を覆う新第三系および第四系はほぼ⽔平で，第四紀以降の活動は認め
られない．このような中央構造線と関わる地質構造は伊予灘と四国北⻄部で共通しており，
今後，伊予灘を⻄端部とする⻑⼤な中央構造線活断層帯と中央構造線の関係を検討する上で，
極めて重要な基礎的情報となる． 

さらに，本研究で推定した R/S 境界の位置等を踏まえ，伊予灘における中央構造線断層帯
の震源特性モデルの⾼度化を図るとともに，地震本部（2020）で考慮されていない伊予灘や
宇和海等における活断層も震源特性モデルとしてモデル化した．これらの震源特性モデルに
基づく地震ハザード評価については，第 6 章で述べる． 
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第 3.1 表 地震探査機器および探査数量 
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第 3.2 表 反射法探査のデータ処理項⽬ 
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第 3.3 表 基盤岩の P 波速度 
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第 3.4 表 追加した震源特性モデルの場所（位置・形状） 

  



 

 74 

第 3.5 表 追加した震源特性モデルの発⽣確率 

 

30 年発⽣確率は最新活動時期が判明している場合は BPT 分布，不明な場合はポア
ソン過程に基づいて算定した．  
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第 3.1 図 伊予灘周辺の地質分布および地震探査測線 

MTLAFS：中央構造線活断層系，SEPCO：四国電⼒，GSI：国⼟地理院，NISA：
原⼦⼒安全・保安院．陸域の活断層分布は中⽥・今泉編（2002），海域の活断層分布
は島崎ほか（2000）および七⼭ほか（2002）による．地質分布は産業技術総合研究
所地質調査総合センター編（2003）を編集．着⾊のない範囲は主に第四紀の堆積層
や⽕⼭岩類からなる．地形陰影図は，国⼟地理院の基盤地図情報（数値標⾼モデル），
⽇本⽔路協会発⾏の海底地形デジタルデータ（M7000 シリーズ）および四国電⼒
（2015）による調査結果をコンパイルして作成した．  
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第 3.2 図 本調査による地震探査測線 

(a) 全体像．(b) 伊予灘中部の拡⼤図．細線は既存の⾳波探査測線．佐⽥岬半島に
は三波川変成岩類（緑⾊で⽰す）が広く分布する．海域の活断層分布は七⼭ほか（2002）
による．地質分布は産業技術総合研究所地質調査総合センター編（2003）を編集．
地形陰影図は，国⼟地理院の基盤地図情報（数値標⾼モデル）に基づき作成した． 
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第 3.3 図 伊予灘東部（串沖：Y―1 測線）の地震探査結果 

(a) 地震探査結果．(b) 解釈図．(c) 断層付近の拡⼤図．測線位置は第 3.2 図を参照．
解釈図には屈折法探査による速度構造を重ねて⽰す．  
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第 3.4 図 伊予灘中部（保内沖：Y―3 測線）の地震探査結果 

(a) 地震探査結果．(b) 解釈図．(c) 断層付近の拡⼤図．測線位置は第 3.2 図を参照．
解釈図には屈折法探査による速度構造を重ねて⽰す．  
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第 3.5 図 伊予灘中部（伊⽅沖：Y―10 測線）の地震探査結果 

(a) 地震探査結果．(b) 解釈図．(c) 断層付近の拡⼤図．測線位置は第 3.2 図を参照．
解釈図には屈折法探査による速度構造を重ねて⽰す．  
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第 3.6 図 伊予灘中部（瀬⼾沖：Y―12 測線）の地震探査結果 

(a) 地震探査結果．(b) 解釈図．(c) 断層付近の拡⼤図．測線位置は第 3.2 図を参照．
解釈図には屈折法探査による速度構造を重ねて⽰す．  
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第 3.7 図 伊予灘⻄部（三崎沖：Y―13 測線）の地震探査結果 

(a) 地震探査結果．(b) 解釈図．(c) 断層付近の拡⼤図．測線位置は第 3.2 図を参照．
解釈図には屈折法探査による速度構造を重ねて⽰す．  
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第 3.8 図 伊予灘中部沿岸域のウォーターガン・シングルチャンネル⽅式⾳波探査結果 

(a) ⾳波探査記録．(b) 解釈図．⾳波探査記録の縦横⽐は 1:7（縦に 7 倍強調）．深
度は⽔中での⾳速（1,500 m/s）により換算したもの．測線位置は第 3.2 図を参照．測
線北⻄部には，新第三系および第四系に明瞭な変位を与え海底まで達する⾼⾓な断
層群（中央構造線活断層系）が認められる．⼀⽅，測線南東部の地質境界付近を覆
う新第三系および第四系はほぼ⽔平である． 
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第 3.9 図 伊予灘中部沿岸域のブーマー・シングルチャンネル⽅式⾳波探査結果 

(a) ⾳波探査記録．(b) 解釈図．⾳波探査記録の縦横⽐は 1:10（縦に 10 倍強調）．
深度は⽔中での⾳速（1,500 m/s）により換算したもの．測線位置は第 3.2 図を参照．
海底⾕の下位に認められる反射⾯はほぼ⽔平である．  
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第 3.10 図 伊予灘中部沿岸域のブーマー・マルチチャンネル⽅式⾳波探査結果 

(a) ⾳波探査記録．(b) 解釈図．⾳波探査記録の縦横⽐は 1: 6（縦に 6 倍強調）．深
度は⽔中での⾳速（1,500 m/s）により換算したもの．測線位置は第 3.2 図を参照．第
四系は三波川変成岩類にほぼ⽔平にアバットしている．  
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第 3.11 図 伊予灘における地質断⾯図 

(a) 伊予灘東部．(b) 伊予灘中部．(c) 伊予灘⻄部．東部は第 3.3 図（串沖），中部
は第 3.5 図（伊⽅沖），⻄部は第 3.7 図（三崎沖）を基に作成．  
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第 3.12 図 四国北⻄部から伊予灘の地質構造． 

MTLAFS：中央構造線活断層系，MBMTL (Material boundary MTL)：中央構造線，
Iz：和泉層群，R：領家花崗岩類，S：三波川変成岩類．陸域の活断層分布は中⽥・
今泉編（2002），海域の活断層分布は島崎ほか（2000）および七⼭ほか（2002）によ
る．陸域の地質分布は産業技術総合研究所地質調査総合センター編（2003）を編集．
着⾊のない範囲は主に第四紀の堆積層や⽕⼭岩類からなる．海域の地質分布は⾳波
探査記録に基づき新第三紀〜第四紀堆積層を取り除いたもの．A―Aʼ断⾯については
佐藤（1938）および経済企画庁総合開発局国⼟調査課（1959）を，B―Bʼ断⾯につい
ては⻄村（1984）および Ikeda et al. (2009, 2013) を参考に作成した． 
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第 3.13 図 伊予灘における中央構造線断層帯の震源特性モデル 

地震本部（2020）における震源特性モデルの(a) 平⾯図，(c) 断⾯図．本検討を踏
まえた震源特性モデルの(b) 平⾯図，(d) 断⾯図．陸域の活断層分布は中⽥・今泉編
（2002），海域の活断層分布は島崎ほか（2000）および七⼭ほか（2002）による．緑
太線は推定した R/S 境界の位置．⿊⾊の震源特性モデルは⾼⾓（鉛直 90 度）の場合，
灰⾊の震源特性モデルは中⾓（北傾斜 40 度）の場合．  
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第 3.14 図 四国地域周辺における追加した震源特性モデルの分布 

中央構造線断層帯の震源特性モデルは第 3.13 図 b と同じ．⾚が追加した中央構造
線断層帯以外の震源特性モデル．図中の各震源特性モデルの番号は第 3.4 表および
第 3.5 表における番号と対応する．中央構造線断層帯の震源特性モデルは鉛直ケー
スの場合を⽰す． 
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第 4 章 ずれのタイプを考慮した規模評価⼿法の検討 

 

1. はじめに 

⽇本では 1995 年の兵庫県南部地震（Mw6.9）の発⽣をきっかけに地震調査研究推進本部が
設置され，地震の被害の軽減のために，地震の調査や研究の推進およびその成果の普及が⾏
われている（例えば，地震調査研究推進本部地震調査委員会（以後，「地震本部」という），
2017a）．この中で，強震動を⾼精度に予測するための標準的な⽅法論として「震源断層を特
定した地震の強震動予測⼿法（レシピ）」（以後，「レシピ」という）が構築されており，震源
断層を特定した地震による強震動評価において広く⽤いられている． 

このレシピでは，活断層で発⽣する地震は発⽣間隔が⻑く，観測記録が得られていること
も稀であるため，過去の活動の痕跡のみから特性化震源モデルを設定する必要がある．その
ため，モデルの不確定性が⼤きくなる傾向にあり，こうした不確定性を考慮して，複数のモ
デルを想定することが望ましいとされている．特に，強震動評価全体に影響する地震規模の
算出⽅法としては，断層⾯積を⽤いる場合と断層⻑さを⽤いる場合の 2 つの⼿法が⽰されて
いる．断層⾯積を⽤いる場合，断層⻑さに加えて断層幅が必要となり，これは地震発⽣層の
厚さと断層の傾斜⾓から推定される．しかし，⽇本でも有数の⻑⼤断層で調査データが豊富
な中央構造線断層帯でさえ，断層の傾斜⾓について⾼⾓と中⾓の可能性の両論が併記されて
いるのが現状である（地震本部，2017b）．また，地震発⽣層の厚さについても⼤地震時には
微⼩地震等による地震発⽣層下端よりも断層下端が深くなる可能性を踏まえたレシピの改良
も検討されている（例えば，藤原ほか，2016）．こうした断層⾯積の設定に関わるパラメータ
は，地震規模評価に直接影響することから，ばらつきや不確実性について留意が必要である．
⼀⽅，断層⻑さのみから地震規模を推定する場合，断層幅が異なっても断層⻑さが等しけれ
ば，同じ地震規模として評価される．したがって，地震の発⽣源である断層⾯の形状の相違
が評価に反映されず，⽬的変数である地震規模が過⼤もしくは過⼩となる可能性がある． 

そこで，本研究では，これらの考え⽅の中間的な性質のモデルとなる震源断層⻑さに断層
のずれのタイプを加えた地震規模予測式を考案するとともに，レシピの⼿法と⽐較を⾏い，
これらの相違について考察する．また，考案した地震規模予測式を踏まえた地震ハザード評
価における地震規模評価⼿法について検討する． 

 

2. 震源断層を特定した地震の強震動予測⼿法（レシピ）について 

レシピには，強震動評価のための特性化震源モデルの設定，地下構造モデル，強震動計算，
予測結果の検証のための⼿法がまとめられている．この中の特性化震源モデルの設定では，
断層全体の形状や規模を⽰す巨視的震源特性，震源断層の不均質性を⽰す微視的震源特性，
破壊過程を⽰すその他の震源特性，という 3 つの震源特性が考慮されている．この中で，内
陸地殻内地震による強震動の計算で重要な短周期レベル，アスペリティの総⾯積等のパラメ
ータは，まず初めに推定される地震モーメントに基づいて算出されることから，この地震規
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模の算出が強震動予測上重要な役割を果たす．レシピにおける活断層で発⽣する地震規模の
算出⽅法は次の 2 通りである．1 つ⽬は，過去の地震記録や地下での断層形状に関する調査
結果等の諸知⾒を吟味・判断して震源断層モデルを設定する⽅法（以後，「（ア）の⽅法」と
いう）である．この⽅法では，断層⾯積に基づくスケーリング則を⽤いて地震規模を算出す
る．もう 1 つの⽅法は，断層⻑さから地震規模を設定し震源断層モデルを設定する⽅法（以
後，「（イ）の⽅法」という）である．（ア）の⽅法では，地震モーメントの⼤きさに応じて⼩
さい⽅から，Somerville et al.（1999），⼊倉・三宅（2001），Murotani et al.（2015）の 3 つの式
が組み合わされている（以後，「3 ステージ式」という）．これは，断層幅やすべり量が飽和
しているかどうかで地震のスケーリング則が変わることに対応する．こうしたスケーリング
則の変化は「3 stage scaling model」と呼ばれ（例えば，Irikura and Miyake，2011），レシピで
は，断層幅とすべり量が飽和していない Stage 1 は Somerville et al.（1999），断層幅が飽和し
てすべり量が飽和していない Stage 2 は⼊倉・三宅（2001），両⽅飽和している Stage 3 は
Murotani et al.（2015）を⽤いることが望ましいとされている． 

⼀⽅，（イ）の⽅法では，（4.1）式に⽰す松⽥（1975）による断層⻑さ L（km）と気象庁マ
グニチュード MJ の経験式（以後，「松⽥式」という）が⽤いられている． 

 

log 𝐿  ＝ 0.6𝑀௃ െ 2.9      （4.1） 

 

松⽥式は，1891 年〜1970 年までの 14 の地震の規模とそれに伴って出現した地表地震断層
の⻑さ，あるいは，地震学的または測地学的に求められた震源断層⻑さの関係を基に，断層
⻑さ 20km で MJ7.0，断層⻑さ 80km で MJ8.0 の 2 点を結んだ経験式である．レシピでは，松
⽥式による MJ を，武村（1990）の地震モーメント M0（N・m）と MJ の関係を⽰した次式に
よって M0 に変換する⽅法が採⽤されている． 

 

log 𝑀଴ ൌ 1.17𝑀௃ ൅ 10.72      （4.2） 

 

松⽥式を，その根拠となった地震の⻑さと規模で考えると，「3 stage scaling model」の Stage 

2 に相当するため，本研究では，（4.3）式に⽰す（ア）の⽅法における⼊倉・三宅（2001）に
よる断層⾯積 S（km2）と M0（N・m）の関係（以後，「⼊倉・三宅式」という）を⽐較の対
象とした． 

 

𝑆 ൌ 4.24 ൈ 10-ଵ଼𝑀଴
ଵ/ଶ      （4.3） 

 

⼊倉・三宅式の回帰データは，Somerville et al.（1999）および Miyakoshi（2001 私信）によ
る震源インバージョンデータに加え，M0が 7.5×1018 N・m 以上の Wells and Coppersmith（1994）
の地震データである． 

地震規模を評価するにあたり，（ア）の⽅法の場合，地震の発⽣源である断層⾯を説明変数
とすることから，断層⻑さだけでなく地震発⽣層厚さと断層傾斜⾓の 2 つの情報が必要とな
るものの，⽬的変数である地震規模を断層形状に応じて精度よく推定できると考えられる．
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⼀⽅，（イ）の⽅法の場合，説明変数が断層⻑さのみであり，傾斜⾓の違い等が地震規模評価
に反映されないことになる． 

 

3. 本研究で求める地震規模予測式 

上記の 2 式を⽐較するために，震源断層⻑さに加え，断層のずれのタイプを考慮した地震
規模予測式を考案することとした． 

ずれのタイプは，地震発⽣層厚さや断層傾斜⾓のような断層幅に関する直接的かつ定量的
なパラメータではない．しかし，断層形状と断層周辺の広域応⼒場によって決まることから，
定性的な地下の断層⾯の情報を表すパラメータとなり得る．また，断層形状や広域応⼒場か
ら定まるずれのタイプは，多くの場合，変動地形学的な調査・検討等によって検出できるた
め，詳細な解析や探査等が必要な地震発⽣層厚さや断層傾斜⾓よりも⽐較的容易に得ること
ができる．つまり，ずれのタイプを⽤いた地震規模評価は，（ア）の⽅法よりも簡便的な評価
になるが，（イ）の⽅法よりも地下の断層⾯の情報を取り込んだ分だけ詳細な評価になる． 

したがって，震源断層⻑さに加え，断層のずれのタイプを考慮した地震規模予測式は，（ア）
および（イ）の⽅法の中間的な性質のモデルとして，両者を⽐較するために有効と考えた． 

 

3.1. 地震規模予測式の導出に⽤いたデータ 

地震規模予測式の導出にあたり，世界で発⽣した内陸地殻内地震のデータをとりまとめ
た Stirling et al.（2002）および Thingbaijam et al.（2017）によるデータを⽤いた． 

Stirling et al.（2002）では，⼊倉・三宅（2001）にも⽤いられた Wells and Coppersmith（1994）
による地震データに，1940 年以前，1994〜1999 年に発⽣した地震データを加えた 398 地震
について，ずれのタイプ，地震規模（Mw 等），地表地震断層⻑さ（km），震源断層⻑さ（km），
断層幅（km）等がとりまとめられている．また，地表地震断層⻑さ，震源断層⻑さおよび
断層幅については，それぞれ最⼩値と最⼤値が⽰されている．本研究では，数値の明らか
な誤りを著者に確認した上で修正し，震源断層⻑さおよび断層幅について，それぞれ最⼤
とされた値を採⽤した． 

⼀⽅，Thingbaijam et al.（2017）は，世界各地で発⽣した地震のインバージョンモデルを
とりまとめたデータベースである SRCMOD（Mai and Thingbaijam, 2014）を⽤いて，震源断
層と地震規模の関係を議論した．議論にあたっては，ずれのタイプ（正断層，逆断層，横
ずれ断層）別の地震と沈み込み帯で発⽣した地震に区別した上で単回帰分析が⾏われてい
る．その際，SRCMOD のデータを⽤いるにあたって，波形インバージョン解析による震源
断層⾯はやや過⼤となる可能性が指摘されていること（Someville et al.，1999）を踏まえ，
すべりの空間変化に対する⾃⼰相関関数（Thingbaijam and Mai, 2016）に基づいた震源断層
⾯のトリミングを施し，SRCMOD に収録された 1923 年〜2015 年に発⽣した 124 地震につ
いて，地震規模 Mw，ずれのタイプ，震源断層⻑さ（km）および断層幅（km）等をとりま
とめている． 

地震規模予測式の導出にあたっては，Thingbaijam et al.（2017）のデータのうち，2000 年
以降に発⽣した地震を Stirling et al.（2002）のデータに付け加え，歴史時代から 2015 年ま
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でに発⽣した 472 地震を対象候補とした．ここで，松⽥式は上述のとおり，断層⻑さ 20 km

と 80 km の地震を結んだ経験式である．また，⼊倉・三宅式は，Shimazaki（1986）によっ
て求められた，断層幅が地震発⽣層に飽和する M0 である 7.5×1018 N・m 以上の地震に適
⽤され，このときの断層⻑さは 20 km と仮定されている．さらに⼊倉・三宅式の回帰に⽤
いられた地震データのうち，断層⻑さが最も⻑いのは 1958 年 Lituya Bay 地震（Mw 7.77）
の 350 km である．これらを踏まえつつ，以下の 3 つの条件に適合する 101 地震のデータを
抽出した（第 4.1 表）． 

 

・内陸地殻内地震と考えられる地震（プレート境界付近やスラブ内で発⽣したと考えら
れる地震を除いた地震） 

・地震規模 Mw，震源断層⻑さ，断層幅および断層のずれのタイプの 4 つのパラメータ
がそろっている地震 

・レシピにおける（ア）および（イ）の⽅法と⽐較するため，震源断層⻑さが 20km〜350km

である地震 

 

これらの地震の⼤まかな地下の断層形状を地震規模評価に反映するという観点から，ず
れのタイプは，正断層，逆断層，横ずれ断層の 3 つに区分することとした．具体的には，
Stirling et al.（2002）および Thingbaijam et al.（2017）では，ずれのタイプが正断層，逆断
層，横ずれ断層，斜めずれ断層に区分されているため，斜めずれ断層について主となるず
れの成分を採⽤して，3 種に再区分した． 

 

3.2. 断層⾯積および断層⻑さと地震規模の関係 

まず，抽出したデータセットの特性を把握するため，断層⾯積と Mw の関係について，
単回帰分析を⾏った結果，回帰式の傾きは，ずれのタイプに関わらず 1.01〜1.02 とほぼ等
しくなる（第 4.2 表，第 4.1 図 a）．また，⾯積が同じ場合，逆断層タイプと横ずれ断層タイ
プの Mw は等しく，正断層タイプの Mw は 0.05 程度⼩さい値となる． 

これらの地震における地殻の剛性率が同程度で断層幅も飽和していると仮定すると，M0

は断層⻑さと平均すべり量の積に⽐例する．したがって，傾きがほぼ同じになることは，
断層⻑さと平均すべり量の増加分の⽐率である「断層のひずみ変化」（⽇本建築学会，2005）
がずれのタイプに関わらず同程度であることを意味する．このような震源パラメータのス
ケーリング則が成り⽴つためには，断層のひずみ変化，剛性率，断層形状に応じた適当な
係数から求まる応⼒降下量が地震によらず⼀定であることが条件とされる（⽇本建築学会，
2005）．また，地震規模の差（≒y 切⽚の差）について，引張場の広域応⼒場で発⽣する正
断層タイプの地震は，圧縮場で発⽣する逆断層タイプの地震と⽐較して，断層の強度が⼩
さいとされることから（嶋本，1994），回帰式が下に位置することを説明できる． 

次に，震源断層⻑さと Mw の関係についても単回帰分析を⾏った結果，ずれのタイプ別
に傾きが異なる．横ずれ断層タイプの回帰式の傾きは 1.29 であり，他の回帰式と⽐較して
0.3 程度⼩さい（第 4.2 表，第 4.1 図 b）．この理解のために，ずれのタイプ別に断層⻑さと
断層幅を⽐較すると，同じ断層⻑さの場合，横ずれ断層タイプの断層幅は他のタイプより
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も⼩さい傾向を⽰す（第 4.2 図）．これは，逆断層タイプと正断層タイプの地震は断層⾯が
傾斜するため，地震発⽣層厚さが同程度ならば，横ずれ断層タイプに対し，断層幅が⼤き
めであることを表している．断層⾯積と Mw の関係（第 4.1 図 a）より，断層のひずみ変化
はずれのタイプに関わらないことから，震源断層⻑さと Mw の関係（第 4.1 図 b）における
傾きの違いとして，地下の断層形状（断層幅）の差が表れていると解釈できる． 

 

3.3. ずれのタイプを考慮した地震規模予測式 

断層幅が地震発⽣層に飽和している「3 stage scaling model」の Stage 2 として，断層⾯積
と Mw の関係（第 4.1 図 a）では，上述のとおり，ずれのタイプ別の回帰線はほぼ平⾏とな
り，これは M0 の定義式に基づけば，断層のひずみ変化がずれのタイプごとに変わらないこ
とを意味すると解釈できる．これに対して，震源断層⻑さと Mw の関係（第 4.1 図 b）では，
ずれのタイプごとに回帰式の傾きは異なるとともに，⼀部交差する．これは，断層幅が飽
和したStage 2 のスケーリング則の中で，断層のひずみ変化がずれのタイプごとに変わらず，
回帰式の傾きがずれのタイプに依らず同じになることを断層⻑さのみによる単回帰式では
取り込めないことに起因する．しかし，地震規模評価の中で，このことについては⼗分に
議論されていない．そこで，震源断層⻑さにずれのタイプを加えた重回帰分析を実施する
こととした． 

 

3.3.1. 地震規模予測式の導出⽅法 

重回帰分析とは，2 つ以上の説明変数を⽤いた回帰分析のことである．重回帰分析を
⽤いたスケーリング則に関する研究としては，Anderson et al.（2017）や Kumamoto et al.

（2016）等が挙げられる．それぞれ，地表地震断層⻑さと地震規模の関係について，平
均変位速度もしくは平均活動間隔を説明変数に加えた検討を⾏っている．ここでは，ず
れのタイプを⼤まかな地下の断層形状を表すパラメータとして断層⻑さとあわせて重回
帰分析を⾏うことで，第 4.1 図 a と b のスケーリング則の相違を考察できると考えた． 

ただし，ずれのタイプは質的データであり，量的データである断層⻑さや断層幅に対
し，直接的に回帰分析に⽤いることができない．このような質的データを回帰分析に⽤
いる場合，ダミー変数を⽤いるのが⼀般的である．ダミー変数とは質的データのような
数値ではないデータに対して，0 と 1 を⽤いて数量化した変数である．今回，ずれのタ
イプが 3 種であるから，2 つのダミー変数を設定した（第 4.3 表）． 

 

3.3.2. 地震規模予測式の導出結果 

得られた重回帰分析の結果は，次式のとおりである（第 4.4 表，第 4.3 図）． 

 

𝑀𝑤 ൌ 1.35 log 𝐿௦௨௕ ൅ 4.62 ൅ 0.14𝐷𝑉ோ ൅ 0.03𝐷𝑉ே   （4.4） 

 

重回帰分析結果では，2 つのダミー変数が 0 である横ずれ断層タイプの震源断層⻑さ
Lsub（km）と Mw の関係を基準として，逆断層タイプもしくは正断層タイプである場合
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の Mw への影響がそれぞれのダミー変数（DVR および DVN）の回帰係数として表れる．
このとき，ずれのタイプ別の Mw を考察すれば，震源断層⻑さが同じ場合，横ずれ断層
タイプの Mw に対し，逆断層タイプの Mw は 0.14，正断層タイプの Mw は 0.03 ⼤きいこ
ととなる． 

以後，第 4.4 表および第 4.3 図に⽰したずれのタイプごとの地震規模予測式をそれぞれ，
「正断層の重回帰式」，「逆断層の重回帰式」，「横ずれ断層の重回帰式」と呼ぶ． 

 

3.4. ずれのタイプの考慮による地震規模評価への影響 

「ずれのタイプの考慮の有無」と「ずれのタイプ別の地震規模の差異」の観点から，ず
れのタイプを考慮したことによる地震規模評価への影響について検討する． 

 

3.4.1. ずれのタイプの考慮の有無による影響 

まず，「ずれのタイプの考慮の有無」について，⾚池情報量規準（以後，「AIC」という）
を⽤いた検討を⾏った．AIC は「簡明にして実⽤性の⾼いモデル選択の基準」（⾚池ほか，
2007）であり，値が⼩さいほど説明変数の数とデータへの当てはまりの良さのバランス
が取れた良いモデルであるとされる． 

ずれのタイプを考慮しない場合の震源断層⻑さと Mｗの関係は，第 4.2 表における全
地震データを⽤いた場合であり，本研究の重回帰式とずれのタイプを考慮しない単回帰
式の AIC はそれぞれ，-10.3，-6.9 である（第 4.4 表および第 4.2 表）．通常，AIC の差は
2 以上ならば有意と考えられ（例えば，中⾕，1995），本研究の重回帰式はずれのタイプ
をパラメータとして増やしたものの，AIC が 3 以上⼩さくなることから，ずれのタイプ
をパラメータとして考慮することに統計的な有意性があると判断できる． 

 

3.4.2. ずれのタイプ別の地震規模の差異による影響 

次に，「ずれのタイプ別の地震規模の差異」について，本研究の重回帰式では，震源断
層⻑さが同じ場合の Mw は，横ずれ断層タイプの値に対し，逆断層タイプでは 0.14 ⼤き
く，正断層タイプではほぼ同じとなる．ここで，断層⾯積と Mw の関係（第 4.1 図 a）で
は，同じ⾯積ならば横ずれ断層タイプと逆断層タイプの規模が同程度，正断層タイプは
⼀回り⼩さい値であり，この差は断層強度の違い（嶋本，1994）に起因すると解釈した．
また，レシピでは，断層の傾斜⾓が不明な場合，横ずれ断層は鉛直，逆断層および正断
層は 45°が基本とされる．これらを踏まえて，⻑さに対してずれのタイプ別の差異が⽣
じる理由を検討する． 

横ずれ断層タイプと逆断層タイプの差について，Mw が 0.14 ⼤きいと，地震モーメン
ト M0 と Mw の関係より，M0 が約 1.6 倍⼤きいことになる．剛性率とすべり量を同じと
仮定すると，M0 の差は断層幅の差となるので，地震発⽣層厚さが同じ場合，鉛直な断層
⾯に対して，断層幅が約 1.6 倍となるのは傾斜⾓がおよそ 40°の場合であり，レシピに
おける横ずれ断層および逆断層のモデル化と概ね整合する．⼀⽅，正断層の Mw が横ず
れ断層と同程度であることについて，正断層と逆断層の傾斜⾓が同程度とすれば断層⾯
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積も同程度となるので断層の形状の差では説明できない．よって，この相違は断層⾯積
と Mw の関係（第 4.1 図 a）の場合と同じく断層強度の違いに起因するものと解釈できる．
つまり，正断層は横ずれ断層と⽐較して，断層⾯積が⼤きい分地震規模は⼤きくなるも
のの，断層強度は⼩さい分地震規模は⼩さくなるため，結果的に両者の Mw は同程度と
なると考えられる．これらにより，ダミー変数の係数は，⼤まかな地下の断層形状を地
震規模に反映する値として断層の⼒学と断層形状に関する⼀般的な理解と整合するもの
である．したがって，本研究の重回帰式は，M0 の定義式に基づけば，「3 stage model」の
断層幅が飽和したStage 2 の中で断層のひずみ変化がずれのタイプごとに変わらないこと，
すなわち，断層⾯積と Mw の関係における回帰線の傾きがずれのタイプによらず等しく
なること（第 4.1 図 a）をずれのタイプを考慮することで取り込むことができたといえる． 

 

3.4.3. 検討結果 

以上より，本研究の重回帰式は，震源断層⻑さにずれのタイプを加えることで，⼤ま
かな地下の断層⾯の情報を地震規模評価へ反映できるものであり，断層⻑さのみに基づ
く場合よりも規模予測の精度向上が期待できる．これは，断層⾯の地下形状について，
定量的なデータが不⾜する場合の地震規模評価において，断層⾯積に基づく場合と断層
⻑さに基づく場合の中間的な性質のモデルとして有⽤である． 

 

4. 本研究の重回帰式とレシピの⽐較 

上述のとおり，本研究の重回帰式は，断層⾯積に基づく（ア）の⽅法（⼊倉・三宅式）お
よび断層⻑さに基づく（イ）の⽅法（松⽥式）の中間的な性質のモデルであり，これらを⽐
較するとともに，⼊倉・三宅式と松⽥式の相違を考察する． 

 

4.1. （ア）の⽅法（⼊倉・三宅式）との⽐較 

⼊倉・三宅式は，地震規模と断層⾯積の関係式であり，本研究の重回帰式と直接⽐較す
ることができない．そのため，⼊倉・三宅（2001）に⽰された飽和した断層幅の値（16.59 

km）を踏まえ，⼊倉・三宅式を震源断層⻑さ Lsub（km）と Mw の関係式に換算した． 

 

𝑀𝑤 ൌ 1.33 log 𝐿௦௨௕ ൅ 4.72      （4.5） 

 

第 4.4 図に本研究の重回帰式と換算した⼊倉・三宅式の⽐較を⽰す．⼊倉・三宅式（⿊
線）は，本研究における逆断層の重回帰式（⾚線）と横ずれ断層の重回帰式（緑線）の間
に位置する．また，⼊倉・三宅式の傾きは，本研究の重回帰式の傾きよりやや⼩さいこと
から，震源断層⻑さが⻑くなるにつれて横ずれ断層の重回帰式に近づく傾向があるといえ
る． 

このような傾向が認められる原因について，⼊倉・三宅式の算出に⽤いられた元の地震
データのずれのタイプを踏まえて考察を⾏った．⼊倉・三宅式に⽤いられた地震データの



 

 100 

ずれのタイプを整理したところ，震源断層⻑さが⻑い範囲（概ね 100 km 以上）の地震は横
ずれ断層のみである（第 4.5 図）．これより，⼊倉・三宅式は震源断層⻑さが短い範囲では
全てのずれのタイプの地震が混在しているため，逆断層と横ずれ断層の重回帰式の中間に
位置するものの，震源断層⻑さが⻑くなるにつれて，横ずれ断層タイプの影響が⼤きくな
ると考えられる．したがって，第 4.4 図で認められる本研究の重回帰式との関係は，⼊倉・
三宅式に⽤いられた地震データのずれのタイプを踏まえることで解釈できる． 

 

4.2. （イ）の⽅法（松⽥式）との⽐較 

松⽥式は，断層⻑さ 20km で MJ7.0（1931 年⻄埼⽟地震；第 4.1 表の No.5 の地震相当）
と断層⻑さ 80km で MJ8.0（1891 年濃尾地震相当）を結んだ経験式である．これらの地震は
横ずれタイプの地震であるので，松⽥式は横ずれ断層タイプの断層⻑さと地震規模を根拠
とした関係式といえる．ただし，松⽥式から求まる地震規模は MJ であることから，本研究
で⽤いた Mw と直接⽐較することができない．レシピを踏まえ，MJ と Mw の変換には武村
（1990）による関係式（（4.2）式）および Kanamori（1977）による M0（N・m）と Mw の
関係式（（4.6）式）を⽤いて，松⽥（1975）を断層⻑さ L（km）と Mw の関係式（（4.7）
式）に変換した． 

 

log 𝑀଴ ൌ 1.5𝑀𝑤 ൅ 9.1      （4.6） 

𝑀𝑤 ൌ 1.30 log 𝐿 ൅ 4.85      （4.7） 

 

第 4.6 図 a に本研究の重回帰式と武村（1990）によって変換した松⽥式の⽐較を⽰す．松
⽥式は横ずれ断層の関係式と上述したものの，本研究の逆断層の重回帰式と同程度となり，
横ずれ断層の重回帰式よりも地震モーメントとしては約 1.6 倍程度⼤きい．この差異を地
震規模の変換に起因するものと考え，MJ と M0 の関係を再検討することとした．武村（1990）
における MJ と M0 の関係は，主に 1980 年 6 ⽉〜7 ⽉と 1983 年 1 ⽉に伊⾖半島周辺で発⽣
した地震（MJ3.1〜6.7 の 22 個の地震）である．そこで，松⽥式が横ずれ断層の関係式であ
ることを踏まえ，最新のデータを⽤いるとともに，メカニズム解から横ずれタイプの地震
を抽出することで，横ずれタイプの地震を対象とした MJ と M0 の関係を検討することとし
た．検討にあたっては，防災科学技術研究所 F-net Project による広帯域地震波形を⽤いたメ
カニズム解析結果（防災科学技術研究所，2019）を⽤いた（第 4.7 図）．F-net による 1997

年 1 ⽉ 1 ⽇〜2018 年 12 ⽉ 31 ⽇までに国内で発⽣した 37009 個の地震のうち，松⽥（1975）
による経験式の変換を⾏うことを踏まえ，内陸地殻内地震であること（陸域周辺で発⽣し
た 20km 以浅の地震），横ずれタイプのメカニズム解であること（すべり⾓の絶対値が，0°
〜30°もしくは 150°〜180°である地震）を満たす 1046 個の地震データを抽出し（第 4.7

図における緑丸），回帰分析によって MJ と M0（N・m）の関係を推定した（第 4.8 図，（4.8）
式）．抽出した地震の規模は，MJ2.9〜7.3 であり，武村（1990）とほぼ同じ規模の範囲であ
る． 

 

log 𝑀଴ ൌ 1.21𝑀௃ ൅ 10.17      （4.8） 
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新たに求めた（4.8）式と M0 と Mw の関係式（（4.6）式）によって変換した松⽥式と本
研究の重回帰式の⽐較を第 4.6 図 b に⽰す．（4.8）式によって変換した松⽥式は，横ずれ断
層の重回帰式と概ね同程度となり，松⽥式が横ずれ断層タイプの地震に基づく関係式であ
ることと整合的な結果となる．松⽥式のデータセットは，地表地震断層⻑さと震源断層⻑
さが混在しているものの，本研究における横ずれ断層の重回帰式と整合的な結果を⽰すこ
とから，武村（1998）が述べるとおり松⽥式は震源断層⻑さと地震規模の関係を表すと考
えられる． 

また，横ずれタイプの地震と同様に，他のタイプの MJ と M0 の関係について検討した結
果を第 4.9 図に⽰す．正断層タイプ，逆断層タイプおよび全タイプの回帰式は，それぞれ
（4.9）式，（4.10）式および（4.11）式のとおりである．横ずれタイプの MJ と M0 の関係（第
4.8 図）では，規模が⼤きな地震も単回帰式付近に分布する．⼀⽅，正断層タイプや逆断層
タイプの地震の場合（第 4.9 図），規模が⼤きいものは単回帰式よりも Mw が⼤きい側に分
布する傾向が認められる．こうした傾向の違いは，MJ と M0 の関係がずれのタイプ別に異
なる可能性を⽰唆するものである．したがって，横ずれ断層の関係式である松⽥式の変換
において，ずれのタイプを分けた横ずれ断層タイプの MJ と M0 の関係を⽤いることを⽀持
する結果といえる． 

 

log 𝑀଴ ൌ 1.11𝑀௃ ൅ 10.65      （4.9） 

log 𝑀଴ ൌ 1.25𝑀௃ ൅ 9.92      （ 4.10） 

log 𝑀଴ ൌ 1.20𝑀௃ ൅ 10.22      （ 4.11） 

 

5. 本検討を踏まえた震源特性モデルの設定 

以下では，上述した震源断層を特定した地震における規模評価⼿法を踏まえた震源特性モ
デルの規模評価⼿法を検討する． 

第 2 章で述べたとおり，地震本部（2020）による全国地震動予測地図において，地震規模
評価は基本的に松⽥式および武村（1990）が⽤いられている．また，中央構造線断層帯のよ
うな複数のセグメントを有する断層帯における地震規模評価において，単独の場合は松⽥式
と武村（1990）を⽤いるものの，連動して破壊する場合は連動する区間の全⾯積に基づいて
3 ステージ式によって地震規模が算定されている． 

四国地域には，⽇本でも有数の⻑⼤断層である中央構造線断層帯が横断するが，中央構造
線断層帯の傾斜⾓は⾼⾓（鉛直 90°）の場合と中⾓（北傾斜 40°）の場合が併記されており
（地震本部，2017），全国地震動予測地図でも断層形状の不確かさが考慮されている．このた
め，断層形状の違いを地震ハザード評価に反映できる断層⾯積に基づく⽅法から地震規模を
想定できることが望ましい．⼀⽅，四国地域において，中央構造線断層帯以外の活断層の中
には⼗分な調査が⾏われいない断層も含まれる．これらの断層の⾯積の設定に関わるパラメ
ータのばらつきや不確実性があることを踏まえると，断層⻑さに基づく⽅法でも地震規模を
算定し，不確かさを考慮すべきと考えられる．さらに，地震本部（2020）のように，単独で
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破壊する場合と連動して破壊する場合で規模予測式を使い分けることに合理性は⾒出し難い． 

したがって，本研究における震源特性モデルとしては，単独もしくは連動に関わらず，断
層⻑さと断層⾯積に基づくそれぞれの⽅法によって地震規模を評価した地震ハザード評価を
⾏うこととする．断層⻑さに基づく⽅法としては，本研究の重回帰式を⽤いる．本研究の重
回帰式は断層⻑さに基づく⽅法と断層⾯積に基づく⽅法の中間的な性質のモデルであるが，
地震ハザード評価上は，断層⻑さにずれのタイプを加えることで，定性的な断層形状を規模
評価に取り込めるものであることから，断層⻑さに基づく⽅法の⾼度化に位置付けられるも
のである．⼀⽅，断層⾯積に基づく⽅法としては，レシピと同様に 3 ステージ式を⽤いる．
この時，伊⽅ SSHAC プロジェクト（⻲⽥ほか，2020）による最新の検討も踏まえ，地震規模
の算定には地表までの断層破壊領域の⾯積を⽤いることとした．また，地震動評価について
も伊⽅ SSHAC プロジェクトと同様に，地震発⽣層上端を踏まえた震源断層⾯を⽤いることと
した． 

さらに，レシピでは連動して破壊した場合でも個々のセグメントの変位量は⼀定とする「カ
スケード地震モデル」の適合がよいとする事例を参照しつつ，その適⽤性は今後の研究課題
としている．これを踏まえ，本研究においても全⾯積もしくは全⻑を⽤いる「スケーリング
地震モデル」の場合と「カスケード地震モデル」の場合を検討する． 

以上より，本研究においては，規模評価⼿法として 4 つのパターン（第 4.5 表）を考慮し
て地震本部の震源特性モデルとの⽐較を⾏うこととする． 

 

6. まとめ 

本研究では，断層⾯積に基づく⽅法と断層⻑さに基づく⽅法の中間的な性質のモデルとし
て，震源断層⻑さとずれのタイプに基づく重回帰分析によって地震規模予測式を考案した．
本研究の重回帰式の係数は，⼤まかな地下の断層⾯の情報を地震規模評価へ反映するものと
して，断層の⼒学と断層形状に関する⼀般的な理解とも整合する． 

また，本研究の重回帰式と⼊倉・三宅式を⽐較した結果，⼊倉・三宅式は逆断層と横ずれ
断層の重回帰式の間に位置することが明らかとなった．この関係は，⼊倉・三宅式の元とな
る地震データのずれのタイプを踏まえることで説明できる．⼀⽅，本研究で再検討した MJ

と Mw の関係に基づく松⽥式は，横ずれ断層の重回帰式と概ね⼀致した．これは，松⽥式が
横ずれ断層による 2 つの地震に基づく経験式であることと整合的である．これにより，本研
究の重回帰式は，⼊倉・三宅式と松⽥式をずれのタイプを考慮することで結びつけたことに
なる．つまり，レシピにおける（ア）と（イ）の⽅法の差は，地下の断層⾯の形状の考慮の
程度等に由来するものであり，地震のスケーリング則が異なるわけではないといえる．本研
究の重回帰式は，レシピにおける（ア）と（イ）の⽅法の差を埋める中間的な性質のモデル
として有⽤であると考える． 

地震ハザード評価上，本研究の重回帰式は断層⻑さにずれのタイプを加えることで定性的
な断層形状を反映するものであるから，断層⻑さに基づく⽅法の⾼度化に位置付けることが
できる．また，中央構造線断層帯の傾斜⾓が⾼⾓の場合と中⾓の場合があることを踏まえる
と，四国地域における地震ハザード評価の不確かさを考慮する上では，断層⾯積に基づく⽅
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法（3 ステージ式）でも規模を評価することが望ましい．さらに，中央構造線断層帯のよう
な複数のセグメントを有する断層帯の連動時の規模評価として，スケーリング地震モデルと
カスケード地震モデルの両⽅を考慮することとした．これらの震源特性モデルに基づく地震
ハザード評価については，第 6 章で述べる．  
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第 4.1 表 検討に⽤いた地震データ 
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第 4.2 表 断層⾯積 S および震源断層⻑さ Lsub と Mw の単回帰分析結果 
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第 4.3 表 重回帰分析での断層のずれのタイプを表すダミー変数 
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第 4.4 表 震源断層⻑さ Lsub とずれのタイプを⽤いた Mw の重回帰分析結果 
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第 4.5 表 本研究において考慮する規模評価⼿法 
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第 4.1 図 単回帰分析による断層⾯積 S および震源断層⻑さ Lsub と Mw の関係． 

(a) 断層⾯積 S と Mw の関係．(b) 震源断層⻑さ Lsub と Mw の関係．断層のずれのタ
イプ別および全データを⽤いた回帰直線を⾊別で表⽰．  
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第 4.2 図 断層のずれのタイプ別の震源断層⻑さ Lsub と断層幅 W の関係． 
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第 4.3 図 重回帰分析による震源断層⻑さ Lsub と Mw の関係． 

断層のずれのタイプ別に重回帰直線を⾊別で表⽰． 
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第 4.4 図 本研究の断層のずれのタイプ別の重回帰式と⼊倉・三宅式の⽐較． 

⼊倉・三宅式は飽和した断層幅 W の値を踏まえて震源断層⻑さ Lsub と Mw の関係に
換算． 
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第 4.5 図 震源断層⻑さ Lsub と Mw の関係に換算した⼊倉・三宅式と元データ 

⼊倉・三宅式は，飽和した断層幅 W の値を踏まえて換算．⼊倉・三宅式の元データ
は，断層のずれのタイプ別に表⽰． 
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第 4.6 図 本研究の断層のずれのタイプ別の重回帰式と松⽥式の⽐較． 

(a) 武村（1990）の回帰式で MJ を Mw に変換した場合．(b) 本研究の回帰式で MJ

を Mw に変換した場合．  
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第 4.7 図 MJ と Mw の単回帰分析に⽤いた震源データの震央分布． 

F-net（1997/01/01 ‒ 2018/12/31）による約 37000 個の地震（灰⾊）のうち，約 1040

個の地震（緑⾊）を回帰分析に使⽤． 
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第 4.8 図 F-net を⽤いた MJ と Mw の関係． 

緑線は本研究の回帰式の直線，⿊線は武村(1990)による回帰式の直線，⿊破線は MJ = 

Mw の補助線を表⽰． 
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第 4.9 図 ずれのタイプ別の MJ と Mw の関係． 

⿊線は武村(1990)による回帰式の直線，⿊破線は MJ = Mw の補助線を表⽰．(a) ⻘線
は本研究の正断層タイプの回帰式の直線．(b) ⾚線は本研究の逆断層タイプの回帰式
の直線．(c) 緑線は本研究の横ずれ断層タイプの回帰式の直線（第 4.8 図と同じ）．(d) 

桃⾊線は本研究の全震源データを⽤いた回帰式の直線． 
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第 5 章 定量的かつ客観的な地震地体構造区分⼿法の検討 

 

1. はじめに 

⽇本では 1995 年の兵庫県南部地震（Mw6.9）の発⽣をきっかけに地震調査研究推進本部が
設置され，地震の被害の軽減のために，地震の調査や研究の推進およびその成果の普及が⾏
われている．その 1 つとして国⺠の防災意識の向上等を⽬的とした全国地震動予測地図（例
えば，地震調査研究推進本部地震調査委員会（以後，「地震本部」という），2020）がある．
この中で，内陸地殻内地震は 2 つの地震タイプとして考慮される．1 つ⽬は特定の活断層で
発⽣する「震源を特定した地震」である．もう 1 つは地震発⽣前には発⽣源である活断層が
認定されておらず，位置や規模の特定が困難な「震源を予め特定しにくい地震」である．後
者は，事前に個別の発⽣場所，地震規模，発⽣確率を特定することが困難なため，地震群と
しての特徴を統計的なモデルで取り扱うことで評価される． 

このとき，観測された震源データから地震群を定義するにあたっては，地震地体構造に基
づき，地震活動の特徴が類似すると考えられる地域に区分したモデルの設定等が必要となる．
区分内の地震活動に基づき，規模別地震頻度分布から想定される Gutenberg-Richter 則（以後，
「G-R 則」という）の係数（a 値と b 値）が求められる．この係数と区分内で発⽣し得る最⼤
規模地震から，⽣じうる地震動の強さやその確率を評価した地震ハザードが算定される．し
たがって，地震地体構造をどのように区分するかは地震ハザード評価において重要な課題と
なる．ここで地震地体構造とは，地体構造に共通点をもつ地域は地震の起こり⽅も共通する
という概念である（萩原編，1991）． 

地震本部（2014）による内陸地殻内地震の震源を予め特定しにくい地震の発⽣頻度の評価
では，3 つの⽅法を平均して地震ハザードが評価されている．このように 3 つの⽅法が⽤い
られていることは，地震地体構造を区分するか否か，区分する場合の形状等の不確かさが⼤
きく，算定される発⽣頻度がばらつく可能性があることを意味する．また，既存の地震地体
構造区分の境界設定には任意性が残るとの指摘（⻲⽥ほか，2020）もあることから，定量的
な地震地体構造区分を⾏うことは地震ハザード評価の信頼性向上に繋がる． 

そこで，本研究では，統計的な観点に基づく地震地体構造の区分⽅法を検討するとともに，
地震本部の⽅法と⽐較することで区分⽅法の妥当性や地震ハザード評価に与える影響を検討
する．また，考案した定量的かつ客観的な地震地体構造区分⼿法を踏まえた地震ハザード評
価における震源断層を予め特定しにくい地震の震源特性モデルについても検討する． 

 

2. 国内における既存の地震地体構造区分に関する知⾒ 

⽇本ではこれまでに多数の地震地体構造区分が提案されている．Omote et al.（1980）は原
⼦⼒発電所の設計に⽤いるため，⽇本列島周辺の地体構造を地震活動に基づいて区分し，想
定される最⼤地震規模を⽰した．松⽥（1990）は，その地域で起こりうる最⼤地震規模の地
域差を量的に表現するために，島弧系における位置や歴史地震の規模，活断層の分布等に基
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づいて区分を⾏った．区分内で⼤きな断層⻑さを持つ活断層は特定断層として別途考慮して
いる．萩原編（1991）は，実⽤的な区分図を作成するためには多くの地質学的・地球物理学
的現象の量的総合評価によって地震地体構造区分が⾏われるべきとした．活断層と第四紀テ
クトニクスによる区分を基本に，重⼒の短波⻑ブーゲ異常分布，震源メカニズム，キュリー
点深度等による地球物理学的諸量の知⾒も加えた区分を提案した．活断層研究会編（1991）
は，活断層とその諸属性の分布がつくる地域性は第四紀テクトニクス・地震テクトニクス等
と深く関わっていることを踏まえ，活断層の密度，⻑さ，⾛向，断層型，⽔平最⼤圧⼒⽅位
等に基づいて区分を⾏った．また，フォッサマグマ⻄縁，敦賀湾―伊勢湾地帯，中央構造線
地帯の 3 つを境界として指定するとともに，⼗分な活断層資料のない地域においては，地形
や第四紀地殻変動等を踏まえて境界を設定している．垣⾒ほか（2003）は，⽇本列島の各地
域で予想すべき最⼤地震規模を⽰すこと，地震活動が共通とみなせる地域を地学的根拠に基
づいて区分することを⽬的として区分を⾏った．境界の設定⽅法としては，地殻内地震の規
模の地域差を重視し，千島弧や東北⽇本弧など⼤地形を踏まえた島弧内を島弧外帯，島弧内
帯等に細分した．さらに，活断層の分布や断層タイプ，地震の密度，発⽣機構等に顕著な差
がある場合や⼤地震の発⽣域として区分できる場合，異なる最⼤地震規模を与える必要があ
る場合等は亜区を設定している．これらの地震地体構造区分の事例は，中央構造線等の特定
の断層が境界を担うと評価している点が共通する． 

また，近年では，全国を網羅していないものの，地震本部（2013；2014；2016）による地
域評価や，定量的かつ客観的な区分図の構築を試みた Kumamoto et al.（2016）が公表されて
いる．地域評価（地震本部，2013；2014；2016）では，短期間で変化することのない，活断
層の分布・特徴，これを形成した要因となる地質，地下 構造等の特性や地震活動等を考慮し
た各地域内の区分が⽰されている． 

様々な地震地体構造区分が⽰される中，全国地震動予測地図（地震本部，2014）では，垣
⾒ほか（2003）に基づいた地震地体構造区分を基にした地域区分（以後，「地域区分する⽅法」
という）が採⽤されている．また，地震発⽣頻度の局所的な地域変化を取り⼊れるために
smoothed seismicity の考え⽅（Frankel, 1995）に従った⽅法（以後，「地域区分しない⽅法」と
いう）も併⽤されている．この考え⽅は，地震地体構造が不明確な⽶国中東部において，『過
去に地震が多く発⽣した地域では将来も地震が多く発⽣する』と仮定することで地震地体構
造を区分せずに機械的に地震活動をモデル化しようとしたものである．さらに，得られてい
る地震カタログの期間が限られていること等を勘案し，より⼤きな地域を⽤いて空間的に平
均化した地震発⽣頻度を考慮する⽅法（以後，「⼤領域を⽤いる⽅法」という）が新たに追加
された．「⼤領域を⽤いる⽅法」は，局所的な活動に過度に影響されることを防ぐため，「地
域区分する⽅法」の区分を基にして⼤領域に統合したモデルである．これは，「地域区分する
⽅法」では陸域の地域の⾯積が海域に対して⽐較的⼩さいことに加え，観測データが得られ
ている期間が陸域の浅い地震の平均的な発⽣間隔と⽐較して短く，今後，地震活動が活発化
もしくは静穏化する可能性もあることを踏まえたものである．統合にあたっては，⽷⿂川―
静岡構造線を境として，⽇本陸域を東と⻄に⼤きく⼆分している．なお，最新の全国地震動
予測地図（地震本部，2020）では，2016 年に発⽣した福島県沖の地震(Mw6.9)等を踏まえ，
地域区分する⽅法の区分や境界設定が⼀部⾒直されている． 
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3. 定量的な地震地体構造の区分⽅法と⽤いるデータ 

3.1. 区分⽅法 

本研究では，境界を担う断層の認定や取り扱いなど，既存の地震地体構造区分の境界設
定には任意性が残るとの指摘（⻲⽥ほか，2020）も踏まえ，定量的かつ客観的に地震地体
構造を区分する⽅法を検討した．本研究における地震地体構造区分は，地震ハザード評価
の中で，特に震源を予め特定しにくい地震の発⽣頻度で活⽤することを念頭に地震発⽣の
特徴が類似すると考えられる地域を区分することとした． 

分析にあたって，Kumamoto et al.（2016）の考え⽅を参照しつつ，活構造の連続性や現在
の地震テクトニクスも分析に取り込むため，断層の⾛向データや測地データを加え，新た
に主成分分析とクラスター分析を⾏った．分析では対象地域を約 15〜20km 程度の地震発
⽣層厚さ相当となる 0.15 度のメッシュに分割した．これによって，全国を網羅した地震地
体構造が類似する地域の統計的な区分を試みた． 

ここで，主成分分析とは，多くの説明変数の相関関係に着⽬し，できるだけ情報の損失
を⼩さくしつつ，少数の合成変数（主成分）に要約する分析⼿法である．主成分分析にお
いて，主成分が元の説明変数をどの程度要約しているかの指標となる固有値が 1 よりも⼩
さい場合，その主成分は元の説明変数よりも価値が低いとみなすことができる（Hans, 2003）．
⼀⽅，クラスター分析とは，データ同⼠の類似性を距離に置き換え，グルーピングするこ
とによってデータの特徴を捉えようとする分析⼿法である．これらを組み合わせることに
よって，地震地体構造を表す変数として要約した主成分をグルーピングすることで地震地
体構造が類似する地域に区分できると考えた．以上を踏まえ，固有値が 1 以上となる主成
分を⾮階層型の k-means 法によるクラスター分析で区分した．なお，主成分分析の実施に
あたっては，パラメータの単位が異なることから，それぞれのパラメータを標準化（平均
値を差し引いて標準偏差で除算）した後に分析を⾏った（Hans, 2003）．これらの分析には
統計分析ソフト「R」を⽤いた． 

また，区分にあたり，「⼤領域を⽤いる⽅法」のように地質・地質構造やテクトニクスセ
ッティングが⼤きく異なる東北⽇本と⻄南⽇本に分けた上で分析を⾏った．東北⽇本と⻄
南⽇本の境界は，「⼤領域を⽤いる⽅法」も参考に⽷⿂川―静岡構造線の通過位置を基準と
した． 

 

3.2. ⽤いるデータ 

上述した既存の地震地体構造区分に関する知⾒で⽤いられた地震地体構造に関連するデ
ータも踏まえ，分析には以下に⽰す 6 つのデータを⽤いた．なお，上述したとおり，既存
の地震地体構造区分の事例では，地震活動も踏まえた区分がなされている．しかしながら，
⽐較的短期間の観測データに限られており，必ずしも普遍的な地震活動度を捉えていると
はいえない（萩原編，1991）．そこで，観測された震源分布の平⾯的な密度や規模の情報は
区分には⽤いないこととした． 
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3.2.1. 活断層データ 

活断層データは第四紀後期の応⼒場の⽅向や強さ等の地域性を反映するデータである
とともに，歴史地震や観測地震を補完する古地震としてのデータの側⾯ももつ（活断層
研究会編，1991）．活断層の情報としては年あたりの地震モーメント放出率（以後，「M0 rate」
という）および⾛向データをパラメータとした． 

 

(1) 年あたりの地震モーメント放出率（M0 rate） 

活断層からの M0 rate のパラメータ化にあたっては，防災科学技術研究所による地震ハ
ザードステーションによる震源断層モデルの位置・形状，地震規模 Mw および平均活動
間隔を⽤いて以下に⽰す（5.1）式および（5.2）式から M0 rate を算出した．震源断層モ
デルごとに M0 rate を算出した上で，震源断層モデルが通過するメッシュとその周辺のメ
ッシュに対し，ガウシアンフィルタによって M0 rate を割り振ることで各メッシュのパラ
メータとした（第 5.1 図 a）． 

 

log 𝑀଴ ൌ 1.5𝑀𝑤 ൅ 9.1      （5.1） 

𝑀଴ 𝑟𝑎𝑡𝑒 ൌ 𝑀଴ / 𝑅𝐼      （5.2） 

𝑀𝑤 ：モーメントマグニチュード 

𝑀଴ ：地震モーメント（Nm） 

𝑅𝐼 ：平均活動間隔（年） 

 

(2) ⾛向データ 

活断層の⾛向データは，⼤局的に東⻄圧縮場である⽇本において活断層が分布する地
域のずれのタイプ等を規定するパラメータとなる．分析には，活断層詳細デジタルマッ
プ（中⽥・今泉編，2002）に基づく詳細な活断層分布を直線で近似したモデル（沖野・
隈元，2007）の⾛向データから，各メッシュ内に位置する活断層の⾛向の最頻値を代表
的な⾛向の値（0°〜360°）として⽤いた（第 5.1 図 b）． 

また，分析においては，主成分分析結果の解釈の容易さ等も勘案し，⾛向の余⾓の正
弦および余弦の絶対値をそれぞれ南北成分，東⻄成分の卓越度を表すパラメータとして
⽤いることとした．なお，活断層が分布しないメッシュの値は-1 とした． 

 

3.2.2. 地震発⽣層下端 

地震発⽣層下端としては，各メッシュ内に含まれる震源データに基づき，浅部から深
部に向かう⽅向における累積地震数の 90%が⼊る深度を算出した．メッシュ内の地震活
動が低調な場合は周辺のメッシュの地震発⽣層下端から補間して設定した（第 5.1 図 c）．
なお，⼤地震の発⽣前に微⼩地震活動等から推定される地震発⽣層下端は過⼩評価とな
る可能性も指摘されているものの（例えば，藤原ほか，2019），地震発⽣層下端の地域性



 

 124 

の相対的な傾向を把握する観点から，分析上は影響しないと判断した． 

震源データは，1997 年 10 ⽉ 1 ⽇〜2020 年 9 ⽉ 30 ⽇までに発⽣した深さ 20km 以浅の
地震データを⽤いた．2018 年までの地震データは気象庁⼀元化震源，それ以降のデータ
は防災科学技術研究所 Hi-net によるデータである．なお，2018 年北海道胆振東部地震
（Mw6.6）は深度約 35km 程度で発⽣したとされる（地震本部，2018）．全国⼀律を対象
に分析を実施するという観点に加え，この地震が発⽣した地域は別途モデル化すること
が検討されるなど（森川ほか，2019），特殊な地域性で⽣じた地震であることも勘案し，
20km 以浅で発⽣する地震を評価対象とした． 

 

3.2.3. 重⼒異常 

地下の物質の⾮⼀様性を⽰すブーゲ重⼒異常は，地下構造を反映するパラメータであ
り，⽔平微分や鉛直⼆次微分によるフィルタリングを⾏うことで，断層等の構造境界の
抽出に利⽤されてきた（地質調査総合センター編，2013）．ここでは，まず，⽇本重⼒デ
ータベース（地質調査総合センター編，2013）による仮定密度 2.67g/cm3 のブーゲ重⼒異
常値から，着⽬点の上下左右 500m の間隔で隣接する 4 地点の値を⽤いた（5.3）式によ
り⽔平⼀次微分を重⼒異常の傾斜値として算出した．分析に⽤いるパラメータとしては，
メッシュ内に含まれる傾斜値の平均値を各メッシュのブーゲ重⼒異常の傾斜値とした
（第 5.1 図 d）． 

 

 

𝐺 ൌ ටቀ
௓೔శభ,ೕି௓೔షభ,ೕ

ଶௗ
ቁ

ଶ
൅ ቀ

ሺ௓೔,ೕశభି௓೔,ೕషభሻ

ଶௗ
ቁ

ଶ
    （5.3） 

𝐺 ：ある着目地点（i，j）におけるブーゲ重力異常の傾斜値 

𝑍௜,௝ ：傾斜値𝐺を算定する地点のブーゲ異常値 

𝑑 ：地点間の距離（500m） 

 

3.2.4. 測地データ 

国⼟地理院の GNSS 連続観測網（GNSS Earth Observation NETwork System，「以後，
GEONET」という．）が 1996 年以降運⽤され，GEONET は地震に関する基盤的調査観測
として位置付けられ多くの研究成果をもたらしている（⻄村，2017）．こうした測地デー
タによるひずみ速度は内陸地震の発⽣頻度に関係するとされ（例えば，⻄村，2017），現
在の地震テクトニクスを反映するパラメータである．測地データとしては，河村ほか
（2010；2011）による地殻変動の値を⽤いた．河村ほか（2010；2011）は，物理指標間
の時空間関係や統計的アプローチという観点から，各種地球科学データをグリッド形式
で整備した地殻活動総合相関評価システムを構築し整備したデータを公開している（⼭
岡 HP）．このうち，⽐較的⼤地震が少なかった 2008 年 7 ⽉から 2010 年 6 ⽉までの 2 年
間のひずみ分布のうち，最⼤せん断ひずみ速度と縮みの主軸の⽅位を⽤いた（第 5.1 図 e，
f）．このデータは観測点の変位データから異常値を除去した上で作成されたものである．
なお，地殻活動総合相関評価システムでは 0.2 度メッシュでデータが整備されているこ
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とから，本研究における 0.15 度メッシュにデータを与える際は，各メッシュの中⼼に最
も近い値を採⽤することとした．また，縮みの主軸⽅位のデータ（0°〜180°）につい
ても，活断層の⾛向と同様に余⾓の正弦および余弦の値でパラメータ化した． 

 

4. 分析結果 

4.1. 主成分分析結果 

上述した 6 つのデータ（⼊⼒パラメータとしては 8 つ）を⽤いた主成分分析結果を第 5.2

図に⽰す．東⽇本，⻄⽇本ともに主成分の固有値が 1 以上となるのは第 3 主成分までであ
る．それぞれの第 1〜第 3 主成分の主成分得点を第 5.3 図に⽰す．各主成分の主成分得点に
おいて，⽐較的⼤きな相関を⽰す項⽬は東⽇本および⻄⽇本で共通する． 

まず，第 1 主成分は，活断層の M0 rate と⾛向（正弦および余弦）と⾼い正の相関をもつ
ことから（第 5.3 図左），変動地形学・地震学的な観点による過去数万〜数⼗万年スケール
での地殻構造特性を表すと解釈できる．第 1 主成分得点が⼤きい地域は活断層が卓越する
地域と対応すると⾔える． 

次に，第 2 主成分は，縮みの主軸⽅位（正弦および余弦）と⾼い相関をもつことから（第
5.3 図中），測地学的な観点による数年〜数⼗年スケールの地殻構造特性を表すと考えられ
る．第 2 主成分得点が⼤きな地域は縮みの主軸⽅位が南北⽅向に卓越する． 

最後に，第 3 主成分は，島弧地殻の強度のある種の指標とされる地震発⽣層下端（⻑⾕
川ほか，2012），構造境界等を表す重⼒異常の傾斜値，プレート運動に伴う最⼤せん断ひず
み速度と⾼い相関をもつ（第 5.3 図右）．これを踏まえ，⼤局的な地質構造やテクトニクス
セッティングを反映する地質学・構造地質学的な観点での数⼗万年〜数百万年スケールで
の地殻構造特性を表すものと判断した．重⼒異常の傾斜値と最⼤せん断ひずみ速度とは負
の相関であることから，第 3 主成分得点が⼤きな地域は⽐較的均⼀な密度構造を有し，ひ
ずみの蓄積が⼩さいと⾔える．また，地震発⽣層下端との相関より，東⽇本では地震発⽣
層下端が浅い地域，⻄⽇本では地震発⽣層下端が深い地域において第 3 主成分得点が⼤き
くなる．各主成分得点を第 5.4 図に⽰す． 

 

4.2. クラスター分析結果 

各メッシュの位置の連坦性の情報は⽤いずに主成分分析結果のみを基に，k-means 法を⽤
いたクラスター分析によって東⻄⽇本をそれぞれ 5 つのクラスターに区分した（第 5.5 図 a）．
また，クラスターごとの主成分得点の平均値を第 5.6 図に⽰す．第 5.6 図には東⻄⽇本それ
ぞれの第 1〜第 3 主成分の標準偏差も⽰す． 

主成分得点の平均値の絶対値が⼤きいほど，その主成分の地殻構造特性を有するメッシ
ュが区分されていると考えられる．例えば，第 1 主成分（変動地形学・地震学的な地殻構
造特性）の平均値が⼤きい E2，W8，W10 は活断層が卓越する地域，平均値が⼩さい W7

は活断層が分布しないもしくはまばらな地域といえる（第 5.5 図 b）．また，第 2 主成分（測
地学的な地殻構造特性）については，平均値が⼤きな E5 は南北⽅向の縮みが卓越する地域，
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平均値が⼩さい W9 は東⻄⽅向の縮みが卓越する地域と考えられる．第 3 主成分（地質学・
構造地質学的な地殻構造特性）では，平均値が⼩さい E1，W6，W10 は，いずれも最⼤せ
ん断ひずみ速度が⼤きく，⽐較的複雑な密度構造を有する地域である．また，E1 には地震
発⽣層下端が深い地域，W6，W10 には浅い地域が区分されている． 

したがって，E1，W6 は主に地質学・構造地質学的な⻑期の地殻構造特性，E2，W7，
W8 は変動地形学・地震学的な⽐較的⻑期の地殻構造特性，E5，W9 は測地学的な短期の地
殻構造特性，W10 は変動地形学・地震学的かつ地質学・構造地質学的な地殻構造特性に基
づくクラスターといえる．また，E3 および E4 は第 1 と第 2 主成分の平均値は類似するも
のの，第 3 主成分（地質学・構造地質学的な地殻構造特性）によって両者が区分されてい
る． 

 

5. 考察 

上述のとおり，本研究の区分は，3 つの地殻構造特性に基づいて地震地体構造を統計学的
に区分したものである．ここでは，地震本部が⽤いる 3 つの⽅法（地震本部，2014）と⽐較
することで，本研究の区分⽅法の妥当性および地震ハザード評価への影響について検討する． 

 

5.1. 地震本部の⽅法との⽐較 

本来は地震地体構造区分の妥当性は⻑期間の地震活動によって検証することが望ましい．
ただし，⽐較的短期間の観測データに限られる現状ではこうした検証を⾏うことは困難で
ある．⼀⽅，地震地体構造区分の境界設定の任意性の影響を評価することは地震ハザード
評価の信頼性向上に資する．これを踏まえ，地震本部が震源を予め特定しにくい地震の評
価で⽤いる 3 つの⽅法と⽐較することで，本研究の区分⽅法を地震ハザード評価で⽤いる
ことの妥当性を検討する． 

まず，本研究の区分⽅法と「地域区分する⽅法」を⽐較すると，「地域区分する⽅法」の
地域の境界と本研究の区分⽅法によるクラスターの境界はおおまかには対応する（第 5.5

図 c）．⼀⽅，同⼀のクラスターとして地震地体構造が類似すると分類されるものの，平⾯
的に連続しないメッシュが存在する点が本研究の区分⽅法の特徴である． 

他の特徴としては，「地域区分する⽅法」では，既存の区分図と同様に特定の断層が地震
地体構造の境界を担うように区分されているものの，本研究の区分⽅法では活断層分布域
はその周囲とは異なるクラスターとして分類される点がある．これは活断層を境とする地
震地体構造の変化に加え，活断層がその境界を担うわけではなく，活断層近傍域は周囲と
は異なる地震地体構造であることを⽰唆するものである．東⽇本と⻄⽇本の活断層分布域
はそれぞれ E2 と W8，さらに⻄⽇本では既存の区分図でも特定断層とされた中央構造線付
近が独⽴した W10 として分類される．活断層の中でも中央構造線付近がさらに区分される
ことは，成熟した特 A 級の中央構造線断層帯周辺は広域的な歪み解放を効率良く⾏うため，
その他の地域の主要活断層に⽐べて周囲の⼩規模な断層が少ないとした考え⽅（例えば，
遠⽥，2013）とも調和する． 

また，東北⽇本の⽇本海側は「地域区分する⽅法」の地域 8 に属するが，地域 8 中の⻄
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側には第 3 主成分（地質学・構造地質学的な地殻構造特性）の平均値が⼤きい E3，東側に
は活断層分布域である E2 が分布する．ここで，東北⽇本において，新第三紀以降の⽔平短
縮速度を推定した佐藤（1989）は，⽇本海沿岸地域ほど歪速度が⼤きいことを⽰している．
これに対し，過去数⼗万年の断層運動から推定される地殻の⽔平⽅向の歪速度を推定した
野原ほか（2000）は⽇本海側よりも奥⽻⼭脈沿いの歪速度が⼤きいとした．野原ほか（2000）
はこの原因として，新第三紀から第四紀前半は⽇本海沿岸地域での褶曲活動が活発であっ
たのに対し，最近数⼗万年間はその東側の奥⽻⼭脈沿いで断層活動が活発になった可能性
を挙げている．つまり，地域 8 は 1 つの地体構造とみなされているものの，最近数⼗万間
のテクトニクスの変化から，地域内をさらに細分できると考えられる．したがって，3 つ
の異なる時間スケールを有する地殻構造特性に基づいて地震地体構造を区分したことから，
野原ほか（2000）が指摘するようなテクトニクスの変化も区分結果に反映されていると解
釈できる． 

なお，東⽇本のうち，測地学的な短期の地殻構造特性を反映する E5 に区分されるメッシ
ュは異なる「地域区分する⽅法」の地域（地域 7 と 9）を横断して分布したり，ある地域
内（地域 8）の⼀部に局所的に分布したりする．ここで，鷺⾕（2009）は 100 年以上にわ
たって蓄積されてきた三⾓測量に基づく地殻変動の特徴の多くは GNSS データから得られ
た結果と整合的としている．また，三⾓測量では東北地⽅で南北伸張の歪み場が得られる
など，両者には異なる点もあると述べ，⾷い違いが⽣じる理由について，統⼀的な解釈を
得るには⾄っていないとしている．つまり，GNSS データは⼤局的には現在の地震テクト
ニクスを反映するパラメータとなるものの，分析時のバイアスとなる可能性に留意が必要
である．⼀⽅，東北地⽅太平洋沖地震による広域な応⼒変化や内陸活断層の余震は数⼗年
オーダーで続くとの指摘（例えば，遠⽥，2020）等を踏まえると，今後数⼗年間の地震ハ
ザードを評価する上で現在の応⼒場等を評価に反映すべきとも考えられる．この点におい
て，測地データは網羅的かつ広域な現在の状態を表す指標として期待できる．本研究の区
分結果が「地域区分する⽅法」とおおまかには対応することも踏まえると，測地データを
分析に⽤いることは有⽤と考えられる． 

上述のとおり，本研究の区分と「地域区分する⽅法」の区分の境界は，⼤局的な観点で
は概ね対応しており，本研究の区分⽅法は地震地体構造が類似する地域を定量的に区分し
ていると考えられる．これは定性的な専⾨家判断による境界設定の妥当性を客観的に裏付
けるものと⾔い換えることもできる． 

次に，「⼤領域を⽤いる⽅法」は，上述のとおり，⽇本陸域を東と⻄に⼤きく⼆分したも
のであり，「地域区分する⽅法」の区分と境界位置は同じである．「地域区分する⽅法」で
は⽇本陸域を東⽇本で 11 地域，⻄⽇本で 12 地域に区分しているが，「⼤領域を⽤いる⽅法」
はそれらをそれぞれ 1 つに統合している．⼀⽅，本研究の区分⽅法では，解釈の容易さ等
を踏まえ，試⾏錯誤的に東⻄⽇本でそれぞれ 5 つのクラスターに区分した．したがって，
本研究の区分⽅法は，「地域区分する⽅法」と「⼤領域を⽤いる⽅法」の中間的な⾯積の地
域を考慮したモデルとなっている．なお，本研究では「⼤領域を⽤いる⽅法」のように⼤
局的なテクトニクスセッティングの違いを踏まえ，⽷⿂川―静岡構造線を境とした．境界
を設けない場合には，⽷⿂川―静岡構造線付近の地震ハザードが変わる可能性があること
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に留意が必要である． 

最後に，「地域区分しない⽅法」の特徴は，地震地体構造を区分せずに単位⾯積あたりの
地震活動から発⽣頻度をモデル化する⽅法であり，局所的な地震活動の変化を反映できる
点にある．ただし，震源データが得られている期間が短い現状では，局所的・⼀時的な活
動の影響を過度に受けるおそれが特にある⽅法である．⼀⽅，本研究の区分⽅法は，「地域
区分しない⽅法」のように地震地体構造を区分する境界線は設定しないものの，地震地体
構造が類似するメッシュをグルーピングすることで地震地体構造の違いを評価に反映する
ことが可能である．また，後述のとおり，本研究の区分⽅法は局所的な地震活動の影響も
受けづらい． 

地震本部は，⽐較的短期間の地震活動データが普遍的ではない地震活動である可能性を
踏まえ，予測が過度にその影響を受けることを防ぐため，上述の 3 つの⽅法により得られ
た地震発⽣頻度の平均を⽤いている．本研究の区分⽅法も検討すべき課題があるものの，
地震ハザード評価の信頼性向上において，地震本部が⽤いる 3 つの⽅法とは異なる統計学
的な観点から，地震地体構造を区分する⼀⽅法として有⽤であると考えられる． 

 

5.2. 地震ハザード評価への影響 

本研究の区分⽅法による地震ハザード評価への影響を検討するため，地震本部による 3

つの区分⽅法を踏まえた場合の地震ハザードを⽐較する． 

地震ハザードを評価するにあたり，本研究の区分⽅法を⽤いる場合と「地域区分する⽅
法」および「⼤領域を⽤いる⽅法」では，クラスター（もしくは地域）ごとに単位⾯積当
たりの地震の発⽣頻度を算定した．⼀⽅，「地域区分しない⽅法」では，今回の検討に⽤い
た 0.15 度メッシュごとに発⽣頻度を平滑化した．平滑化の⽅法は地震本部（地震本部，2002）
の⽅法に従った．また，頻度を算定する際，地震本部は期間や⽤いる最⼩規模，余震の除
去の有無等を踏まえた複数の震源データから算定した発⽣頻度を平均しているが（地震本
部，2020），今回は簡便化のため，「⼩地震カタログ」に相当する 1983 年から 2020 年に発
⽣した 20km 以浅の MJ3 以上の震源データについて，地震本部が採⽤する建設省⼟⽊研究
所地震防災部振動研究室（1983）による⽅法で余震を除去したデータのみを⽤いた．その
他の地震動の評価⽅法や評価地点の地盤増幅率等については地震本部 1)に従い，県庁所在
地（沖縄を除く）における地震ハザードを算出した． 

まず，それぞれの⽅法から算定される MJ5 以上の地震の発⽣頻度を第 5.7 図に⽰す．「地
域区分する⽅法」（第 5.7 図 b-1）では，各区分内の発⽣頻度は⼀様となるものの，地震活
動の粗密によって発⽣頻度の差が低調となる地域（例えば，北海道中東部等）や逆に発⽣
頻度が⾼い地域（伊⾖半島付近）が認められる．また，「地域区分しない⽅法」（第 5.7 図
b-2）では，こうした地震活動の粗密の地域差がより顕著となって表れる．これらの⽅法で
は，最近の地震活動が低調な地域は将来も地震が発⽣しにくい想定となるが，「⼤領域を⽤
いる⽅法」（第 5.7 図 b-3）も加えることで地震活動の粗密の影響はある程度緩和される（第
5.7 図 b）．地震本部の⽅法は，3 つの⽅法を組み合わせることで地震の発⽣頻度を全国的に
平均化するモデルとなっている．⼀⽅，本研究の区分⽅法では，地震本部の⽅法よりも発
⽣頻度が全体的に均等になる傾向が認められる．これは，本研究の区分⽅法では，地震地
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体構造が類似すると分類したメッシュであれば，平⾯的な連続性がなくとも地震活動が⼀
様とみなせる地域として⼀括してモデル化するため，局所的な地震活動の影響を過度に受
けにくいためと考えられる． 

第 5.7 図に基づく県庁所在地ごとの地震ハザード解析結果を第 5.8 図に⽰す．本研究の区
分⽅法と地震本部の⽅法では，各県庁所在地において，今後 30 年間に震度 6 弱以上の揺れ
に⾒舞われる確率が半数以上の地点で概ね同程度となる．また，地震本部のいずれの⽅法
よりも本研究の区分⽅法のほうが⼤きくなる地点は 19 地点，⼩さくなる地点は 3 地点であ
る．⼤きくなる地点の⼤部分は活断層分布域と対応する E2，W8，W10 のいずれかに属す
る地点である．これらのクラスターには，既知の活断層で発⽣した地震（例えば，E2，W8，
W10 にはそれぞれ 2004 年新潟中越地震，2016 年熊本地震，1995 年兵庫県南部地震等の震
央が属する）が位置する．解析に⽤いた震源データは余震を除去しているものの，断層⾯
と対応すると考えられる線状の震源分布が残ることから，既知の活断層で発⽣した地震に
伴う余震等の⾮定常的な地震活動の影響が含まれる．同じ震源データを⽤いた地震本部の
3 つの⽅法に基づく解析結果でも余震除去が不⼗分な影響を受けるものの，活断層分布域
をグルーピングした本研究の区分結果では，影響がより顕著に表れると考えられる．適切
に余震を除去できれば，活断層分布域と対応する E2，W8，W10 の発⽣頻度は低くなると
考えられる．つまり，本研究の区分⽅法に基づく地震ハザードが⼤きくなる原因は，区分
⽅法の差異に起因するものではなく，⽤いた震源データによる影響が⼤きいと解釈できる．
したがって，本研究の区分⽅法は，適切に余震を除去することで，3 つの⽅法を平均した
地震本部の⽅法と整合する地震ハザードを得られると考えられる．短期間のデータに基づ
く局所的な活動による予測結果への過度な影響を防ぐために，3 つの⽅法を平均した地震
本部に対し，単独でこうした影響を緩和できる本研究の区分⽅法の有効性が⽰唆される． 

 

6. 本検討を踏まえた震源特性モデルの設定 

以下では，上述した定量的かつ客観的な地震地体構造区分⼿法を踏まえた震源断層を予め
特定しにくい地震に関する震源特性モデルを検討する． 

まず，震源断層を予め特定しにくい地震の場所（位置・形状）の震源特性モデルとしては，
本研究による区分結果を⽤いる．この時，全国地震動予測地図（地震本部，2020）では地域
ごとの地震発⽣頻度は⽇本周辺の平均的な値として b 値を 0.9 で固定した上で a 値を求めてい
る．しかしながら，b 値は多くの場合で 0.7〜1.1 程度となるなど（例えば，宇津，2001），b

値も⼀定ではなく，各区分内の地震活動に基づいて算定するほうが地震地体構造の違いを地
震ハザード評価に反映できると考えられる．そこで，本研究においては，宇津（1965）によ
る⼿法を⽤いて各クラスター内の地震活動から b 値と a 値を算定することとした．この時，
算定に⽤いる最⼩マグニチュードの値は⽤いる震源データの精度も踏まえ，MJ3 とした．算
定結果を第 5.1 表に⽰す． 
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7. まとめ 

本研究では，主成分分析およびクラスター分析を組み合わせることで定量的に地震地体構
造を区分することを試みた．分析には，既存の地震地体構造区分で⽤いられたパラメータを
踏まえ，活断層の年あたりの地震モーメント放出率（M0 rate），活断層の⾛向（正弦と余弦），
地震発⽣層下端，重⼒異常の傾斜値，最⼤せん断ひずみ速度，縮みの主軸⽅位（正弦と余弦）
の 8 つをパラメータとした．分析の結果は，変動地形学・地震学，測地学，地質学・構造地
質学という 3 つ観点による地殻構造特性に基づき，統計学的に地震地体構造を区分したもの
と解釈できる． 

本研究の区分⽅法と地震本部による「地域区分する⽅法」と⽐較すると，両者の境界はお
おまかには対応するものの，同じクラスターでも平⾯的に連続しない場合があること，活断
層が地震地体構造の境界を担うわけではなく，活断層分布域が独⾃のクラスターとなること
が本研究の区分⽅法の特徴である．また，東⻄⽇本をそれぞれ 5 つに区分した本研究の区分
⽅法は，⽇本陸域を東⽇本で 11 地域，⻄⽇本では 12 地域に区分した「地域区分する⽅法」
と東⽇本と⻄⽇本の 2 つの地域に統合した「⼤領域を⽤いる⽅法」の中間的な⾯積を考慮し
たモデルとなっている．さらに，本研究の区分⽅法は，平⾯的に連続しない地域でも地震地
体構造が類似すれば，地震活動が同じ地域としてモデル化が可能であるため，地震地体構造
の地域差を取り⼊れつつ，柔軟に地震活動の変化も考慮できる．地震ハザード評価に与える
影響として，本研究の区分⽅法は，適切に余震を除去することで地震本部の⽅法と整合する
地震ハザードを得ることが可能であり，短期間のデータに予測結果が過度に影響を受けにく
い⽅法と考えられる． 

本研究の区分⽅法は，地震本部が⽤いる 3 つの⽅法とは異なる統計学的な観点に基づいた
ものであり，定量的に区分した地震地体構造の違いを地震ハザード評価に反映する⼀⽅法と
して有⽤であると考えられる．したがって，本研究による区分結果に基づいて四国地域の地
震ハザード評価を実施する．この時，G-R 則の係数（a 値および b 値）について，宇津（1965）
による⼿法を⽤いることとした．これらの震源特性モデルに基づく地震ハザード評価につい
ては，第 6 章で述べる． 
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第 5.1 表 クラスターごとの G-R 則の係数（A 値および b 値） 

 

A 値は累積頻度の値．「b=0.9 で固定」は b 値を 0.9 で固定した場合の A 値と b 値．
「宇津（1965）の⼿法」は宇津（1965）の⼿法に基づいて求めた A 値と b 値．算定
時の最⼩マグニチュードは 3 とした． 
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第 5.1 図 分析に⽤いたパラメータ 

⿊太線は東⻄⽇本の境界を⽰す．(a) 活断層の M0 rate．M0 rate は常⽤対数の値で図
⽰．Fault model は地震ハザードステーションによる震源断層モデルによる．(b) 活断
層の⾛向．⾛向の値は 8 ⽅位で⾊分け．Linear source model は沖野・隈元(2007)の直
線化モデルによる．(c) 地震発⽣層下端．(d) 重⼒異常の傾斜値．(e) 最⼤せん断ひ
ずみ速度．（f） 縮みの主軸⽅位．活断層の⾛向と同様に 8 ⽅位で⾊分け． 
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第 5.2 図 東⻄⽇本における主成分分析結果 

(a) 東⽇本．(b) ⻄⽇本． 
  



 

 134 

 
 

第 5.3 図 第 1〜第 3 主成分の各パラメータの主成分得点 

(a) 東⽇本．(b) ⻄⽇本．  



 

 135 

 

第 5.4 図 各主成分得点の分布 

(a) 第 1 主成分．(b) 第 2 主成分．(c) 第 3 主成分． 
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第 5.5 図 クラスター分析による地震地体構造区分 

(a) クラスター分析結果．(b) クラスター分析結果と活断層分布（中⽥・今泉編，2002）
の重ね合わせ．(c) クラスター分析結果と地震本部（2020）の地域区分との重ね合わ
せ． 
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第 5.6 図 クラスターごとの主成分得点の平均値． 

S.D.は標準偏差．(a) 東⽇本．(b) ⻄⽇本． 
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第 5.7 図 地震地体構造区分の違いによる MJ5 以上の発⽣頻度 

MJ5 以上の発⽣頻度は，(a) 本研究の区分⽅法による，(b) 地震本部の 3 つの⽅法の
平均値による，(b-1) 地域区分する⽅法による，(b-2) 地域区分しない⽅法による，
(b-3) ⼤領域を⽤いる⽅法による． 
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第 5.8 図 県庁所在地における地震地体構造区分の違いによる地震ハザードの⽐較 
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第 6 章 地震ハザード評価の⾼度化に関する検討 

 

1. 解析条件 

本章では，地震ハザード評価の⾼度化を⽬的として，第 3 章〜第 5 章で検討した個別項⽬
の詳細な検討も踏まえた四国地域における地震ハザード解析とその影響を検討する． 

以下に各章における検討結果を踏まえた震源特性モデルを⽰す．以下に⽰したモデル以外
は第 2 章で述べた震源特性モデル（以後，「地震本部モデル」という）を⽤いる． 

 

1.1. 伊予灘における中央構造線断層帯の場所（位置・形状） 

第 3 章では，伊予灘における中央構造線断層帯の位置・形状について検討した．また，
伊予灘や宇和海等における震源断層も抽出し，四国地域周辺において考慮すべき震源断層
の場所（位置・形状）に関する震源特性モデルを検討した． 

検討結果に基づき，本研究で考慮する四国地域周辺における震源特性モデルの場所（位
置・形状）を第 6.1 図，そのパラメータを第 6.1 表〜第 6.3 表に⽰す．これらの震源特性モ
デルのうち，中央構造線断層帯以外の震源は「その他活断層」と総称する．また，新たに追
加したその他活断層（No.65〜No.81）のうち，地震本部（2010）を踏まえ，断層⻑さが 15km

以上の震源について，地表の証拠からかは活動の痕跡を認めにくい地震（以後，「痕跡を認
めにくい地震」という）の発⽣を考慮する．痕跡を認めにくい地震のモデル化⽅法は第 2 章
で⽰した地震本部モデルと同様とする． 

 

1.2. 震源断層を特定した地震におけるずれのタイプを考慮した地震規模評価⼿法 

第 4 章では，断層⻑さにずれのタイプを加えた地震規模予測式（以後，「ずれのタイプ別
の重回帰式」という）を考案した．地震規模評価⼿法として，断層⻑さから地震規模を求
める場合はずれのタイプ別の重回帰式，断層⾯積から地震規模を求める場合は Someville et 

al.（1999），⼊倉・三宅（2001），Morotani et al.（2015）の組み合わせ（以後，「3 ステージ
式」という）を考慮するとともに，連動時の規模評価⼿法として，スケーリング地震モデ
ルとカスケード地震モデルも設定することとした． 

検討結果に基づく中央構造線断層帯およびその他の震源特性モデルにおける地震規模を
第 6.4 表および第 6.5 表に⽰す． 

 

1.3. 定量的かつ客観的な地震地体構造区分⼿法 

第 5 章では，震源断層を予め特定しにくい地震の場所（位置・形状）として，定量的か
つ客観的な地震地体構造区分を考案した（第 6.2 図，以後，「定量マップ」という）．ここで，
本研究における定量マップは，活断層分布等の分析に⽤いたデータが陸域に限られること
から，主に陸域を中⼼に区分したものである．したがって，地震ハザード解析において，
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定量マップの外側（主に海域）では地震本部（2020）の地域区分する場合の地域区分を採
⽤した．また，地震本部（2020）のように b 値を 0.9 で固定せず，宇津（1965）による⼿法
に基づいて区分ごとに G-R 則の A 値および b 値を算定することとした（第 6.6 表）．想定
される MJ5 以上の発⽣頻度を第 6.3 図に⽰す． 

 

2. 地震ハザード解析結果 

本研究における解析ケース⼀覧を第 6.7 表に⽰す．第 2 章と同様に，震源断層を特定した
地震と震源断層を予め特定しにくい地震に分けて解析結果を⽰した上で，両者を統合した内
陸地殻内地震による地震ハザード評価結果を⽰す． 

 

2.1. 震源断層を特定した地震による地震ハザード 

2.1.1. 最⼤速度分布 

各震源特性モデルにおいて地震が発⽣した場合における各地点の最⼤速度分布を第
6.4 図〜第 6.11 図に⽰す．また，最⼤速度の差分を第 6.12 図〜第 6.19 図に⽰す．最⼤速
度の差分は，地震本部モデルとの差分である．以下では，中央構造線断層帯の傾斜⾓が
⾼⾓の場合と中⾓の場合に分けて検討する． 

 

(1) 中央構造線断層帯が⾼⾓の場合 

いずれのケースにおいても，中央構造線断層帯周辺で震度 6 弱程度以上，その他活断
層周辺で震度 5 弱〜6 弱程度となる（第 6.4 図，第 6.6 図，第 6.8 図，第 6.10 図）．また，
それぞれのケースと地震本部モデル（Case-AF-H1）との⽐較は第 6.12 図，第 6.14 図，第
6.16 図，第 6.18 図である． 

Case-AF-TS1 と地震本部モデルとの⽐較（第 6.12 図）では，ほぼ四国全域において最
⼤速度が⼩さくなり，その差は最⼤ 30cm/s 程度である．これは連動時の地震規模評価に
おいてカスケード地震モデルを⽤いたことで想定される地震規模が⼩さくなったことの
影響が⼤きい．例えば，全体が連動して破壊する場合，Case-AF-TS1 では Mw7.57 である
のに対し，Case-AF-H1 では Mw7.87 である（第 6.4 表）．また，その他活断層周辺でも数
cm/s 程度⼩さくなる．地震本部モデルにおいて，その他活断層のような単独で破壊する
震源の地震規模は，松⽥（1975）の断層⻑さ L と気象庁マグニチュード MJ の経験式（以
後，「松⽥式」という）と武村（1990）の MJ と Mw の変換式から算定される．⼀⽅，本
研究における横ずれタイプの重回帰式は，松⽥式と武村（1990）よりも地震規模が約 0.14

程度⼩さくなるため，横ずれタイプの活断層周辺では最⼤速度が⼩さくなったと解釈で
きる．また，中央構造線断層帯に沿って局所的に最⼤速度が⼤きくなる領域が認められ
る（例えば，讃岐⼭脈南縁東部区間（No.5）や讃岐⼭脈南縁⻄部区間（No.6）に沿って最
⼤ 5cm/s 程度，伊予区間（No.9-1）の北側で最⼤ 15cm/s 程度⼤きくなる）．これらは中央
構造線断層帯の震源断層上端を 4km から 2km と浅くしたこと等に起因し，断層⾯積や地
震規模が⼤きくなることや断層最短距離が短くなることが影響していると考えられる．
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さらに，F-21 断層（No.66）などの新たに追加した震源のごく近傍では最⼤速度が 5cm/s

以上⼤きくなる．数値は異なるもののこうした傾向は，同じくカスケード地震モデルに
基づく Case-AF-TS5（第 6.16 図）でも認められる． 

第 6.14 図に⽰す Case-AF-TS3 は，Case-AF-TS1 から連動時の規模評価をスケーリング
地震モデルとした場合である．その他の震源特性モデルの影響域で最⼤速度が⼩さくな
る傾向は Case-AF-TS1（第 6.12 図）と同様であるが，ほぼ四国全域において最⼤速度が
⼤きくなり，最⼤で 55cm/s 程度となる（中央構造線断層帯の伊予区間（No.9-1）の北側）．
これはスケーリング地震モデルで地震規模を求める場合，全体が連動するケースで
Mw8.27 と⾮常に⼤きな規模が想定されることに起因するものである． 

最後に，Case-AF-TS7（第 6.18 図）はスケーリング地震モデルと 3 ステージ式で地震規
模を評価するケースである．地震本部モデルと最も近いケースであるが，中央構造線断
層帯の震源断層の上端を 2km と浅くしたこと等に伴い，最⼤速度が⼤きくなっている．
この時，最⼤速度の差が最も⼤きくなるのは，伊予区間（No.9-1）の北側で 25cm/s 程度
である．同じくスケーリング地震モデルを考慮した Case-AF-TS3 の場合（第 6.14 図）と
⽐較すると，Case-AF-TS7 では地震本部モデルとの最⼤速度の差が⼩さくなっている．こ
れは，Case-AF-TS3 で⽤いたずれのタイプ別の重回帰式が Case-AF-TS7 で⽤いた 3 ステ
ージ式のように変位量の飽和を考慮していないために起因すると考えられる．つまり，
全⻑ 400km を超える中央構造線断層帯を対象とする場合，変位量の飽和の考慮の有無の
影響が⼤きいことを⽰唆するものである．また，中央構造線断層帯の伊予区間（No.9-1）
や伊予灘区間（No.9-2）の南側では最⼤速度が⼩さくなる（第 6.18 図）．これは，本研究
における伊予灘での中央構造線断層帯の震源特性モデルでは，地震本部モデル（Case-AF-

H1）よりも震源断層が 2km 以上北側に移動したことによって，震源断層上端を浅くした
こと以上に震源断層が遠のいた影響が表れたものと考えられる．⼀⽅，その他活断層周
辺では最⼤速度が 1〜2cm/s 程度⼩さくなるが，3 ステージ式で想定される地震規模に対
し，松⽥式と武村（1990）による地震規模はやや⼤きめになる傾向があるためである． 

 

(2) 中央構造線断層帯が中⾓の場合 

中央構造線断層帯の傾斜⾓が中⾓のケースは，Case-AF-TS2（第 6.5 図），Case-AF-TS4

（第 6.7 図），Case-AF-TS6（第 6.9 図）および Case-AF-TS8（第 6.11 図）であり，⾼⾓の
場合よりも地震動が⼤きくなる領域が中央構造線断層帯周辺に分布する．特に，震源が
近づく中央構造線断層帯の北側では，いずれのケースでも震度 6 弱以上となる領域が広
がっている．それ以外の傾向について，中央構造線断層帯の傾斜⾓が⾼⾓で他の項⽬が
共通するケース（それぞれ，Case-AF-TS1，Case-AF-TS3，Case-AF-TS5 および Case-AF-

TS7）と⽐較して，相対的な傾向は⼤まかには共通である． 

ただし，Case-AF-TS6（第 6.9 図）において，讃岐⼭脈南縁東部区間（No.5）や讃岐⼭
脈南縁⻄部区間（No.6）の南側に最⼤速度が⼤きくなる領域が広がる点が異なる．これ
は地震本部モデル（Case-AF-H2）と⽐較して，地震規模は⼩さいものの，中央構造線断
層帯の震源断層の上端を 2km と浅くしたことから，断層最短距離が近くなり，最⼤速度
が⼤きくなったものと考えられる．つまり，地震規模評価⼿法の影響よりも震源断層の
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形状の影響が⼤きく表れた結果，⾼⾓の場合（Case-AF-TS5，第 6.16 図）とは異なる傾向
となったと解釈できる． 

また，Case-AF-TS8 において，Case-AF-TS7（第 6.18 図）で認められた伊予区間（No.9-

1）や伊予灘区間（No.9-2）の南側における最⼤速度が⼩さくなる領域は認められない（第
6.19 図）．地震本部モデルに対して，震源断層を約 2km 程度北側に設定したことと，震源
断層上端を 4km から 2km と浅く設定したことにより，断層最短距離が結果的に⼤きく変
わらなかったためと考えられる． 

 

2.1.2. 震度 6 弱以上となる 30 年超過確率 

今後 30 年間において震度 6 弱以上の揺れに⾒舞われる確率を第 6.20 図〜第 6.27 図に
⽰す．いずれのケースにおいても，地震発⽣確率を BPT 分布で求めると（上図），中央構
造線断層帯周辺では 10-4 程度以上，その他活断層周辺では 10-4〜10-5 程度以上，周辺に活
断層が分布しない領域では 10-8 程度以下となる．⼀⽅，発⽣確率をポアソン過程で求め
る場合（下図），中央構造線断層帯周辺では 10-3 程度以上，活断層が分布しない領域でも
30 年超過確率が 10-7〜10-6 程度となっている．こうした傾向は第 2 章で⽰した地震本部
モデルとおおまかには共通する．つまり，中央構造線断層帯の発⽣確率は BPT 分布に基
づくとほぼ 0 であるのに対し，ポアソン過程では約 2×10-2〜約 7×10-5 程度となること
に起因すると考えられる． 

30 年超過確率の⽐を第 6.28 図〜第 6.33 図に⽰す．30 年超過確率の⽐としては，中央
構造線断層帯の傾斜⾓が⾼⾓の場合と中⾓の場合の地震本部モデル（Case-AF-H1 および
Case-AF-H2）の値でそれぞれのケースの値を除した結果を⽰している． 

まず，地震発⽣確率を BPT 分布で求める場合（それぞれの図における上図），いずれの
ケースでも，新たに追加した五反⽥断層（No.65）や F-21 断層（No.66）周辺においては，
追加前と⽐較して 30 年超過確率が 10〜102 倍程度⼤きくなっている．また，その他活断
層周辺における 30 年超過確率の⽐は 0.5 倍程度となる．これは，ずれのタイプ別の重回
帰式および 3 ステージ式による地震規模に対し，松⽥式と武村（1990）による地震規模
が⼤きく想定されることに起因するものである．⼀⽅，中央構造線断層帯周辺では震源
断層を浅くした影響（例えば，讃岐⼭脈南縁東部区間（No.5）や讃岐⼭脈南縁⻄部区間
（No.6）周辺）等によって 1〜10 倍程度⼤きくなる．また，伊予区間（No.9-1）や伊予灘
区間（No.9-2）の南側では震源断層位置を北側に設定した影響によって 30 年超過確率が
10-1〜10-2 倍程度⼩さくなる．さらに，Case-AF-TS6（第 6.33 図）と Case-AF-TS8（第 6.35

図）でのみ，五反⽥断層（No.65）と⾼知吾川断層（No.56）の間で 30 年超過確率の⽐が
最⼤ 10 倍程度⼤きくなる領域が認められる．中央構造線断層帯の連動時の発⽣確率がほ
ぼ0 であることを踏まえると，地震発⽣確率が⽐較的⼤きい⽯鎚⼭脈北縁⻄部区間（No.8）
等による影響と考えられる．他のケースでは認められないことから，中⾓だと断層⾯積
が⼤きく地震規模が⼤きく設定されるため，地震本部モデルよりも⼤きな 30 年超過確率
が想定されたものと⾔える． 

⼀⽅，ポアソン過程で求める場合（それぞれの図における下図），中央構造線断層帯の
影響が⽀配的となることがわかる．例えば，新たに追加した五反⽥断層（No.65）や F-21
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断層（No.66）周辺では，これらの断層の影響は認められず，中央構造線断層帯の影響を
受けている．つまり，平均活動間隔が⽐較的短い中央構造線断層帯の影響が⼤きくなり
やすいポアソン過程の場合，おおまかな傾向は上述した最⼤速度分布での傾向と類似す
ることとなる．しかしながら，地震発⽣確率を考慮したことによって最⼤速度分布とは
異なる傾向を⽰す領域もある．以下では，ポアソン過程で地震発⽣確率を求めた場合の
30 年超過確率の⽐較と最⼤速度分布の⽐較で差が⽣じる領域を中⼼に詳述する． 

 

(1) 中央構造線断層帯が⾼⾓の場合 

第 6.28 図に⽰す Case-AF-TS1 と地震本部モデルとの⽐較では，⼤まかな傾向は最⼤速
度分布の⽐較（第 6.12 図）と同様であるものの，中央構造線断層帯の伊予区間（No.9-1）
の北側における最⼤速度が⼤きくなっていた領域は認められなくなった．最⼤速度分布
では，震源断層上端を 2km に浅くしたことによって，断層⾯積や地震規模が⼤きくなっ
たことや断層最短距離が短くなったことの影響と解釈した．確率の⽐較において，こう
した領域がなくなったことを勘案すると，地震本部モデルに基づく場合と⽐較して，当
該領域は発⽣確率が⼩さい連動型地震の影響が⼤きい領域と考えられる．また，30 年超
過確率の場合，中央構造線断層帯周辺では⽐が⼩さく（1〜10-1 程度），遠⽅ほど⽐が⼤き
くなる（10-1〜10-2 程度）傾向にある．⼤きな地震動が想定される断層近傍においては，
想定される地震動レベルの違いよりも地震発⽣確率のほうが 30 年超過確率への寄与が
⼤きいことを⽰唆するものである．逆に，地震動が⼩さくなる断層遠⽅では，発⽣確率
よりも想定される地震動レベルとそのばらつきの影響が⼤きくなることを表すものと考
えられる．この傾向は，Case-AF-TS1 と同様にカスケード地震モデルに基づく Case-AF-

TS5（第 6.32 図）でも同様である． 

Case-AF-TS1 から連動時の規模評価をスケーリング地震モデルとした場合となる Case-

AF-TS3（第 6.30 図）では，最⼤速度分布の差分（第 6.14 図）と⽐較して，中央構造線断
層帯の伊予区間（No.9-1）および伊予灘区間（No.9-2）の南側で 30 年超過確率が地震本
部モデル（Case-AF-H1）と同程度になる領域が分布する．最⼤速度分布では，中央構造
線断層帯全体が連動するような⼤きな規模の地震の影響を強く受けたと考えられるが，
30 年超過確率で⾒ると連動型地震の発⽣確率は⼩さくなるため，単独ケース等の相対的
に発⽣確率が⼤きな地震の影響が表れやすくなる．つまり，地震発⽣確率も踏まえると，
本研究のモデルでは中央構造線断層帯が遠のくため，想定される地震動レベルは⼩さく
なる．したがって，これらの地域は地震本部モデルでは地震ハザード評価が過⼤評価と
なっていた地域と考えられる．また，Case-AF-TS3（第 6.30 図）でも Case-AF-TS1（第 6.28

図）と同様に中央構造線断層帯周辺では差が⼩さく，遠⽅ほど差が⼤きくなる傾向が認
められる． 

最後に，Case-AF-TS7（第 6.34 図）について，伊予区間（No.9-1）の北側において，最
⼤速度分布（第 6.16 図）では最⼤速度が⼤きくなる領域が認められたが，30 年超過確率
では認められない．これも上述したように，地震発⽣確率を加味することで，連動型地
震の影響が相対的に⼩さくなったためと解釈できる． 
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(2) 中央構造線断層帯が中⾓の場合 

中央構造線断層帯の傾斜⾓が中⾓のケース（Case-AF-TS2（第 6.29 図），Case-AF-TS4

（第 6.31 図），Case-AF-TS6（第 6.33 図）および Case-AF-TS8（第 6.35 図））は，中央構
造線断層帯の傾斜⾓が⾼⾓で他の項⽬が共通するケース（それぞれ，Case-AF-TS1，Case-

AF-TS3，Case-AF-TS5 および Case-AF-TS7）と相対的には同様の傾向を⽰す． 

ただし，Case-AF-TS4（第 6.31 図）では中央構造線断層帯の北側において，BPT 分布お
よびポアソン過程のいずれでも⾼⾓の場合（第 6.30 図）よりも 30 年超過確率の差が⼩
さくなる．これらの地域では，北傾斜する震源断層⾯と距離が近づくことによって想定
される地震動が⼤きくなるため，地震規模評価⼿法による影響が⼩さくなったと解釈で
きる．また，Case-AF-TS6（第 6.33 図）では，四国中東部の中央構造線断層帯の南側にお
いて 30 年超過確率の⽐が⼤きくなる領域が広がる点が⾼⾓の場合（第 6.32 図）と異な
る．これも本研究では震源断層上端を 2km としたことから，震源との距離が近づいた南
側で想定される地震動レベルが⼤きくなったことに起因すると理解できる． 

 

2.1.3. 県庁所在地のハザードカーブ 

4 つの県庁所在地（⾼松，松⼭，徳島，⾼知）におけるハザードカーブを第 6.36 図〜
第 6.39 図に⽰す．第 6.36 図〜第 6.39 図は地震発⽣確率を BPT 分布で求める場合とすべ
てポアソン過程で求める場合における各ケースのハザードカーブの⽐較，第 6.40 図〜第
6.47 図は各ケースにおいて中央構造線断層帯の地震（単独と連動）およびその他の活断
層の地震ハザードも⽰したものである 

中央構造線断層帯の傾斜⾓が⾼⾓で BPT 分布の場合（第 6.36 図），各地点において震
度 6 弱以上となる 30 年超過確率は 10-2〜10-4 程度であり，松⼭では中央構造線断層帯（痕
跡を認めにくい地震），それ以外の 3 地点ではその他活断層と痕跡を認めにくい地震の影
響が⽀配的である（第 6.40 図〜第 6.47 図）．また，地震発⽣確率がほぼ 0 となるため，
連動型地震の規模評価に係るスケーリング地震モデルとカスケード地震モデルを⽤いる
場合の差はほとんどない．⼀⽅，地震発⽣確率をポアソン過程で求める場合（第 6.37 図），
各地点において震度 6 弱以上となる 30 年超過確率は 10-2〜10-3 程度と⼤きくなるととも
に，各ケースの差が⼤きくなる．中央構造線断層帯の傾斜⾓が中⾓の場合（第 6.38 図お
よび第 6.39 図），30 年超過確率の値は⼤きくなるものの，⼤まかな傾向は⾼⾓の場合と
同様である． 

すべてポアソン過程で地震発⽣確率を求める場合において，各ケースの差が⼤きくな
るが，基本的には各ケースで想定される地震規模の⼤⼩とハザードカーブの⼤⼩が対応
する．つまり，中央構造線断層帯の影響が⼤きくなるためであり，ずれのタイプ別の重
回帰式とスケーリング地震モデルを組合せる Case-AF-TS4 によるハザードカーブが最も
⼤きくなりやすい．しかしながら，3 ステージ式を⽤いた Case-AF-TS6 および Case-H-AF-

TS8 に基づくハザードカーブのほうが⼤きくなる場合がある（例えば，第 6.39 図の⾼知
以外）．この原因について，中央構造線断層帯の傾斜⾓が中⾓でスケーリング地震モデル
に基づく，ずれのタイプ別の重回帰式の場合（Case-AF-TS4，第 6.43 図）と 3 ステージ式
の場合（Case-AF-TS8，第 6.47 図）を⽐較する．ずれのタイプ別の重回帰式と 3 ステージ
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式による地震規模を⽐較すると（第 6.4 表），前者は単独の場合の規模が⼩さく，連動し
て破壊する場合は規模が⼤きくなる．したがって，相対的に発⽣確率が⾼い単独の場合
の地震規模が⼤きくなる 3 ステージ式のほうが結果的に想定される 30 年超過確率は⼤
きくなったものと解釈できる． 

 

2.2. 震源断層を予め特定しにくい地震による地震ハザード 

2.2.1. MJ5 以上の地震の年発⽣頻度 

本研究による定量マップを⽤いた，余震を除去しない場合と除去した場合の MJ5 以上
の地震の年発⽣頻度の⽐を第 6.48 図に⽰す．また，第 6.48 図には定量マップと地震本部
モデルの⽐も⽰す．定量マップを⽤いた場合において，余震の除去の影響は中央構造線
断層帯周辺（第 6.2 図の W10 に属する領域）において年発⽣頻度の差が⼤きい．第 5 章
でも検討したように，W10 には既知の活断層で発⽣した地震（例えば，1995 年兵庫県南
部地震）が属することによって⼤地震に伴う⾮定常的な地震活動の影響が含まれるため
である．また，W10 には別府湾周辺で発⽣した 2016 年熊本地震による誘発地震も含ま
れ，年発⽣頻度が⾼く⾒積もられる⼀因となっている．地震本部モデルと⽐較した場合
でも，中央構造線断層帯に沿って年発⽣頻度は⾼く算定されていることがわかる．⼀⽅，
紀伊半島周辺における群発地震の発⽣域では本研究のモデルのほうが年発⽣頻度は低く
なる．これは地震本部モデルのうち，地域区分しない⽅法が群発地震の影響を受けて発
⽣頻度を⾼く⾒積もることに起因すると考えられる． 

 

2.2.2. 震度 6 弱以上となる 30 年超過確率 

震源断層を予め特定しにくい地震による 30 年超過確率を第 6.49 図および第 6.50 図に
⽰す．それぞれ余震を除去しない場合と除去した場合の結果である．いずれのケースで
も四国全域における 30 年超過確率は概ね 10-3〜10-5 程度であり，地盤増幅率が⼤きな領
域において 10-2〜10-3 程度となる． 

また，地震本部モデル（Case-BE-H1 および Case-BE-H2）との⽐較を第 6.51 図および
第 6.52 図に⽰す．いずれの場合でも，中央構造線断層帯の周辺を区分する定量マップの
W10 周辺では 30 年超過確率の値が⼤きくなり，地震本部モデルと⽐較して余震を除去
しない場合で最⼤約 7 倍，除去する場合で約 5 倍程度である．⼀⽅，その他の領域にお
いては確率の値が，余震を除去しない場合で約 1/4，除去する場合で約 1/10 程度⼩さく
なる．上述した地震発⽣頻度の設定⽅法の違いが 30 年超過確率にも表れているものであ
る． 

 

2.2.3. 県庁所在地のハザードカーブ 

4 つの県庁所在地（⾼松，松⼭，徳島，⾼知）におけるハザードカーブを第 6.53 図に
⽰す．⾼松と徳島では震度 6 弱以上となる 30 年超過確率が 10-2〜10-3 程度，松⼭と⾼知
ではやや⼩さく 10-3 程度となる．余震を除去しない場合とした場合を⽐較すると，除去
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しない場合がそれぞれの地点において約 2.0〜2.5 倍程度⼤きくなる，地震本部モデルで
は約 1.3〜1.8 倍程度であったことから，余震除去による影響が⼤きくなっている．本研
究においては G-R 則の b 値を 0.9 で固定せずに宇津（1965）の⼿法を⽤いたが，余震を
除去することで⼩規模な地震が取り除かれることで b 値は⼩さくなる傾向にある（第 6.6

表）．余震除去の影響が⼤きくなったことはこうした傾向の影響を受けている可能性が考
えられる． 

また，⾼知以外の 3 地点は W10 に属することから（第 6.2 図），上述したとおり，地震
発⽣頻度が⾼くなっており，地震本部モデル（Case-BE-H1 と Case-BE-H2）と⽐較してハ
ザードカーブもやや⼤きくなり，⾼松，松⼭，徳島においてそれぞれ最⼤で約 4 倍，約
5.5 倍，約 2.5 倍程度の差となる．⼀⽅，相対的に発⽣頻度が低い W6 に属する⾼知では
地震本部モデルよりもハザードカーブが⼩さくなり，最⼤で 1/5 程度の差が⽣じる． 

 

2.3. 内陸地殻内地震による地震ハザード 

震源断層を特定した地震および震源断層を予め特定しにくい地震の両者を考慮した 30

年超過確率について，すべてのケースを平均した結果を第 6.54 図（以後，「平均ケース」と
いう），地震本部モデル（第 2.28 図）との⽐較を第 6.55 図に⽰す．また，4 つの県庁所在地
におけるハザードカーブを第 6.56 図および第 6.57 図に⽰す．これらの図ではすべてのケー
スを平均した結果を⽰している． 

平均ケース（第 6.54 図）より，中央構造線断層帯をはじめとする活断層分布域では 30 年
超過確率が 10-3 程度以上，活断層が分布しない領域では 10-5 程度以上である．地震本部モ
デルと⽐較のうち，地震発⽣確率を BPT 分布で求める場合（第 6.55 上図），中央構造線断
層帯の地震発⽣確率がほぼ 0 程度と⾮常に⼩さいことから，震源断層を予め特定しにくい
地震による影響として，W10 に属する領域（第 6.2 図）周辺では 30 年超過確率が最⼤ 10

倍程度，新たに震源特性モデルを追加した愛媛県⻄部において最⼤ 102 倍程度⼤きくなる．
また，活断層が周辺に分布しない領域等では最⼤ 10-2 程度 30 年超過確率が⼩さくなってい
ることがわかる．⼀⽅，ポアソン過程で求める場合（第 6.55 下図），中央構造線断層帯の影
響が⽀配的となり，新たに追加した震源特性モデルの影響は限定的となる．四国中東部に
おける中央構造線断層帯周辺では最⼤ 10 倍程度 30 年超過確率が⼤きくなるとともに，四
国⻄部では震源特性モデルの形状を変更した影響によって確率が⼩さくなっていることが
わかる． 

ハザードカーブのうち地震発⽣確率を BPT 分布で求める場合（第 6.56 図），⾼松，松⼭，
徳島では本研究のおけるモデルのほうが地震本部モデルより最⼤でそれぞれ約 3.8 倍，約
2.4 倍，約 2 倍程度⼤きくなっている．また，⾼知においては本研究のモデルのほうが最⼤
で約 0.3 倍程度⼩さくなる．また，⾼松，⾼知ではいずれのモデルでも震源断層を予め特定
しにくい地震による影響が⽀配的である．⼀⽅，松⼭では震源断層を特定した地震の影響
が⼤きい．また，徳島においては，地震本部モデルでは震源断層を特定した地震の影響が
⼤きかったが，本研究のモデルでは震源断層を予め特定しにくい地震の影響のほうが⼤き
くなる結果である．地震発⽣確率をポアソン過程で求める場合でも（第 6.57 図），⾼松，松
⼭，徳島では本研究のおけるモデルのほうが地震本部モデルより最⼤でそれぞれ約 1.5 倍，
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約 1.8 倍，約 1.9 倍程度⼤きくなっている．ただし，松⼭では⼤速度側で地震本部モデルの
ほうがわずかに⼤きくなる．⾼知では地震本部モデルのほうが最⼤で約 3.2 倍程度⼤きく
なる．また，⾼知以外の 3 地点ではいずれのモデルでも特定した地震の影響が⽀配的であ
る．⼀⽅，⾼知では震源断層を予め特定しにくい地震が⽀配的だった地震本部モデルに対
し，本研究のモデルでは特定した地震の影響のほうが⼤きくなっている． 

 

3. 考察 

2 節で⽰した地震ハザード解析結果について，震源特性モデル別（第 6.8 表）に平均した結
果と平均ケース（第 6.54 図）を⽐較し，各モデルの影響を検討する．あわせて，検討結果を
踏まえた地震ハザード評価の⾼度化における今後の課題も整理する． 

モデル別の 30 年超過確率を第 6.58 図〜第 6.67 図に⽰す．また，第 6.68 図は，震源特性モ
デル別の 30 年超過確率について，各地点で平均ケースとの差が最も⼤きくなるモデルを図⽰
したものである．第 6.69 図は平均ケースとの差が最も⼤きくなりやすい地震発⽣確率の算定
⽅法の項⽬を除いた場合の結果である． 

第 6.68 図より，中央構造線断層帯の両側数⼗ km の領域（約 20,000 地点のうち約 12,500 地
点）において，地震発⽣確率の算定⽅法（BPT 分布）の影響が最も⼤きい．その南側（約 7,400

地点）では，余震除去の有無の影響が顕著である．3.1.4 項でも述べたとおり，中央構造線断
層帯の地震発⽣確率を BPT 分布で求めるとほぼ 0 となるため，平均ケースとの差が最も⼤き
くなりやすい．⼀⽅，周辺に活断層が分布しない地域では震源断層を予め特定しにくい地震
による影響が現れるため，余震除去の有無の影響が最も⼤きくなる．また，その他活断層の
中でも発⽣確率が⽐較的⾼い綱附森断層（No.40），⾏当岬断層（No.55）と⾼知吾川断層（No.56）
周辺では規模予測式（ずれのタイプ別の重回帰式および 3 ステージ式）の影響が⼤きい． 

⼀⽅，地震発⽣確率の算定⽅法の項⽬を除いた第 6.69 図より，中央構造線断層帯周辺の北
側（約 5,500 地点）では，震源断層との距離が⼤きく変化するため，中央構造線断層帯の傾斜
⾓（⾼⾓）の影響が顕著である．また，南側（約 5,100 地点）では連動時の規模評価⼿法（カ
スケード地震モデル）の影響が最も⼤きくなる．震源断層との距離が⼤きく変化しない南側
では，連動時の規模評価⼿法による地震規模の差が地震動評価に影響するためである．つま
り，想定される最⼤規模の影響を受けていると考えられる．⼀⽅，中央構造線断層帯に沿っ
ては規模予測式の影響が⼤きい．このような震源の極近傍では想定される最⼤規模よりも，
単独で発⽣する場合などの相対的に規模が⼩さい地震の規模の差による地震動評価への影響
が⼤きいことが⽰唆される．なお，中央構造線断層帯に沿って局所的に中央構造線断層帯の
傾斜⾓が中⾓の場合のモデルの影響が最も⼤きい領域（約 40 地点）がある．これは⾼⾓（鉛
直）の場合に対し，中⾓（北傾斜）の場合だと震源断層の距離が遠のくためと考えられる．つ
まり，これらの局所的な領域では，震源断層との距離の影響が最も⼤きいことを意味する． 

第 6.70 図および第 6.71 図は各県庁所在地における震源特性モデル別のハザードカーブで
ある．平均ケースとの差が⼤きいケースは⾼知を除く 3 地点において，地震発⽣確率の算定
⽅法である．特に，中央構造線断層帯の地震発⽣確率がほぼ 0 となる BPT 分布は他のケース
と⽐較し，平均ケースから 1/2 以上⼩さくなるなど⼤きな差が⽣じている．また，⾼松や松⼭
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では中央構造線断層帯の傾斜⾓（⾼⾓）の影響が⼤きい．特に，中⾓の場合とで震源との距
離が⼤きく異なる⾼松では BPT 分布と同程度の影響がある．逆に，中央構造線断層帯の南側
に位置する徳島では傾斜⾓の影響は⼩さい．地震規模予測式や連動時の規模評価⼿法の影響
も⼩さいことから，震源に近い徳島は規模評価の影響よりも断層最短距離が地震ハザード評
価上⽀配的であると考えられる．⼀⽅，中央構造線断層帯から 50km 程度離れる⾼知では中
央構造線断層帯に関連するモデルの影響は⼩さく，余震除去の有無の影響が顕著である． 

以下では震源特性モデル別に影響を詳細に検討することで，本研究のモデルの有効性およ
び今後の課題を抽出する． 

 

3.1. 震源断層を特定した地震に関する震源特性モデルの影響 

3.1.1. 場所（位置・形状）のモデル 

まず，四国を横断する中央構造線断層帯の傾斜⾓に関するモデルとして，⾼⾓の場合
（第 6.58 図）と中⾓の場合（第 6.59 図）を考慮した．このモデルの影響は中央構造線断
層帯の北側において平均ケースに対して 2 倍から最⼤ 10 倍変化する領域として表れて
いる．中⾓ケースにおいて震源断層が近づくため，地震動が⼤きくなる可能性がある領
域と⾔える．また，南側においても平均ケースよりも 30 年超過確率が変化する領域（最
⼤ 1.3 倍程度）が認められ，中央構造線断層帯から約 50km 離れた⾼知県庁周辺まで影響
が及ぶ．中⾓ケースでは，断層⾯積が⼤きく地震規模も⼤きくなるため，地震動が⼤き
くなる領域がより広範に広がるためである．この時，中央構造線断層帯と並⾛するその
他活断層が分布する四国中東部よりも四国⻄部において変化の傾向が顕著である．その
他活断層の影響も受ける四国中東部では中央構造線断層帯の影響が相対的に⼩さくなる
ことを意味する．さらに，平均ケースとの⽐がほぼ 1 となる領域が中央構造線断層帯に
沿って分布する．中⾓ケースの場合，地震規模は⼤きくなるものの震源断層が遠ざかる
ため，⾼⾓ケースと同程度の地震動レベルが想定されるためと考えられる．したがって，
中央構造線断層帯の傾斜⾓に関する震源特性モデルは，震源の直上になる可能性がある
中央構造線断層帯の北側に限らず，四国地域のほぼ全域にわたり影響を及ぼしうる項⽬
である．中央構造線断層帯の傾斜⾓について，Miyawaki and Sakaguchi（2021）は，愛媛
県の丹原地点における地質調査結果として，活断層が地質境界に収斂する可能性を指摘
している．活断層と地質境界が近接する丹原地点は特異な地点であるものの，傾斜⾓の
解明において，こうした地質調査結果等の拡充は必要不可⽋である． 

また，断層最短距離の差によって地震ハザード評価結果に⼤きな差が⽣じうることは
震源断層の位置の設定の重要性を⽰すものである．つまり，傾斜⾓のみならず，平⾯的
な位置についても慎重に設定する必要がある．地震ハザード評価は防災等の対策を⾏う
上での基礎資料となることから，信頼性の⾼いモデルに基づいた評価が重要となる．本
研究においては，伊予灘における膨⼤な海上⾳波探査記録に基づき，信頼性の⾼い震源
特性モデルを設定することで地震ハザード評価の⾼度化を図った．このような震源特性
モデルの設定の⾼度化は，地震ハザード評価の信頼性向上に⼤きく寄与するものである． 

さらに，四国⻄部において，新たに 17 の震源を追加した．主に伊予灘や宇和海等の海
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域に分布するとともに活動度が低いため，主に中央構造線断層帯が⽀配的な四国地域に
おいては，これらのその他活断層の影響は⽐較的⼩さいものであった．ただし，五反⽥
断層や F-21 断層近傍では当該断層の影響が認められたことから，その他活断層も適切に
モデル化していく必要があると⾔える．特に，五反⽥断層のように地表の⻑さが短い断
層については，そのモデル化⽅法も含めて今後の更なる検討が求められる． 

 

3.1.2. 規模のモデル 

本研究における規模評価に関する震源特性モデルとしては，地震規模予測式と連動時
の規模評価⼿法を設定した． 

 

(1) 地震規模予測式 

地震規模予測式に関するモデルとして，ずれのタイプ別の重回帰式（第 6.60 図）と 3

ステージ式（第 6.61 図）を設定した．本研究によるずれのタイプ別の重回帰式は中央構
造線断層帯のような横ずれ断層の場合，3 ステージ式と⽐較して地震規模Ｍｗが 0.07〜
0.05 程度⼩さくなるため，中央構造線断層帯，綱附森断層（No.40）や⾼知吾川断層（No.56）
周辺において 30 年超過確率が⼩さくなる．⼀⽅，中央構造線断層帯の南側約 20km より
南⽅では，30 年超過確率が⼤きくなる領域が認められる．これは，変位量の飽和を考慮
している 3 ステージ式に対し，ずれのタイプ別の重回帰式では飽和を考慮していないこ
とから，スケーリング地震モデルにおいて規模が⼤きくなるため，地震動レベルも⼤き
く想定されるためである． 

ここで，第 4 章で検討したように本研究によるずれのタイプ別の重回帰式は，地震本
部（2018）による震源断層を特定した地震の強震動予測⼿法（レシピ）」（以後，「レシピ」
という）における断層⻑さに基づく式（松⽥式）と断層⾯積に基づく式（3 ステージ式）
の中間的な性質を有する式である．地震ハザード評価においては，断層⻑さに基づく式
と⽐較して，ずれのタイプを加えることで簡便的な断層形状を評価に取り込めるという
利点がある．⼀⽅，断層⾯積に基づく式ほど詳細に断層形状を地震規模評価に反映はで
きない．ただし，断層⾯積の算定に必要となる断層幅（地震発⽣層厚さと断層傾斜⾓）
について，地震発⽣層厚さは⼤地震の発⽣前の地震活動等から推定される厚さは過⼩に
なる可能性が指摘されている（例えば，藤原ほか，2016）．また，⽇本でも有数の⻑⼤断
層であり，膨⼤な調査が実施されている中央構造線断層帯ですら，⾼⾓と中⾓の両⽅の
可能性が議論されているのが現状である．さらに，⼗分な調査がなされていないその他
活断層では，便宜的に傾斜⾓の値を設定せざるをえない．そのため，断層⾯積に基づく
式を⽤いることで評価に⼤きな不確かさが介在する可能性がある．こうした不確かさの
低減という観点において，⽐較的容易に得られる断層⻑さとずれのタイプから定性的な
断層形状を地震規模評価に取り込むことが可能である本研究によるずれのタイプ別の重
回帰式を⽤いることは⼀定の合理性があると考えられる．つまり，本研究において検討
したずれのタイプ別の重回帰式は，簡便的かつ⼀定の精度で規模を評価できる点におい
て地震ハザード評価の⾼度化に資するものと⾔える． 
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なお，3.1.1 項でも確認したように，震源断層との距離によって地震動は⼤きく変わり
うることから，本研究によるずれのタイプ別の重回帰式を⽤いる場合でも震源断層の形
状の設定の影響を受けることは変わらず，今後の地質調査や地球物理学的調査等に基づ
く断層形状に関する知⾒の拡充が期待される． 

 

(2) 連動時の地震規模評価⼿法 

連動時の地震規模評価⼿法の項⽬としては，スケーリング地震モデル（第 6.62 図）と
カスケード地震モデル（第 6.63 図）である．本研究においては，中央構造線断層帯の連
動のみを考慮したため，本モデルにおける差はすべて連動して発⽣する中央構造線断層
帯における地震によって⽣じたものである． 

中央構造線断層帯の両側数⼗ km 程度において，最⼤ 2 倍程度の差が⽣じている，ま
た，中央構造線断層帯沿いでは平均ケースとの差がほぼ認められない．断層帯の極近傍
では，地震規模の差よりも震源断層との距離の影響が⼤きいためと考えられる． 

地震本部によるレシピではスケーリング地震モデルが採⽤されているものの，⻑⼤断
層ではカスケード地震モデルを参照することがあるとされている．また，中央構造線断
層帯の変位量が固有地震的であることも報告されており（堤・後藤，2006），スケーリン
グ地震モデルとカスケード地震モデルの取り扱いは今後更なる研究が必要な分野と⾔え
る．この時，地震規模予測式についても，スケーリング地震モデルもしくはカスケード
地震モデルの適⽤を念頭に，それぞれのモデルに基づいたデータセットを準備して，予
測式を作成することで規模評価⼿法の⾼度化を図ることができる可能性がある． 

 

3.1.4. 発⽣確率のモデル 

発⽣確率のモデルとして，BPT 分布による場合（第 6.64 図）とポアソン過程による場
合（第 6.65 図）による地震発⽣確率を算定した．全国地震動予測地図では，最新活動時
期が判明している場合は BPT 分布，最新活動時期が不明な場合はポアソン過程が⽤いら
れている． 

四国陸域に位置する中央構造線断層帯の最新活動時期は主に 1596 年と考えられてお
り，数千年程度の平均活動間隔と⽐較して最新活動からの経過時間が短いことから，BPT

分布を⽤いる場合，中央構造線断層帯の両側数⼗ km の範囲において平均ケースよりも
30 年超過確率が 10 倍以上⼩さくなる．⼀⽅，ポアソン過程の場合は平均活動間隔が短
い中央構造線断層帯の影響によって平均ケースよりも 30 年超過確率が 10 倍程度⼤きく
なる．このように地震発⽣確率は地震ハザード評価に⼤きく寄与するものである．中央
構造線断層帯では多数のトレンチ調査や古⽂書の調査等によって活動履歴が解明されて
いるものの，伊予灘における最新活動時期や活動間隔のばらつきによって発⽣確率の値
は変わりうることから，今後も発⽣確率に関わる研究が⾏われることが望まれる． 

また，四国地域に位置するその他活断層の⼤部分の平均活動間隔は，断層⻑さと活動
度から推定される間接的な値である．これらの断層の活動度は低く，平均活動間隔が数
万年程度と⻑く⾒積もられることから，地震ハザード評価上における影響は⼩さい．し
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かしながら，こうした⽅法では活動度が同じ場合，断層⻑さが⻑いほど平均活動間隔が
⻑くなり，変動地形学的な知⾒とは相反するとされる（⻲⽥ほか，2020）．したがって，
こうした間接的な平均活動間隔の算定⽅法の改善も地震ハザード評価の⾼度化に資する
課題と⾔える． 

 

3.2. 震源断層を予め特定しにくい地震に関する震源特性モデルの影響 

既存の地震地帯構造区分には境界設定の任意性が残るとの指摘等を踏まえ，統計学的な
観点に基づき，客観的かつ定量的に地震地体構造を区分した．本来，地震地体構造区分の
妥当性は⻑期間の地震活動によって検証することが望ましいものの，データが限られる現
状では検証が困難である．また，全国地震動予測地図でも最新の知⾒を踏まえて区分図の
⾒直しが図られているものの，基本とする区分図は垣⾒ほか（2002）であり，その後蓄積
されたデータの反映が⼗分とは⾔い難い．本研究による定量マップは，既存の地震地体構
造区分とおおまかには対応する．したがって，本研究による地震地体構造区分⼿法は既存
の区分図の妥当性検証の点でも有効となりうるものであり，地震ハザード評価の信頼性を
向上させるものである．さらに，本研究の区分⼿法は分析に⽤いるデータを更新すること
が容易である点も地震ハザード評価の⾼度化を図る上で有⽤である． 

地震規模のモデルとして，本研究では全国地震動予測地図と同様に⼀律で MJ7.4 を最⼤
地震規模として想定した．しかしながら，地震地体構造が区分されるように，最⼤地震規
模も地域性があるはずである．実際，全国地震動予測地図でも 2013 年版までは各区分内で
の既往最⼤規模等が考慮されていた．⻲⽥ほか（2020）等でも MJ7.4 相当の地震は震源断
層を予め特定しにくい地震の最⼤規模の上限であり，全国⼀律で MJ7.4 を想定することは
過度に保守的になっている可能性がある．地震ハザード評価に基づいて対策等を検討する
際，こうした保守性が含まれることで，震源断層を予め特定しにくい地震の影響が過⼤評
価され，防災等の対策における優先度に悪影響を及ぼす可能性もある．ただし，2013 年版
のように各領域内の既往最⼤規模では不確実さの考慮が⼗分とは⾔い難い点も考慮しつつ，
最⼤規模を設定する必要があると⾔える．なお，⻲⽥ほか（2020）での検討を踏まえると，
四国地域における最⼤規模は MJ7.4 よりも⼩さくなることから，本研究のモデルに基づけ
ば，四国地域における震源断層を予め特定しにくい地震の影響はさらに限定的になるもの
と考えられる． 

震源断層を予め特定しにくい地震の発⽣頻度に関しては，余震を除去しない場合（第 6.66

図）と除去した場合（第 6.67 図）を考慮した．余震を除去しない場合，地震発⽣頻度が⾼
く⾒積もられることから平均ケースよりも 30 年超過確率が 1.1〜1.2 倍程度⼤きくなる．こ
の時，中央構造線断層帯周辺やその他活断層周辺などでは平均ケースとほぼ差が認められ
ない．これは，震源断層を予め特定しにくい地震の影響よりも震源断層を特定した地震の
影響のほうが⼤きいためである．余震を除去する⽅法について，本研究では全国地震動予
測地図でも⽤いられた建設省⼟⽊研究所地震防災部振動研究室（1983）による⼿法を⽤い
たものの，この⽅法を含む機械的に余震を除去する⽅法では線状の震源分布が残り，⼗分
に余震を除去できているとは⾔い難い．本研究においては，四国地域を横断する中央構造
線断層帯が分布する影響もあり，余震除去の有無は⼤きな影響を及ぼすものではなかった
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ものの，3.1.4 項のように地震発⽣確率は地震ハザード評価に⼤きく寄与するものであり，
適切に余震を除去できる⼿法の開発が望まれる． 

 

4. まとめ 

以上を踏まえれば，震源断層を特定した地震および震源断層を予め特定しにくい地震のい
ずれの震源特性モデルも地震ハザード評価に⼤きく影響しうる可能性があることとなる．こ
うした震源特性モデルの⾼度化や信頼性向上において，⼤きく 2 つのアプローチが考えられ
る． 

1 つ⽬は，地質調査や地球物理学的調査等によるデータの拡充・蓄積である．例えば，本研
究における伊予灘での中央構造線断層帯の形状の⾼度化が該当する．こうした調査結果に基
づいた震源特性モデルを設定することは，地震ハザード評価における認識論的不確実性の低
減に直結する．したがって，中央構造線断層帯を含む個々の活断層の震源特性モデルの形状
や活動履歴の解明は，信頼性の⾼い地震ハザード評価において必要不可⽋となる．ただし，
本研究で対象とした 80 を超える活断層すべてにおいて詳細な調査を⾏い，データの拡充・蓄
積を図ることは費⽤⾯等を勘案すると現実的には困難である． 

そのため，2 つ⽬のアプローチとして規模予測式の考案等のモデル構築が考えられる．例え
ば，本研究で考案したずれのタイプ別の重回帰式は，簡便的かつ⼀定の精度で規模評価を⾏
えることから，地震ハザード評価の⾼度化および信頼性向上に繋がるものと⾔える．また，
本研究で検討した客観的かつ定量的な地震地体構造区分⼿法は，任意性が残る既存の区分図
に対し，統計的な⽅法を⽤いることで定量的な区分が可能であり，追認性という観点からも
評価の信頼性向上に資するものである．このようなモデル構築は，震源全体の評価の⾼度化
に資する⼀⽅，⽤いるデータの精度や解釈等が重要となる． 

したがって，新しいモデルによる地震ハザード評価を踏まえ，周辺領域への影響度が⾼い
震源について，調査等を⾏うことでデータの拡充・蓄積を図りつつ，モデルの⾼度化を図る
ことが震源特性モデルおよび地震ハザード評価の信頼性を向上させる上で重要となる．また，
信頼性の⾼い地震ハザード評価は，リスクマネジメントや防災等における基礎資料として重
要な役割を果たす．本研究において検討した 3 つの震源特性モデルの⾼度化は，こうした 2

つのアプローチに基づくものであり，より信頼性の⾼い地震ハザード評価に貢献するもので
あるとともに，有⽤となりうる．また，本研究における地震ハザード解析結果を踏まえて抽
出された課題は，今後の四国地域の地震ハザード評価の更なる⾼度化および信頼性向上に必
要なものであり，今後の研究課題である． 
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第 6.1 表 各震源特性モデルの場所（位置・形状） 
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第 6.1 表 各震源特性モデルの場所（位置・形状）（続き） 
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第 6.1 表 各震源特性モデルの場所（位置・形状）（続き） 
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第 6.2 表 中央構造線断層帯の震源特性モデルの発⽣確率 

30 年超過確率の値は BPT 分布で求めた場合の値を⽰す． 
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第 6.2 表 中央構造線断層帯の震源特性モデルの発⽣確率（続き） 

30 年超過確率の値は BPT 分布で求めた場合の値を⽰す． 
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第 6.3 表 各震源特性モデル（その他活断層）の発⽣確率 
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第 6.3 表 各震源特性モデル（その他活断層）の発⽣確率（続き） 
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第 6.4 表 中央構造線断層帯の震源特性モデルの地震規模 
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第 6.4 表 中央構造線断層帯の震源特性モデルの地震規模（続き） 

 
  



 

 166 

第 6.5 表 各震源特性モデル（その他活断層）の規模 
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第 6.5 表 各震源特性モデル（その他活断層）の規模（続き） 
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第 6.6 表 定量マップの区分ごとの G-R 則の A 値と b 値 
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第 6.7 表 解析ケース⼀覧 

 
  



 

 170 

第 6.8 表 震源特性モデル別の解析結果 

 

震源特性モデル別の解析結果として⽰す際に統合および平均したケースを⽰す．そ
れぞれ，震源断層を特定した地震（Case-AF）と震源断層を予め特定しにくい地震
（Case-BE）の組み合わせで統合した上で，平均した結果を震源特性モデル別の解
析結果としている．  
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第 6.1 図 四国地域周辺における震源特性モデルの分布 

(a) 全体図．(b)，(c) 拡⼤図．図中の各震源特性モデルの番号は第 6.1 表および第
6.2 表における番号と対応する．中央構造線断層帯の震源特性モデルは鉛直ケース
の場合を⽰す． 
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第 6.2 図 四国地域周辺における定量的かつ客観的な地震地体構造区分 

塗りつぶしたメッシュは定量マップの区分．地震本部（2020）による地域区分（⾚
線）と⼤領域による区分（⻘太線）．番号は地震本部（2020）における地域区分の
番号を⽰す．(a) における⿊四⾓は県庁所在地．  
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第 6.3 図 想定される MJ5 以上の地震の年発⽣頻度 

(a) 余震を除去しない場合，(b) 余震を除去する場合  
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第 6.4 図 震源断層を特定する地震によって想定される最⼤速度分布（Case-AF-TS1） 
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第 6.5 図 震源断層を特定する地震によって想定される最⼤速度分布（Case-AF-TS2） 
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第 6.6 図 震源断層を特定する地震によって想定される最⼤速度分布（Case-AF-TS3） 
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第 6.7 図 震源断層を特定する地震によって想定される最⼤速度分布（Case-AF-TS4） 
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第 6.8 図 震源断層を特定する地震によって想定される最⼤速度分布（Case-AF-TS5） 
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第 6.9 図 震源断層を特定する地震によって想定される最⼤速度分布（Case-AF-TS6） 
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第 6.10 図 震源断層を特定する地震によって想定される最⼤速度分布（Case-AF-TS7） 
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第 6.11 図 震源断層を特定する地震によって想定される最⼤速度分布（Case-AF-TS8） 
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第 6.12 図 震源断層を特定する地震によって想定される最⼤速度分布の差分（Case-AF-

TS1） 

差分として，本 Case の最⼤速度分布から Case-AF-H1 の最⼤速度分布（第 2.12

図）を引いた結果を⽰している． 
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第 6.13 図 震源断層を特定する地震によって想定される最⼤速度分布の差分（Case-AF-

TS2） 

差分として，本 Case の最⼤速度分布から Case-AF-H2 の最⼤速度分布（第 2.13

図）を引いた結果を⽰している． 
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第 6.14 図 震源断層を特定する地震によって想定される最⼤速度分布の差分（Case-AF-

TS3） 

差分として，本 Case の最⼤速度分布から Case-AF-H1 の最⼤速度分布（第 2.12

図）を引いた結果を⽰している． 
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第 6.15 図 震源断層を特定する地震によって想定される最⼤速度分布の差分（Case-AF-

TS4） 

差分として，本 Case の最⼤速度分布から Case-AF-H2 の最⼤速度分布（第 2.13

図）を引いた結果を⽰している． 
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第 6.16 図 震源断層を特定する地震によって想定される最⼤速度分布の差分（Case-AF-

TS5） 

差分として，本 Case の最⼤速度分布から Case-AF-H1 の最⼤速度分布（第 2.12

図）を引いた結果を⽰している． 
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第 6.17 図 震源断層を特定する地震によって想定される最⼤速度分布の差分（Case-AF-

TS6） 

差分として，本 Case の最⼤速度分布から Case-AF-H2 の最⼤速度分布（第 2.13

図）を引いた結果を⽰している． 
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第 6.18 図 震源断層を特定する地震によって想定される最⼤速度分布の差分（Case-AF-

TS7） 

差分として，本 Case の最⼤速度分布から Case-AF-H1 の最⼤速度分布（第 2.12

図）を引いた結果を⽰している． 
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第 6.19 図 震源断層を特定する地震によって想定される最⼤速度分布の差分（Case-AF-

TS8） 

差分として，本 Case の最⼤速度分布から Case-AF-H2 の最⼤速度分布（第 2.13

図）を引いた結果を⽰している． 
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第 6.20 図 震源断層を特定する地震によって震度 6 弱以上となる 30 年超過確率（Case-AF-

TS1） 
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第 6.21 図 震源断層を特定する地震によって震度 6 弱以上となる 30 年超過確率（Case-AF-

TS2） 
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第 6.22 図 震源断層を特定する地震によって震度 6 弱以上となる 30 年超過確率（Case-AF-

TS3） 
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第 6.23 図 震源断層を特定する地震によって震度 6 弱以上となる 30 年超過確率（Case-AF-

TS4） 
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第 6.24 図 震源断層を特定する地震によって震度 6 弱以上となる 30 年超過確率（Case-AF-

TS5） 
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第 6.25 図 震源断層を特定する地震によって震度 6 弱以上となる 30 年超過確率（Case-AF-

TS6） 
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第 6.26 図 震源断層を特定する地震によって震度 6 弱以上となる 30 年超過確率（Case-AF-

TS7） 
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第 6.27 図 震源断層を特定する地震によって震度 6 弱以上となる 30 年超過確率（Case-AF-

TS8） 
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第 6.28 図 震源断層を特定する地震によって震度 6 弱以上となる 30 年超過確率の⽐（Case-

AF-TS1） 

⽐として，本 Case の 30 年超過確率の値を Case-AF-H1 の 30 年超過確率の値（第
2.16 図）で除した結果を⽰している．  
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第 6.29 図 震源断層を特定する地震によって震度 6 弱以上となる 30 年超過確率の⽐（Case-

AF-TS2） 

⽐として，本 Case の 30 年超過確率の値を Case-AF-H2 の 30 年超過確率の値（第
2.17 図）で除した結果を⽰している．  
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第 6.30 図 震源断層を特定する地震によって震度 6 弱以上となる 30 年超過確率の⽐（Case-

AF-TS3） 

⽐として，本 Case の 30 年超過確率の値を Case-AF-H1 の 30 年超過確率の値（第
2.16 図）で除した結果を⽰している．  
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第 6.31 図 震源断層を特定する地震によって震度 6 弱以上となる 30 年超過確率の⽐（Case-

AF-TS4） 

⽐として，本 Case の 30 年超過確率の値を Case-AF-H2 の 30 年超過確率の値（第
2.17 図）で除した結果を⽰している．  



 

 202 

 
第 6.32 図 震源断層を特定する地震によって震度 6 弱以上となる 30 年超過確率の⽐（Case-

AF-TS5） 

⽐として，本 Case の 30 年超過確率の値を Case-AF-H1 の 30 年超過確率の値（第
2.16 図）で除した結果を⽰している．  
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第 6.33 図 震源断層を特定する地震によって震度 6 弱以上となる 30 年超過確率の⽐（Case-

AF-TS6） 

⽐として，本 Case の 30 年超過確率の値を Case-AF-H2 の 30 年超過確率の値（第
2.17 図）で除した結果を⽰している．  
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第 6.34 図 震源断層を特定する地震によって震度 6 弱以上となる 30 年超過確率の⽐（Case-

AF-TS7） 

⽐として，本 Case の 30 年超過確率の値を Case-AF-H1 の 30 年超過確率の値（第
2.16 図）で除した結果を⽰している．  
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第 6.35 図 震源断層を特定する地震によって震度 6 弱以上となる 30 年超過確率の⽐（Case-

AF-TS8） 

⽐として，本 Case の 30 年超過確率の値を Case-AF-H2 の 30 年超過確率の値（第
2.17 図）で除した結果を⽰している．  
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第 6.36 図 震源断層を特定する地震による各県庁所在地におけるハザードカーブの⽐較 

（中央構造線断層帯の傾斜⾓：⾼⾓，地震発⽣確率：BPT 分布） 
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第 6.37 図 震源断層を特定する地震による各県庁所在地におけるハザードカーブの⽐較 

（中央構造線断層帯の傾斜⾓：⾼⾓，地震発⽣確率：ポアソン過程） 
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第 6.38 図 震源断層を特定する地震による各県庁所在地におけるハザードカーブの⽐較 

（中央構造線断層帯の傾斜⾓：中⾓，地震発⽣確率：BPT 分布） 
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第 6.39 図 震源断層を特定する地震による各県庁所在地におけるハザードカーブの⽐較 

（中央構造線断層帯の傾斜⾓：中⾓，地震発⽣確率：ポアソン過程） 
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第 6.40 図 震源断層を特定する地震による各県庁所在地におけるハザードカーブ（Case-AF-

TS1） 
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第 6.41 図 震源断層を特定する地震による各県庁所在地におけるハザードカーブ（Case-AF-

TS2） 
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第 6.42 図 震源断層を特定する地震による各県庁所在地におけるハザードカーブ（Case-AF-

TS3） 
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第 6.43 図 震源断層を特定する地震による各県庁所在地におけるハザードカーブ（Case-AF-

TS4） 
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第 6.44 図 震源断層を特定する地震による各県庁所在地におけるハザードカーブ（Case-AF-

TS5） 
  



 

 215 

 

第 6.45 図 震源断層を特定する地震による各県庁所在地におけるハザードカーブ（Case-AF-

TS6） 
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第 6.46 図 震源断層を特定する地震による各県庁所在地におけるハザードカーブ（Case-AF-

TS7） 
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第 6.47 図 震源断層を特定する地震による各県庁所在地におけるハザードカーブ（Case-AF-

TS8） 
  



 

 218 

 

第 6.48 図 MJ5 以上の地震の年発⽣頻度の⽐ 

(a) 本研究による定量マップに基づく年発⽣頻度の⽐．余震を除去しない場合に対
して余震を除去した場合で除した結果を⽰す．(b)，(c) 本研究による定量マップと
地震本部モデルの年発⽣頻度の⽐．(b)は余震を除去しない場合，(c)は余震を除去
した場合の結果を⽰す．  
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第 6.49 図 震源断層を予め特定しにくい地震によって震度 6 弱以上となる 30 年超過確率
（Case-BE-TS1） 
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第 6.50 図 震源断層を予め特定しにくい地震によって震度 6 弱以上となる 30 年超過確率
（Case-AF-TS2） 
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第 6.51 図 震源断層を予め特定しにくい地震によって震度 6 弱以上となる 30 年超過確率の
⽐（Case-BE-TS1） 

⽐として，本 Case の 30 年超過確率の値を Case-BE-H1 の 30 年超過確率の値（第
2.23 図）で除した結果を⽰している． 
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第 6.52 図 震源断層を予め特定しにくい地震によって震度 6 弱以上となる 30 年超過確率の
⽐（Case-BE-TS2） 

⽐として，本 Case の 30 年超過確率の値を Case-BE-H2 の 30 年超過確率の値（第
2.24 図）で除した結果を⽰している．  
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第 6.53 図 震源断層を予め特定しにくい地震による各県庁所在地におけるハザードカーブ
の⽐較 

  



 

 224 

 

第 6.54 図 内陸地殻内地震によって震度 6 弱以上となる 30 年超過確率（Case-CE-T） 
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第 6.55 図 内陸地殻内地震によって震度 6 弱以上となる 30 年超過確率の⽐（Case-CE-T） 
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第 6.56 図 内陸地殻内地震による各県庁所在地におけるハザードカーブ 

（Case-CE-T，地震発⽣確率：BPT 分布） 
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第 6.57 図 内陸地殻内地震による各県庁所在地におけるハザードカーブ 

（Case-CE-T，地震発⽣確率：ポアソン過程） 
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第 6.58 図 各震源特性モデルの地震ハザード解析への影響 

（30 年超過確率，中央構造線断層帯の傾斜⾓が⾼⾓（鉛直）の場合） 
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第 6.59 図 各震源特性モデルの地震ハザード解析への影響 

（30 年超過確率，中央構造線断層帯の傾斜⾓が中⾓（北傾斜）の場合） 
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第 6.60 図 各震源特性モデルの地震ハザード解析への影響 

（30 年超過確率，規模予測式がずれのタイプ別の重回帰式の場合） 
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第 6.61 図 各震源特性モデルの地震ハザード解析への影響 

（30 年超過確率，規模予測式が 3 ステージ式の場合） 
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第 6.62 図 各震源特性モデルの地震ハザード解析への影響 

（30 年超過確率，連動時の規模評価がスケーリング地震モデルの場合） 
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第 6.63 図 各震源特性モデルの地震ハザード解析への影響 

（30 年超過確率，連動時の規模評価がカスケード地震モデルの場合） 
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第 6.64 図 各震源特性モデルの地震ハザード解析への影響 

（30 年超過確率，余震を除去しない場合） 
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第 6.65 図 各震源特性モデルの地震ハザード解析への影響 

（30 年超過確率，余震を除去した場合） 
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第 6.66 図 各震源特性モデルの地震ハザード解析への影響 

（30 年超過確率，地震発⽣確率を BPT 分布に基づいて算定する場合） 
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第 6.67 図 各震源特性モデルの地震ハザード解析への影響 

（30 年超過確率，地震発⽣確率をポアソン過程に基づいて算定する場合） 
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第 6.68 図 各震源特性モデルの地震ハザード解析への影響のまとめ 

（地震発⽣確率の項⽬を含む場合） 
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第 6.69 図 各震源特性モデルの地震ハザード解析への影響のまとめ 

（地震発⽣確率の項⽬を含まない場合） 
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第 6.70 図 震源特性モデル別のハザードカーブ 
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第 6.71 図 震源特性モデル別のハザードカーブの⽐ 

震源特性モデル別のハザードカーブを平均ケースのハザードカーブで除算． 
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第 7 章 総括 

 

地震⼤国である⽇本において，確率論的評価⼿法を⽤いた地震動評価は，原⼦⼒発電所の
耐震設計の信頼性向上や防災，リスクマネジメント等への費⽤対効果の検討等において必要
不可⽋である．こうした確率論的地震動評価として，地震調査研究推進本部（以後，「地震本
部」という）による全国地震動予測地図がある（例えば，地震本部，2020）．この地図は，想
定されうるすべての地震の場所・規模・発⽣確率に基づき，ある地点でどの程度の揺れに⾒
舞われるかの地震ハザードを評価したものである．このうち，活断層などの浅い地震は，⼀
度発⽣すれば 2016 年熊本地震（Mw7.0）のように⼤きな被害が⽣じるものであるが，平均活
動間隔が数千年〜数万年程度と⻑く，発⽣しうる地震像の評価には不確かさは⼤きい．した
がって，リスクマネジメントや防災等の観点からは，活断層などの浅い地震による地震ハザ
ード評価の⾼度化・信頼性向上が重要となる．活断層などの浅い地震は，「震源断層を特定し
た地震」と「震源断層を予め特定しにくい地震」に⼤別される．前者は既知の活断層におい
て発⽣する地震，後者は活断層が知られていない場所で発⽣する地震が対象である．本研究
では，地震ハザード評価の信頼性向上のため，これらの地震に関する震源特性モデルの⾼度
化を⾏うとともに，地震ハザード評価への影響を検討した． 

第 1 章では，研究の⽬的および構成を述べた． 

第 2 章では，四国地域における既存の地震ハザード評価の事例として，全国地震動予測地
図および伊⽅ SSHAC プロジェクト（⻲⽥ほか，2020）を整理するとともに，本研究の位置付
けを明確にした． 

第 3 章では，四国地域を横断する⽇本でも有数の⻑⼤断層である中央構造線断層帯の震源
特性モデルの場所（位置・形状）等に関する検討を⾏った．中央構造線断層帯の⻑期評価（地
震本部，2017）において，伊予灘のうち，佐⽥岬半島沿岸部における地質境界としての中央
構造線は調査がなされておらず，活断層として認定されていないとされた．こうした活断層
の存否は地震ハザード評価に⼤きく寄与するものである．本研究では地震探査結果に基づき，
中央構造線の活動性と性状を明らかにした上で，それに基づいた伊予灘における中央構造線
断層帯の震源特性モデルの形状の⾼度化を図った．また，形状の⾼度化に合わせてセグメン
ト区分および活動履歴についても検討した．さらに，伊⽅ SSHAC プロジェクトも参考に，全
国地震動予測地図ではモデル化されていなかった四国⻄部における震源を新たにモデル化し
た． 

第 4 章では，震源断層を特定した地震の規模評価に関するモデルの⾼度化に関して検討し
た．地震本部による地震規模評価として，断層⾯積もしくは断層⻑さを説明変数とする経験
式から地震規模を推定する⽅法が提案されている．断層⾯積を⽤いる場合，多数の調査が⾏
われている中央構造線断層帯ですら傾斜⾓について⾼⾓と中⾓が併記されている現状におい
て，断層形状の設定の不確かさが規模評価に影響する．⼀⽅，断層⻑さのみを⽤いる場合，
断層幅が異なったとしても断層⻑さが同じであれば同じ地震規模となり，断層形状の相違が
規模評価に反映されず，過⼤評価もしくは過⼩評価となる可能性がある．これを踏まえ，断
層⻑さに加え，ずれのタイプを⽤いて地震規模を評価する重回帰式を考案した．ずれのタイ
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プは，⽐較的取得が容易であるとともに，定性的な断層形状を評価に取り込めるパラメータ
となる．四国地域では中央構造線断層帯以外の活断層は調査が⼗分でないものが多く，簡便
的に断層形状が設定されている．したがって，ずれのタイプ別の重回帰式を⽤いることは，
断層形状の設定の不確かさの影響を低減できるとともに，断層⻑さに基づく地震規模式より
も詳細に地震規模を評価できる点において，地震ハザード評価の⾼度化に資するものである．
また，中央構造線断層帯の傾斜⾓が⾼⾓と中⾓が考慮されていることを踏まえ，断層⾯積に
基づく地震規模予測式も考慮するとともに，中央構造線断層帯の連動時の規模評価⼿法の影
響も考慮できるモデルを検討した． 

第 5 章では，震源断層を予め特定しにくい地震の場所に関する客観的かつ定量的な地震地
体構造区分に関する検討を⾏った．震源断層を予め特定しにくい地震のモデル化には，地震
地体構造に基づき，地震活動の特徴が類似すると考えられる地域に区分したモデルの設定等
が必要となる．既往の地震地体構造区分では，特定の断層が境界を担うとされているが，そ
の任意性が指摘されている（⻲⽥ほか，2020）．本研究では，地震地体構造に関する 6 つのデ
ータを⽤いて統計学的な観点から，客観的かつ定量的な区分を試みた．区分の結果は，おお
むね既存の地震地体構造区分と対応することから，本研究の⼿法の有効性が⽰唆されるとと
もに，既存の区分図の妥当性の検証としても有効となりうることが確認できた．また，従来
の区分図とは異なり，特定の断層を境界とせず，断層の周辺を囲むような領域が設定される
点が本研究の区分⼿法の特徴である．こうした領域の存在は中央構造線断層帯のような⻑⼤
断層周辺では広域的な歪み解放を効率良く⾏うため，その他の地域の主要活断層に⽐べて周
囲の⼩規模な断層が少ないとした考え⽅とも調和する．地震ハザード評価上，中央構造線断
層帯が横断する四国地域において，こうした領域がモデル化できた点は評価の信頼性向上に
繋がるものである． 

第 6 章では，上記の検討結果を踏まえた地震ハザード解析を⾏うとともに，その影響も検
討した．信頼性の⾼い地震ハザード評価は，リスクマネジメントや防災等における基礎資料
として重要な役割を果たすものであり，本研究による震源特性モデルの⾼度化は，地震ハザ
ード評価の信頼性向上に有⽤であることを確認した．さらに，今後の地震ハザード評価の⾼
度化において重要となる課題についても整理した． 

第 7 章（本章）は，以上についての総括である． 
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きました． 

そして，四国電⼒株式会社ならびにグループ会社の次に⽰す上司，同僚には本論⽂公表に
あたり適切なご指導，有益な議論，献⾝的なご協⼒を賜りました．四国電⼒株式会社：⼤野
裕記⽒，松﨑伸⼀⽒，⾼橋利昌⽒，⻄坂直樹⽒，⼩川 裕⽒，⽯川慶彦⽒，下⼝裕⼀郎⽒，
塩⽥哲⽣⽒，鈴⽊俊輔⽒，⼤野正登⽒，株式会社四国総合研究所：⼤内泰志⽒，池⽥倫治⽒，
潮⽥雅司⽒，内⽥嗣⼈⽒，株式会社四電技術コンサルタント：⽥村栄治⽒，露⼝耕治⽒，菅
原⼤介⽒． 

以上の皆様に厚く御礼申し上げます． 
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